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本報告書に記載されている意見は、評価調査団によるものであり、JICA を代表するものでは

ない。



序　　　　　文

日本は、政府開発援助（ODA）により開発途上国の人づくり・国づくりを支援しています。日本

は援助総額が世界第 1位のトップドナーであり、日本のODAに対する継続的な取り組みや、開発

途上国の自助努力を支援する姿勢は、被援助国の開発に大きく貢献し、高く評価されています。

一方、近年の厳しい財政事情により、ODA予算の見直しが行われていることを背景として、ODA

が開発途上国の国づくり・人づくりに役立っているのかという観点から、事業評価の充実が求め

られています。

ODAの実施機関である国際協力事業団（JICA）は、目標を達成できた案件については、その成功

要因を分析し、新規案件の実施に活用しています。また、目標を達成するのが困難であった案件

については、必要に応じて追加的な協力をフォローアップとして実施するほか、その阻害要因を

分析し、新規案件を実施する際に教訓としフィードバックしています。

ODA事業は、協力の現場が主として海外であり、国民が容易に現場を見ることができないとい

う事情があるため、事業の成果を広く理解してもらうことが重要な課題となっています。このた

め、JICAは外部の有識者による「第三者評価」を実施して、国民の目を代表した客観的な評価をし

ていただいております。

本報告書は、2001年 3月から 4月にかけて、茨城大学人文学部教授 杉下 恒夫氏を団長、東京

水産大学水産学部教授 木原 興平氏を水産技術評価の担当とした第三者評価の結果を取りまとめ

たものです。本報告書において指摘されている教訓・提言については、協力の実施機関として、今

後のSEAFDECへの協力方針の検討・改善にフィードバックするとともに、類似案件を実施する際

にも大いに役立てていく所存です。

最後に、本報告書に記載された内容は、評価者の意見であり、JICAの見解を代表するものでは

ないことを改めて申し添えます。

平成 14年 2月

国際協力事業団

理事 高島　有終



はじめに

2001年 4月にOECD/DACが発表した加盟国の 2000年ODA実績で、日本は 10年連続世界一の援

助国となりましたが、実績額は130億 6,000万ドル（暫定値）で前年に比べ、22億 6,000万ドル（14.8

％）も減少しました。1998年度以降、我が国のODA予算は、縮小傾向にあり、2002年度予算編成

にあたってもODA予算の概算要求額は、2001年度当初予算に比べ 9.6％減の 91億 8,100万円にと

どまり、一層厳しい環境の到来が予想されています。昨今の財政事情からかんがみて今後しばら

くは、ODA予算の増加を期待することは難しく、少ない、あるいは減少する予算のなかでいかに

効率の良いODAを実施していくことが、いよいよ至上命令となってきました。

正直にいって、良質の経済協力は実施しようと思えば、やはりそれに見合った資金が必要であ

ることは自明で、資金不足を人間の力で補えという発想は竹やり精神にも似た考え方ですが、財

政改革は、国の最優先課題のひとつであり、ODA予算も国際社会の失望をかわない範囲内での削

減ならそれに従わなければなりません。

1998年度に初めてODA予算が一割削減されたときに求められたのも、ODAの「量」から「質」の

転換でした。このときは、予算削減下の効率向上という難題を苦労しながらも、第一線に立つ援

助関係者たちは一定の成果をあげてきたといえます。まだ、多くの改善の余地があるとはいえ、最

近のODAの効率化は、評価に価するといってよいでしょう。しかし、これまでに行われてきた改

善は、ODA予算が右肩上がりで増えつづけていた時代、どちらかというと緩慢な執行が行われて

いた部分を見直すことに集中していました。大部分の贅肉を殺ぎ落とした現在、更なる効率化を

図ろうとするなら肉を切り、骨を削るという各方面に多大の犠牲をも伴う困難な改善に着手しな

ければなりません。

根幹的なODAの改善に取りかかる際、まず、最初に行う作業は、日本が過去、約半世紀に及ん

で実施してきた経済協力すべてを白紙に戻してレビューすることでしょう。日本のODAは、農業・

水産業など第一次的産業に始まり、近年の政策支援まで、いまやあらゆるセクターにまたがり、援

助をしている国・地域もアジア、アフリカなど世界約 150か国・地域に広がっています。これら

のなかには、ますます重要性を増しているプロジェクトがある半面、もはや既得権と惰性だけで

続行されているという当面の協力の必要性が薄れたプロジェクトも数多く含まれているはずです。

資金量の減少を、援助関係者個人の精神力だけで補うやり方にはいつか必ず限界がくると考え

られます。今、日本の経済協力が優先的に行わなければならないことは、日本の国益とともに相

手国の国民も受益するという共存の視点に立ち、援助の質の変換と、資金量に見合った適正規模

を模索することです。厳密な見直し作業の結果、重要とされたプロジェクトには、一層の協力を

続ける一方、相手国の政治、経済状況等の変化で日本の協力の必要性の薄れたプロジェクトは援

助の手段に再検討を加えたり、随時、相手国に運営の比重を移転していくなど、打ち切るという



思い切った政策の転換が迫られます。

今回、東南アジア漁業開発センター（SEAFDEC）を第三者評価の対象としたのは、前述のODA

の抜本的見直しという観点から、1967年に設立されて以来、30余年にわたって一貫した JICAの協

力が続けられていることから、今後の協力のあり方等について検討する時期に来ていると考えた

ためでした。本評価調査では、SEAFDEC設立から現在に至るまでの過去30数年間の JICAの協力

の効果・妥当性を検証し、今後の協力のあり方を探ることが主たる目的でした。

こうした JICAの協力の効果・妥当性を評価するにあたっては、協力効果の発現や、国際機関と

して求められる域内での役割を果たすうえで大きな影響をもつ、SEAFDECの組織・機能について

検証することも必須であると考えます。このような考え方に基づき、特に重点を置いてヒアリン

グしたのは、① SEAFDECが域内の国際機関として正しく機能しているのか、② 30年以上に及ぶ

日本の技術協力がどの程度、当地域に根付き、東南アジアの水産業開発に寄与しているか、③設

立以来、続けられている日本の多大の協力が水産分野における日本の国益確保に貢献しているの

か、④SEAFDECが実施している第三国研修などの事業と日本の二国間援助プログラムの間に重複

はないのか、などの点についてです。

4か国合計で 92人にも及んだ関係者からのヒアリングは、いずれも納得のいくものとなり、関

係者の率直な意見を聞くことができたと自負しています。この報告書の評価・提言部分は、私と

東京水産大学 木原 興平 教授の私見が中心ですが、本報告書が今後の日本の SEAFDECへの協力

のあり方への指針となり、東南アジア全域の漁業開発に役立つ新たな効率的な技術協力の道が拓

けることを団員一同、強く期待しております。

茨城大学人文学部教授

杉 下 恒 夫
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要　　　　　約

1. 評価調査の概要

東南アジア漁業開発センター（Southeast Asian Fisheries Development Center：SEAFDEC）は、漁業

技術者の訓練、漁業技術の研究、漁業資源の調査等の実施を通じて東南アジア地域の漁業活動を

促進することを目的として、1967年に設立された国際機関です。我が国はSEAFDECの設立以来

30数年にわたり、拠出金及び技術協力（専門家派遣、研修員受入れ、機材供与）の両面から継続的

な協力を行い、SEAFDECの体制整備・機能強化に貢献してきました。

一方、近年、我が国ではより効率的・効果的なODA事業の実施が求められています。本評価調

査では、SEAFDEC設立から現在に至るまでの過去 30数年間の JICAの協力の効果・妥当性を検証

し、今後のSEAFDECに対する JICAの協力の改善に資する教訓・提言を得ることとしました。本

評価調査では、評価の質の向上と中立性の確保を図るため、我が国のODA事業について豊富な知

見を有し、かつ日本評価学会の理事を務めている茨城大学の杉下 恒夫 教授に団長・総括を依頼

しました。また、水産分野の技術的側面からの評価を、JICA専門家としての豊富な経験を有し、

かつ JOCVの技術顧問も務めている東京水産大学の木原 興平 教授に依頼して、中立的な立場か

ら有識者評価を実施することとしました。

2. 評価結果

JICAの協力の概要

JICAの SEAFDECに対する協力は、専門家派遣と研修員受入れから成り立っています。1968年

以降、長期・短期の専門家は 235名にのぼり、その指導分野は東南アジア地域の漁業及び各国政

府の漁業政策の変化等につれて変化してきました。しかし、専門家からより広い層への技術移転

を仲介するカウンターパートが必ずしもすべての専門家に確実に配置される状態にはなかったよ

うです。SEAFDECの JICA専門家の評価は一様に高く、その技術レベルや業務実績には満足して

いるとのことです。各部局の次長として派遣される専門家の役割としては、各部局とも管理職的

な役割が大きいという認識ですが、同時に次長自身も各分野の専門技術をもち合わせることが望

ましいとしています。

一方、研修員受入れは 1985年までは盛んに行われていましたが、それ以降は急激に減少してい

ます。帰国した研修員及び、各部局の本邦研修に対する効果は高く評価されており、また、技術

力の向上以外に、日本の専門家・技術者とのネットワークの構築等の効果があったことも指摘さ

れました。



SEAFDECの活動実態と課題

JICAが SEAFDECに投入した技術の種類、質と量、投入対象、投入範囲及び投入方法について

ですが、JICAが派遣した専門家（長期及び短期）及び JICAが受け入れた研修員のデータから判断

するに、多岐にわたる分野において、継続的に投入がなされたことを示しており、水産に関する

広範な技術が日本からSEAFDECへ、そして SEAFDECを通して主に加盟各国へ紹介・展示された

ことになります。また、近年は、加盟国が主催する第三国集団研修により、加盟国以外のアフリ

カ、大洋州等の国へも水産技術が紹介されています。JICAの専門家派遣事業と研修員受入事業に

より、SEAFDECが数少ない水産に関する地域国際機関として東南アジア地域に多種多様な水産技

術を紹介したことはかつてない事業であり、その努力は評価されるべきと考えます。

一方、SEAFDECのように構成部局がそれぞれ異なる国に分散している場合には、運営体制のい

かんがその組織の活動に大きな影響を及ぼします。今回の評価調査では、運営体制と活動状況を

評価するために業務推進に必要な委員会活動に焦点を当てました。一般に、委員会は、組織全体、

各部局、各部局構成単位組織ごとの業務目標達成のための意見調整、問題解決、意思決定を目的

として設置される、組織の運営には欠かせないものであり、組織の活性度判定の重要な要素のひ

とつです。SEAFDECにおける委員会活動への取り組みは部局によって異なっており、AQDのよ

うに各種の専門委員会から研究セミナーに関する委員会まで比較的多くの委員会を設置している

部局もある一方で、委員会活動にあまり力を入れていない部局もあります。しかし、設置委員会

の種類やその数から判断して、SEAFDEC全体としては、委員会活動は決して活発とはいえない状

況です。

水産振興に対する貢献度と協力の整合性

SEAFDECでは、集団研修、ワークショップ、セミナー、関連学術学会での研究結果の発表、各

種報告書・ニュースレター・広報誌発行等の方法で普及活動を行っています。SEAFDECから紹介

される技術は、国によって異なる経路で、しかも多くの段階を経て加盟各国に伝達されるため、多

種多様な課題を抱える水産各分野のどの現場に必要な技術がどの程度到達したか、ということが

問題となります。しかし、今回の調査では、どの地域に、どのような種類の技術がどのような方

法で紹介され、どの程度活用され、問題の解決にどの程度役立ち定着したか、という技術普及の

地理的範囲、普及規模、普及対象（階層）という普及に関する基本的な事項についての情報を得る

ことはできませんでした。

技術に関する事業を評価するには、投入された技術の種類と内容及び技術水準、あるいは技術

投入対象（階層）が適正であったか否か、投入した技術が在来技術と融合し、定着したか否か等の

観点からの検討が必要です。これらの評価には、SEAFDECに対する課題と社会的要請、それらに

基づく SEAFDECの基本理念を知る必要がありますので、SEAFDECに問い合わせましたが、明解

な説明は得られませんでした。これは、SEAFDECが目標達成に必要な技術を投入する対象（階層、

範囲）、必要な技術の種類と水準等を明確にしないまま活動を行っていたということを示すもので



はないかと考えます。これらのことは、SEAFDECによって投入された技術が網羅的に多種にわ

たっているという投入技術分析結果にも現れていると考えます。

今回の評価調査では、各部局において日本で技術研修を受けた職員を対象に国際機関職員とし

ての日本に対する技術的期待及び依存度について直接意見を聴きました。その結果、SEAFDEC設

立後 30有余年を経過する現在も、彼らの日本の水産技術及び日本人専門家に対する依存心は非常

に強く、国際機関として必要な技術を自ら創造、開発し、技術的に自立する方針と計画について

の明確な説明はありませんでした。

JICAによる協力との整合性

JICAは、東南アジアの水産分野にの振興のためにこれまでに多くの専門家を派遣しています。

SEAFDECの主要な技術的業務を行う専門家はすべて JICAから派遣されており、その数は既に述

べたとおりですが、SEAFDECへの専門家派遣以外にも、他の水産関係機関への個別専門家、プロ

ジェクト方式技術協力の専門家、関係国が主催する第三国集団研修における研修講師などを派遣

しています。JICAはこのほか、シニア海外ボランティアや青年海外協力隊などでも人材を派遣し

ており、様々な援助形態で東南アジア地域の水産分野への協力を行っています。東南アジア地域

の水産分野については、国際機関であるSEAFDECを通しての協力とその他の二国間ベースでの協

力方式によるものを含めると、二重三重の協力を行っているということになります。しかし、こ

れらのことを協力の平準性という視点で評価すると、JICAによる協力が特定の地域や国に偏って

いるという点で問題があると考えます。

3. 結論と提言

SEAFDECの実情に対する見解と提言

（1）総合見解

① 過去 30年余に及ぶ SEAFDECの活動は、東南アジア地域の水産業の底上げに貢献したと

認められます。

② 1998年の新戦略決議後、改善の跡は見られますが、SEAFDECはまだ地域国際機関として

の機能は備えておらず、各部局はその所在国の政府に所属する水産研究機関という様相が

強く、4部局間の連携や協力体制にも問題があります。

③ 各部局は技術的にも資金的にも日本への依存度が高く、自立への意欲に欠けます。

④ 養殖部門の一部を除き、地域の漁業技術の発展への貢献度は大きくありません。

（2）提　言

① 技術の進歩や加盟国の増加など、時代の変化に対応した機能強化のため、国際機関とし

ての機能を早急に整備しなければなりません。特に、各種の内部及び外部委員会は、国際

機関としての情報伝達、意見調整、意思決定の場としてだけではなく、地域の在来技術と



外来技術を融合させて地域の課題解決に必要な新しい技術を創造するための意見交換、参

加意識高揚の場としても、また各部局の運営体制、技術的自立性、国際性を強化するため

にも必要不可欠のものであるので、各部局において、早急に整備する必要があります。

② 国際機関としての機能強化策として、バンコクの事務局の機能を強化するために、事務

局が管理、技術両部門において 4部局を統括する体制を確立する必要があります。そのた

めには、事務局の人員を加盟各国から派遣し増員して、4部局及び加盟各国の水産関係諸機

関との連絡を密にする必要があります。

③ 各部局は所在国の政府と密接な協力体制を保ちながらも、所在国政府の 1研究機関とい

う側面を縮小し、SEAFDEC加盟 10か国がどの部局の政策立案等にも平等に参加できる運

営体制への改善が望まれます。そのために、各部局は所在国政府機関からの出向職員はな

るべく削減し、国際性をもった専門職員の育成に努力しなければなりません。特に、加盟

国の増加に伴う加盟国間で生じる技術的便益の格差を縮減するため、各部局は、設置国か

らだけではなく他の加盟国からも職員を採用し、国際性を強化する必要があります。

④ SEAFDECは、一日も早く日本からの技術的自立に努め、SEAFDEC加盟国の中の後発国

への技術移転などに努力することが望まれます。そのためには、SEAFDECはこれまでに開

発された水産関係の技術の地域への融合、親和に従来以上に努力する必要があります。ま

た、日本人以外の第三国専門家の育成への努力も重要です。

⑤ 加盟各国からSEAFDECへの貢献をより一層効果的に果たすため、加盟各国内にその国の

水産及びその他の関係者で構成するSEAFDEC支援委員会を設置し、側面的協力体制を確立

することも一案です。これにより、加盟各国のSEAFDECの活動に対する認識を深め、国際

機関としての機能を向上させることが期待できます。

日本政府の SEAFDECへの協力のあり方への見解と提言

（1）総合見解

① 設立当時の国際情勢にかんがみれば、SEAFDECに協力を行ったことは国策上からも適切

であったと思われます。

② 現在、SEAFDECへの協力の主な目的として、地域水産政策、国際社会における日本の水

産政策への理解者、支援者の確保ということが挙げられていますが、東南アジア地域の水

産政策には一定の影響力を有しているものの、国際社会の流れにおいてSEAFDEC加盟国が

必ずしも日本の理解者にはなっているとはいえません。

③ 政治的視点から長年にわたって水産庁職員が JICA長期専門家として派遣されている各部

局の 4名の次長職は、部局内で主に日本との連絡・調整、資金の管理という役務提供型専

門家となっており、部局の政策決定など政治的影響力はほとんどもっていません。

④ 長すぎるとも思われるSEAFDECへの協力のなかで、日本の協力は、専門家派遣分野、援



助形態の選定等においてマンネリ化、惰性になっている部分が見られます。これは、過去

の膨大な協力の実績からすると、援助の投入量に比する効果が少ないともいえます。

（2）提　言

① SEAFDECへの協力を日本の外交のツールとしてみるなら、水産だけでなく、対ASEAN

政策全体を通した SEAFDECへの協力のあり方をレビューする必要があります。

② 東南アジア地域の水産業は確実に成長しており、また、近く日本のODAからの卒業国も

次々と出現すると思われます。今後の日本の協力の重点は、一般的な技術移転よりも、域

内先進国には政治的効果をねらったポイント的な高度技術の移転や資金協力、後発国には

従来型の基礎的水産技術の移転や無償資金協力というように区分けすべきです。

③ 水産庁から次長をこれまでどおり派遣し続けることは、省庁のポスト化した専門家の派

遣がマスコミ等で問題視されている折りでもあり、見直されなければなりません。JICAの

長期専門家として現在派遣されている水産庁出身の次長 4人は、各部局から引き揚げるべ

きと考えます。

④ 他方、ラオス以外のASEAN加盟国がすべて参加しているSEAFDECという地域国際機関

を通じて東南アジア地域の水産政策に日本の発言力を保持するという政治的視点も無視で

きません。そのため、事務局機能を強化してSEAFDECを本当の国際機関に変貌させたうえ

で、事務局に政治的役割を担う管理・政策担当の日本人次長と、加盟国全体の技術分野を

統括する技術担当の日本人次長を配置することを提案します。

⑤ 管理・政策担当次長は、日本の水産行政と密接に結びつくため、水産庁から日本の水産

行政の中核にある人材を水産庁の技術協力予算から派遣し、技術担当次長は、長期専門家

として JICAから派遣します。1人の技術担当次長が加盟国すべての技術を統括、把握する

ことは困難と思われるので、技術担当次長は、JICAから各部局に派遣されている長期、短

期専門家、または第三国専門家等の意見を汲み入れながら事業を進めます。

⑥ 事務局機能強化などの大幅な改革がSEAFDECで実施された場合、変革に伴うもろもろの

問題に対処するために、過渡的な支援組織として、日本国内にSEAFDEC支援委員会を設置

することを提案します。

JICAの協力への見解と提言

（1）総合見解

① 水産分野のほとんどの技術分野へ専門家を派遣し終わっているにもかかわらず、JICAに

は、SEAFDEC側に対して技術的、資金的自立を促す積極的な姿勢が乏しいと感じます。

② 部局所在国にある JICA事務所と SEAFDECとの連絡が密ではありません。JICA事務所は



JICA専門家を通じてのみ SEAFDECの情報を得ている状況にあります。

③ 技術協力がSEAFDEC職員の養成に偏り、移転された技術の地域全体への波及効果があま

りみられません。

④ 日本政府から拠出金が出されている国際機関に対して専門家派遣などを行うことは二重

の協力になるため、再考する必要があります。

⑤ 二国間の技術協力を本来の業務とする JICAが SEAFDECへの協力を続ける政治的背景は

終了したと考えます。

⑥ 第三国研修事業や研修員受入事業などにおいて、SEAFDECへの協力と重複するおそれの

あるものがあります。

（2）提　言

① ODAの抜本的見直しが求められている現在、特例として継続してきた国際機関への協力

は縮小して、長期及び短期専門家の派遣は、よりニーズの高い部門に振り分けるべきです。

② だらだらと技術協力を続けるのではなく、技術移転が終了したものは SEAFDEC側に任

せ、JICAは相手が求める技術に応じたメリハリのある技術協力に全力をあげる必要があり

ます。

③ 今後SEAFDECに派遣する専門家は、重点的な技術指導をする短期専門家を中心として、

長期専門家の派遣は人づくりなど長い時間が必要な部門だけに制限するべきです。

④ SEAFDEC事業と重複するおそれのある二国間の協力事業を精査して、一本化できるもの

や廃止するものを選び出す必要があります。

⑤ SEAFDEC加盟国内で実施されている JICAの二国間のプロジェクトと SEAFDECのプロ

ジェクトとの協力・連携を推進して活動の効率化を図り、バイ、マルチ双方からSEAFDEC

への日本の発言力を維持・強化する手段とすることが望まれます。
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第 1章　評価調査の概要

1－1 調査の背景・経緯・目的

東南アジア漁業開発センター（Southeast Asian Fisheries Development Center：SEAFDEC）は、漁業

技術者の訓練、漁業技術の研究、漁業資源の調査等の実施を通じて東南アジア地域の漁業活動を

促進することを目的として設立された国際機関です。SEAFDECは 1967年の設立以来、東南アジ

ア地域の漁業開発に重要な役割を果たしてきました。我が国は SEAFDECの設立以来 30数年にわ

たり、拠出金及び技術協力（専門家派遣、研修員受入れ、機材供与）の両面から継続的な協力を行

い、SEAFDECの体制整備・機能強化に貢献してきました。

一方、近年、我が国ではより効率的・効果的なODA事業の実施が求められており、30年以上に

わたる SEAFDECに対する JICAの協力についても、これまでの協力効果を検証し、今後の協力の

あり方等について検討する時期に来ています。そこで、本評価調査では、SEAFDEC設立から現在

に至るまでの過去30数年間の JICAの協力の効果・妥当性を検証することとしました。そして、そ

の結果を踏まえ、今後のSEAFDECに対する JICAの協力の改善に資する教訓・提言を得ることと

しました。

JICAでは従来より、事業の改善とアカウンタビリティーの確保を図ることを目的として、各種

評価を実施しています。近年は、評価の質の向上と中立性の確保を図るため、開発援助や評価に

関する豊富な経験を有し、かつ高い専門性を有する外部の有識者（学識経験者、ジャーナリスト、

NGOなど）の参加を積極的に進めています。本評価調査では、我が国のODA事業について豊富な

知見を有し、かつ日本評価学会の理事を務めている茨城大学 杉下 恒夫 教授に団長・総括を依頼

しました。また、水産分野の技術的側面からの評価を、JICA専門家としての豊富な経験を有し、

かつ JOCVの技術顧問も務めている東京水産大学 木原 興平 教授に依頼して、中立的な立場から

有識者評価を実施することとしました。

1－2 評価調査の手順

（1）事前作業

・既存資料・各種報告書の収集、協力内容の整理・分析

・SEAFDEC加盟諸国の水産事情の分析

・評価方針・方法、評価項目の検討

・外務省、水産庁へのインタビュー調査
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（2）現地調査

・SEAFDEC、各部局所在国関係省庁、漁業団体等へのインタビュー調査、サイト視察、統計・

報告書収集等

・SEAFDECに対する JICAの協力の評価

・SEAFDECの活動・運営状況の把握

（3）事後作業

・国内水産関係機関へのインタビュー

・帰国報告会の開催

・SEAFDECに対する今後の JICAの協力のあり方に関する提言の検討

・評価報告書の作成

1－3 調査団員構成

団長・総括： 杉下　恒夫 茨城大学人文学部教授

水 産 技 術： 木原　興平 東京水産大学水産学部教授

評 価 計 画： 鷲見　佳高 JICA企画・評価部評価監理室室長代理（3/28～ 4/7）

評 価 計 画： 唐澤　拓夫 JICA企画・評価部評価監理室（3/20～ 3/30）

効 果 分 析： 小林　　茂 システム科学コンサルタンツ（株）

1－4 現地調査日程

2001年 3月 20日～ 4月 7日

日順 月日 曜日 杉下団長 木原団員 鷲見団員 小林団員 唐澤団員
1 3月 20日 火 9:45 東京→ 13:25マニラ（JL741） 9:45 東京→ 13:25マニラ（JL741）

15:30 JICA事務所 15:30 JICA事務所

2 21日 水 9:00 日本大使館 9:00 日本大使館

11:00 農業省漁業水産資源局 11:00 農業省漁業水産資源局

14:00 Chamber of Fisheries and 14:00 Chamber of Fisheries and Aquatic

Aquatic Resources Resources

3 22日 木 9:45 マニラ→ 10:50イロイロ 9:45 マニラ→ 10:50イロイロ

（PR141） （PR141）

13:30 SEAFDEC養殖部局 13:30 SEAFDEC養殖部局

4 23日 金 9:00 UP Visaya 9:00 UP Visaya

12:00 SEAFDEC養殖部局 12:00 SEAFDEC養殖部局

19:00 イロイロ→ 20:00マニラ 19:00 イロイロ→ 20:00マニラ

（PR144） （PR144）

5 24日 土 14:20 マニラ→ 16:35バンコク 14:20 マニラ→ 16:35バンコク

（TG621） （TG621）

6 25日 日 資料整理資料整理
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7 26日 月 9:30 JICA事務所 9:30 JICA事務所
11:00 日本大使館 11:00 日本大使館

14:00 SEAFDEC事務局 14:00 SEAFDEC事務局

8 27日 火 9:00 SEAFDEC訓練部局 9:00 SEAFDEC訓練部局

9 28日 水 9:30 カセサート大学水産学部 10:00 東京→ 9:30 カセサート大学水産学部

14:30 農業協同組合省水産局 14:25 バンコク 14:30 農業協同組合省水産局

（NH915）

10 29日 木 9:00 Fisheries Marketing Organization 同左

11:00 National Fisheries Association of Thailand

11:40 Thai Overseas Fisheries Association

17:10 バンコク→ 20:15 クアラルンプール（MH783） 22:50 バンコク

11 30日 金 9:00 マレイシア農業省水産局 6:20 東京

11:00 JICA事務所 （JL718）

14:30 プロジェクト方式技術協力「マレイシア水産資源・環境研究

計画」

18:00 日本大使館

12 31日 土 10:15 クアラルンプール→ 11:00 クアラテレンガヌ（MH1326）

14:00 SEAFDEC海洋水産資源開発管理部局

13 4月 1日 日 10:30 SEAFDEC水産資源開発管理部局

14 2日 月 7:30 Fisheries Development Authority of Malaysia

12:35 クアラテレンガヌ→ 13:20 クアラルンプール（MH1329）

16:00 元 SEAFDEC派遣専門家

15 3日 火 9:00 Fisheries Development Authority of Malaysia

11:40 JICA事務所

16:55 クアラルンプール→ 17:50 シンガポール（SQ113）

16 4日 水 9:00 Agri-food and Veterinary Authority of Singapore

11:30 日本大使館

14:20 SEAFDEC海洋水産調査部局

17 5日 木 10:00 SEAFDEC海洋水産調査部局

14:20 民間養殖場見学

18 6日 金 9:40 JICA事務所

19 7日 土 8:00 シンガポール→ 15:40 東京（JL712）
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1－5 主要面談者リスト

フィリピン

氏　名 所　属 職　位
植野　栄治 在フィリピン日本国大使館 一等書記官

小野　英男 JICAフィリピン事務所 所　長

小原　基文 JICAフィリピン事務所 次　長

村上　雄祐 JICAフィリピン事務所 業務班長

Dr. Rolando Platon SEAFDEC養殖部局 Chief

伊藤　進 SEAFDEC養殖部局 JICA専門家／養殖管理／次長

乾　靖夫 SEAFDEC養殖部局 JICA専門家／魚病「迅速検査法」

Dr. Clarissa Marte SEAFDEC養殖部局 In charge of Research Division

Mr. Leobert Dela Pena SEAFDEC養殖部局

Mr. Romeo De Sagun Bureau of Fisheries and Aquatic Resources Assistant Director

Mr. Nelson A. Lopez Bureau of Fisheries and Aquatic Resources Chief, Aquaculture Division

Ms. Cecilia G. Reyes Bureau of Fisheries and Aquatic Resources

Mr. Felix R. Gonzales Chamber of Fisheries and Aquatic Resources Secretary-General

of the Philippines

Dr. Jane S. Geduspan University of the Philippines in the Visaya Vice Chancellor for Academic Affairs

Dr. Augusto E. Serrano University of the Philippines in the Visaya Director of National Institute of Molecular

Biology & Biotechnology

Dr. Leonor M. Santos University of the Philippines in the Visaya Dean of the College of Fisheries

Dr. Leonarda S. Mendoza University of the Philippines in the Visaya Director, Institute of Fish Processing Technology

Dr. Enrico P. Villoso University of the Philippines in the Visaya Director, Institute of Marine Fisheries and

Oceanology

Dr. Crispino A. Saclauso University of the Philippines in the Visaya Director, Institute of Aquaculture

Dr. Carlos C. Baylon University of the Philippines in the Visaya Director, Institute of Fisheries Policy and

Development Studies

Dr. Riza O. Aguilar University of the Philippines in the Visaya College Secretary

タ　イ

氏　名 所　属 職　位
松本　雅夫 在タイ日本国大使館 一等書記官

森本　勝 JICAタイ事務所 所　長

高島　宏明 JICAタイ事務所 次　長

Mr. Panu Tavarutmaneegul SEAFDEC事務局／訓練部局 Secretary General & TD Chief

杉浦　正悟 SEAFDEC事務局／訓練部局 JICA専門家／漁業管理（水産業）（事務局次

長兼訓練部局次長）

加藤　泰久 SEAFDEC事務局／訓練部局 JICA専門家／水産政策

Mr. Severino Escobar, Jr. Working Group for Regional Fisheries Policy Aquaculturist, BFAR, Philippines

 of the SEAFDEC

Dr. Mala Supongpan Working Group for Regional Fisheries Policy Chief of Stock Assessment Section, DOF,

 of the SEAFDEC Thailand

Mr. Nguyen Lam Anh Working Group for Regional Fisheries Policy Resercher of Nha Trang Institute

of the SEAFDEC of Oceanography, Vietnam

Mr. Nik Ab. Wahab bin Mat Working Group for Regional Fisheries Policy Senior Fisheries Officer, DOF Malaysia

Diah of the SEAFDEC
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Mr. Khin Ko Lay  Working Group for Regional Fisheries Policy  Deputy Director, DOF, Myanmar
  of the SEAFDEC

Mr. Bundit Chokesanguan  SEAFDEC訓練部局  Information and Extension Division Head

Dr. Yuttana Theparoonrat  SEAFDEC訓練部局  Training Division Head

Mr. Suppachai Ananpongsuk  SEAFDEC訓練部局  Fishing Technology Section Head

Mr. Suthipong Thanasansakorn  SEAFDEC訓練部局  Engineering Instructor

Ms. Penchan Rojana-anawat  SEAFDEC訓練部局  Fishing Ground Researcher

Ms. Siriporn Pradit  SEAFDEC訓練部局  Fishing Ground Researcher a.i.

Prof. Dr. Thira Sutabutra  Kasetsart University  President

Dr. Nonguch Ruksakulthai  Kasetsart University  Assistant Professor, Dept. of Fishery Products

Mr. Chaichan Mahasawasde  Kasetsart University  Assistant Professor

Mr. Dhammarong Prakobboon  Department of Fisheries  Director General

Mr. Maitree Duangsawasdi  Department of Fisheries  Deputy Director General

Mr. Wimol Jantrarotai  Department of Fisheries  Director of Foreign Fisheries Affairs Division

Mr. Suriya Leelatum  Fish Marketing Organization  Director

Ms. Terapong Thanabodhi  Fish Marketing Organization

Mr. Wicharn Sirichai-ekawat  National Fisheries Association  Advisor

Ms. Kanokporn Saprasert  National Fisheries Association  Association Manager

Mr. Wanchai Sangsukiam  Thai Overseas Fisheries Association  Director General

Ms. Thanawan Vitoorakorn  Thai Overseas Fisheries Association  Manager

マレイシア

氏　名 所　属 職　位

原島　秀毅 在マレイシア日本国大使館 特命全権大使

川上　公一 在マレイシア日本国大使館 公　使

前田　徹 在マレイシア日本国大使館 一等書記官

山崎　敬嗣 在マレイシア日本国大使館 二等書記官

岩波　和俊 JICAマレイシア事務所 所　長

佐々木　十一郎 JICAマレイシア事務所 次　長

郡　昭治 JICAマレイシア事務所 企画調査員

Mr. Ibrahim B. Saleh SEAFDEC海洋水産資源開発管理部局 Acting Chief

藤田　矗 SEAFDEC海洋水産資源開発管理部局 JICA専門家／水産資源調査研究（次長）

Mr. Ibrahim B. Johari SEAFDEC海洋水産資源開発管理部局 Research Officer, Invertebrate Unit

Mr. Mohd. Taupek B. Mohd. SEAFDEC海洋水産資源開発管理部局 Research Officer, Marine Fisheries Stock

 Nasir Assessment

Mr. Mansor B. Matlsa SEAFDEC海洋水産資源開発管理部局 Research Officer

Mr. Rosdi B. Mohd. Nor SEAFDEC海洋水産資源開発管理部局 Asst. Research Officer

Mr. Tai Chieng liang SEAFDEC海洋水産資源開発管理部局 秘　書

Dato' Hashim Ahamad Department of Fisheries Director General

Mr. Junaidi Bin Che Ayub Department of Fisheries Director, Planning & Development

Mr. Mohd. Ghazalibin A. Department of Fisheries

Manap

Mr. Fauzi Bin Abdul Rahman Department of Fisheries

Mr. Munir B. Nawi Department of Fisheries

Dr. Mohd Iblahim Hj. University Putra Malaysia Professor, Marine Environment & Coastal Zone

Mohamed Management

Ms. Fatimah Md. Yusoff University Putra Malaysia Professor, Aquatic Ecology/Limnology

川村　軍蔵 水産資源・環境研究計画 JICA専門家／リーダー
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柳川　弘行 水産資源・環境研究計画 JICA専門家／水産資源
南場　隆也 水産資源・環境研究計画 JICA専門家／海洋物理学／GIS

Mr. Mohd. Saffe Bin Mohd Lembaga Kemajuan Ikan Malaysia （LKIM）Deputy State Director

Terengganu Office

Ms. Nora Bte Ahamad LKIM Director, Cooperate Planning and Public Relations

Mr. Mustafa Bin Hj. Ahmad LKIM Director, Marketing Department

Mr. Razaili Gapor LKIM

本田　耕一 LKIM JICA専門家／漁港運営管理

Mr. Mhd Khairuddin Bin Hj. National Fishermen's Association of Malaysia Deputy General Manager

Abu Bakar （NECMAT）

シンガポール

氏　名 所　属 職　位
辻　優 在シンガポール日本国大使館 公　使

山田　保 JICAシンガポール事務所 所　長

Mr. Tan Sen Min SEAFDEC海洋水産調査部局 Chief

柴田　宣和 SEAFDEC海洋水産調査部局 JICA専門家／漁業管理（水産利用）（次長）

Ms. Tan-Low Lai Kim SEAFDEC海洋水産調査部局 Head, Fish Quality Management and Technology

Section

Mr. Yeap Soon Eong SEAFDEC海洋水産調査部局 Head, Fisheries Information & Training Service

Section

Ms. Esther Yoo SEAFDEC海洋水産調査部局 Senior Research Officer

Ms. Tan Teo Poh Hong SEAFDEC海洋水産調査部局 Research Officer

伊藤　寛 SEAFDEC海洋水産調査部局 JICA専門家／水産加工（魚の発酵食品製造）

Mr. Lee Yuen Tong Agri-food & Veterinary Authority of Director, Agrotechnology Division & Chief

Singapore Fisheries Officer

Mr. Boey Chee Cheong Agri-food & Veterinary Authority of Head, Promotion & Development Branch

Singapore Agrotechnology Division

Mr. Leeslie Cheong Agri-food & Veterinary Authority of Head, Technology Development & Service

Singapore Branch
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第 2章　評価結果

2－1 JICAの協力の概要

JICAの SEAFDECに対する協力は、専門家派遣と研修生受入れからなっており、それぞれの援

助実績は以下のとおりです。

（1）専門家派遣

① 専門家派遣実績

1968年以降、JICAは SEAFDECに長期・短期の専門家235名を派遣しました（ただし、短

期専門家のデータは 1978年以降のみ計算）（表 2－ 1）。

表 2－ 1　JICA専門家派遣実績（1968～ 2000年度）

部　局
派遣人数（人） 派遣人／月数（人／月）

長期 短期 合計 長期 短期 合計

訓練部局（TD） 64 35 99 2,660 102 2,762

海洋水産調査部局（MFRD） 38 15 53 1,481 40 1,521

養殖部局（AQD） 30 16 46 1,194 32 1,226

海洋水産資源開発管理部局（MFRDMD） 7 30 37 288 46 334

合　計 139 96 235 5,623 220 5,843

注：短期専門家のデータは 1978年以降のもの

SEAFDECの活動内容は、水産技術の研究・開発とその普及にあります。JICA専門家をは

じめとするSEAFDECの研究者が開発した技術は、主に各加盟国から派遣されてきた政府職

員への研修を通じて各国に広がっていきます。これらの研修生は研修終了後、自国政府の

中堅技術者または各国の研修機関職員として活動していくことが期待されています。また、

一部の研修には政府職員だけでなく、民間人も参加しています。

国際協力事業団の報告書「水産開発に関する専門家活動報告：国際機関SEAFDEC」では、

1973年 3月～ 1983年 8月までの SEAFDECの専門家の活動には明確なカウンターパートの

地位が実態上存在しなかったと記しています。このような状況下で JICA専門家の技術が研

修生に移転されるまでの技術の流れは、

1） JICA専門家→研修生

2） JICA専門家→漁業従事者・民間企業

3） JICA専門家→カウンターパート（SEAFDEC職員）→研修生

の 3通りに分かれていました。漁業訓練等では専門家が研修生を指導するケースが主流で
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した。このケースでは、技術を習得した研修生は各国に帰国後、民間企業や漁業従事者に

習得した技術を普及します。一方、養殖や食品加工の分野では、漁業訓練に比べて JICA専

門家が直接漁業従事者や民間企業を指導するケースも多かったとしています。JICA専門家

にカウンターパートが配置されない状況は 1990年代も続いており、複数の専門家が各人の

活動を取りまとめた総合報告書の中で、「JICA専門家にカウンターパートは配置されてい

ません。JICA専門家は他の職員と同様、研究者の一員としての活動が求められた」と報告

しています。

一方、今回の調査ではSEAFDEC各部局の次長は、「専門家の業務はカウンターパートへ

の技術移転を目的とする」と説明しています。

SEAFDECに派遣される JICA専門家の指導分野は、東南アジア地域の漁業実態の変遷及

び各国政府の漁業政策の変化（補論2参照）、さらにはSEAFDEC自身の機構の充実につれて

変移してきました（表 2－ 2A～ 2－ 2D）。

例えば訓練部局（TD）では、TD設立当初は調査・訓練船の運行について、航海・通信・

漁労作業等に関する船長をはじめとする高級船舶職員はすべて JICA専門家でしたが、現在

では漁労長以外はすべてTDの職員が務めています。また、陸上での講師も、航海術、通信、

気象学、弱電・強電の一部、基礎科学などの分野についてはタイ国内の関連機関や大学等

からの招へい講師制度を設けてタイ人講師への移行を図っています。

フィリピン養殖部局（Aquaculture Department：AQD）においても、設立当初派遣されてい

たエビ及び魚類養殖技術の専門家は 1990 年代中ごろをもって派遣を終了していますが、

AQD職員の手により現在も各種魚介類の種苗生産は継続されています。

今回の評価調査においても、各部局とも JICA専門家からの技術移転は着実に成果をあげ

ていると専門家の実績を高く評価しています。しかし、各分野の最新技術は日本から習得

する以外に道はないと考えており、依然として JICA専門家からの技術指導に頼っている状

態です。その結果、各部局で取り扱う最新の課題に関しては JICA専門家の派遣を要請する

ことになります。

なお、シンガポール海洋水産調査部（Marine Fisheries Research Department：MFRD）に対し

ては 1999年度の品質保持の長期専門家を最後に、次長を除いて技術移転は短期専門家で対

応することとなりました。これに対してMFRDでは、短期専門家の人選が確定した時点か

ら次長を通じて連絡を取り合い、現地の事情や目的とする技術の内容の説明、必要な準備

を派遣前に十分済ませるようにし、短期専門家着任後、短期間で円滑な技術移転が可能と

なるような工夫をしています。
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表 2－ 2A　SEAFDEC協力実績（タイ）

68 69 70 71 72 73 74 75 76 77 78 79 80 81 82 83 84 85 86 87 88 89 90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 01 02
次　長

訓練部長

漁具・漁法研究室長

漁労講師

航海講師

機関講師

機械・機関講師

電気通信講師

訓練船船舶部長

訓練船機関長

訓練船１等航海士

訓練船漁労長

訓練船通信長

資源生物学

水産生物学

統　計

水産経済

水産政策

調整員

短期専門家

漁労技術 2 2 4 2 1 3 1 1 2

船舶機関 2 2 1 3 1 1 1 2 1 2 1 1 2

水産資源 1 4 4 1 2 1

水産経済 2 1 2 1

水産生物学 1 1

その他 1 1 1 1 1 1 1 1

研修生

水産一般 6 10 1 1 5 3 1 2 1 2 3 1 1 1

船舶機関 2 5 1 1 5 1 1 1

漁　労 2 8 7 9 10 1 5 1 2 1 1

水産資源 1 1 1

社会経済 1 1
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表 2－ 2B　SEAFDEC協力実績（シンガポール）

68 69 70 71 72 73 74 75 76 77 78 79 80 81 82 83 84 85 86 87 88 89 90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 01 02
次　長

海洋調査室長（水産環境学）

漁場開発室長

漁　具

資源研究室長

水　理

調査船船長

調査船漁労長

調査船機関長

調査船一等航海士

調査船通信長

水産加工

（練製品担当）水産加工

冷　凍

食品管理

品質管理

食品包装

水産物の品質保持

漁業管理（水産利用）

短期専門家

水産加工 4 2 1 2 1 1 1 1

品質管理 1 2 1 2 2 1

冷　凍 1 1 1 1

品質保存 1 1

その他 2 1 2 1 2 1 1

研修生

水産一般 1

水産加工 1 1 1 1 1 1 1 1 1

船舶機関

漁　労 2

拿捕事件
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表 2－ 2C　SEAFDEC協力実績（フィリピン）

68 69 70 71 72 73 74 75 76 77 78 79 80 81 82 83 84 85 86 87 88 89 90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 01 02
次　長

養　殖 調査部長

水産養 開発部長

養　殖 調査第二課長

水産養殖 開発第二課長

養　殖 開発第一課長

養　殖 調査第一課長

養　殖

業務調整

（海産）稚魚飼育

エビ養殖

エビ養殖／業務調整

養魚用人工飼料開発

魚類養殖

増殖資源造成

沿岸生態系の生産動態

粗放養殖種苗生産

魚　病

短期専門家

エビ養殖 1

魚類養殖

魚　病 1 1 1

魚類栄養学 1 1 1 1 1 1 1

種苗生産 1 1

海藻養殖 1 1 1

その他 6 4 2 1 1 2 3 2

研修生

水産一般 4 7 1 1 1 2 2 1

水産加工 1

船舶機関 4 3

漁　労 3 3 6 6 3

養　殖 2 2 3 3 2 1 2 2 1 1
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表 2－ 2D　SEAFDEC協力実績（マレイシア）

68 69 70 71 72 73 74 75 76 77 78 79 80 81 82 83 84 85 86 87 88 89 90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 01 02

次　長

水産資源生物学

水産資源の評価

短期専門家

魚類分類 1 2 2 2 3 2

水産資源 3 1 3 1 1 4

海洋学 1 1 1

研修生

水産一般 4 5 2 1

船舶機関 1 3

漁　労 3 4 5 7 3

水産資源 1
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② 次長ポストへの専門家派遣

SEAFDECの設立協定書に基づき、各部局の次長職にも JICA専門家が派遣されています。

同協定書では、次長は部局長と緊密な協議のうえ、部局の業務を行うこととされています。

また、部局長の不在時、部局長が職務を行うことができない間、あるいは欠員時には、次

長は部局長に代わってその職務を行うことになっています。本評価調査では、日本から

SEAFDEC各部局への資金の管理や JICA専門家の要請等も、次長が行う重要な業務である

との回答がありました。1969年以降、各部局に派遣された次長は27名、総派遣人／月数は

1,090人／月です（表 2－ 3）。

表 2－ 3　SEAFDEC次長派遣実績

部局名 派遣員数 総人／月数
訓練部局（TD） 8 374

海洋水産調査部局（MFRD） 9 343

養殖部局（AQD） 7 265

海洋水産資源開発管理部局（MFRDMD） 3 108

合　計 27 1,090

（2）研修生受入実績

SEAFDEC職員の日本での研修受入れは、1985年までは盛んに行われていましたが、その後

の受入数は極端に減少しています（表2－ 4）。この理由の 1つとして、研修員の選定を各部局

所在国政府が国ごとの全体枠のなかで行うシステムになっていたことが挙げられます。この

ため、SEAFDECが日本での研修を要請しても、部局所在国内の選考過程で他の優先順位の高

い機関に負けてしまうケースが多数あったようです。また近年は、JICAの予算の減少により

国際機関のカウンターパートに対する研修員受入枠自体が小さくなっていることも、理由の

1つでしょう。

このような状況ではありますが、各部局及び日本研修経験者とも、最先端の技術を学べる

日本での研修の効果を高く評価しています。また日本研修経験者からは、日本での研修の成

果として、技術力の向上以外に、日本の専門家・技術者とのネットワークの構築、日本の社

会・文化への理解ということも挙げられました。
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表 2－ 4　SEAFDEC関連研修生受入実績

76 77 78 79 80 81 82 83 84 85 86 87 88 89 90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 01 02

タ　イ 8 12 1 14 13 13 2 11 3 11 0 3 0 5 1 0 0 0 0 1 2 2 2 1 2 0 0

水産一般 6 10 1 1 5 3 1 2 1 2 3 1 1 1

船舶機関 2 5 1 1 5 1 1 1

漁　労 2 8 7 9 10 1 5 1 2 1 1

水産資源 1 1 1

社会経済 1 1

シンガポール 1 0 1 1 1 1 0 3 1 0 0 1 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0

水産一般 1

水産加工 1 1 1 1 1 1 1 1 1

船舶機関

漁　労 2

フィリピン 4 10 2 11 4 10 4 7 2 8 0 3 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0

水産一般 4 7 1 1 1 2 2 1

水産加工 1

船舶機関 4 3

漁　労 3 3 6 6 3

養　殖 2 2 3 3 2 1 2 2 1 1

マレイシア 4 5 0 4 6 5 0 7 0 6 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 0 0 0 0 0

水産一般 4 5 2 1

船舶機関 1 3

漁　労 3 4 5 7 3

水産資源 1

合　計 17 27 4 30 24 29 6 28 6 25 0 7 0 6 2 0 0 0 0 1 3 4 3 1 2 0 0
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（3）SEAFDECからみた JICA専門家及び次長の役割

JICA専門家は、SEAFDEC各部局からの要請に基づいて派遣されます。各専門家の指導分野

は、各部局がそれぞれのプログラム・プロジェクトの内容に基づいて検討・決定します。プ

ログラム・プロジェクトの要素が複数ある場合には、最も重要度の高い要素に合わせた専門

分野の専門家が要請されます。また、専門家の技術レベルもプロジェクトの内容によって検

討されます。

SEAFDECの JICA専門家への評価は一様に高く、専門家の技術レベルや業務実績には満足

しているとのことです。ただし、SEAFDEC職員に対するインタビューのなかでは、コミュニ

ケーション等の面で問題があった専門家も一部いたとの回答もありました。各部局の職員と

も、一般に長期専門家には基礎的な部分も含めた全般的な技術移転を、短期専門家には特別

な技術に関する技術移転を求めています。

一方、各部局とも次長の役割は日本からの予算の執行や専門家の要請等の管理職的な役割

が大きいことを認めていますが、同時に次長自身も各分野の専門技術をもち合わせた技術専

門家であることが望ましいとしています。

（4）過去の SEAFDEC評価とその対応

SEAFDECに対する評価調査は、過去に JICAによる評価（1983年実施）、SEAFDEC自身の自

己評価・活動レビュー（1987、1991年）及び外務省による委託評価（2000年）と合計4回行われ

ています。ただし、このうち 1991年の SEAFDEC自身による調査は、内容的に活動実績のレ

ビューにとどまっており、特に改善のための提言等はなされていません。

1983年及び 1987年の評価では各部局に対する提言がなされ、その後それぞれ提言を踏まえ

ての対応がとられました。今回の評価調査では、それらのうち一部の提言に対する対応結果

しか確認できませんでしたが、その範囲では、東南アジア域内の水産状況に合わせた対応が

なされていたと判断されます（表 2－ 5、2－ 6）。
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表 2－ 5　1983年 JICA評価での提言とその対応・結果

評価に基づく提案 提案に対する対応・結果
1） 専門家派遣（全部局に対して）

→ 専門家の派遣員数はピーク時から比べると減少し

ている。各部局に対する専門家派遣は、1983年時点の

レベルで継続することが望ましい

2）訓練部局

→ より一層精度の高い資源調査の実施と資源の特性、

状況に適した漁具・漁法の改良・普及

→ 漁船の動力化に対して、安全操業等の観点からの

幅広い訓練活動

3）養殖部局

→ エビ、ミルクフィッシュの種苗生産における親魚

の確保と産卵率の向上、初期生物餌料の探査及び大

量培養、孵化仔魚の歩留まり向上、に係る技術開発。

また民間業者が天然種苗を利用していることから、

採取漁法の改良や魚の取り扱い等の研究も必要

→ 従来の養殖方法より一層の効率を上げるための技

術改善と民間業者への普及

→ 零細漁民を対象とした資本投下の少ない新魚種開

発

4）調査部局

→ 今まで利用されていなかった雑魚・浮魚を用いた

冷凍スリミ技術の開発

→ 氷蔵による原料魚の品質保持に関する技術開発

→ 漁獲物取り扱いに係る技術移転

→ 1990年中旬までは 1983年のレベルで各部局に対す

る専門家派遣が行われたが、その後は徐々に減少し

ている

→ エビ、ミルクフィッシュの種苗生産や養殖技術は

向上したが、集約的養殖で魚病が発生して域内全域

で問題となった。現在ではSEAFDECの推奨するエビ

養殖は、収容密度を下げた粗放養殖に戻っている

→ 海藻養殖や離島におけるコミュニティーベースの

養殖等の振興が行われた
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また、2000年の評価調査は、外務省の委託事業としてタイのAndersen Consulting社が実施

したものです。この調査結果をみると、SEAFDECでは効率性向上及びコスト削減について努

力してきており、また域内プログラムの実施や「顔の見える援助」となるような努力も行われ

表 2－ 6　1986年 SEAFDEC自己レビューでの提言とその対応・結果

評価に基づく提案 提案に対する対応・結果
1） SEAFDEC全体に対する提言

→ 各加盟国に対するSEAFDEC各部局の国際機関とし

ての位置づけの明確化及びSEAFDEC理事会の方針に

部局運営の促進

→ 各加盟国の政府職員及び専門家のSEAFDEC部局で

の勤務の可能性の検討

→ 管理及び財務に係る各種規則及び各部局の規則の

画一化

→ 各部局とも民間セクターを対象とした研修・デモ

ンストレーションコースの設立

→ 19 8 7 年の SEAFDEC 設立 20 周年を記念した、

SEAFDECの歴史、活動と成果を取りまとめた出版物

の発刊

2） 訓練部局

→ 国別の異なるニーズに配慮した、より短期の研修

コースの設立

→ 通常研修コースの修了書に対する各加盟国の適切

な評価・認識の醸成

→ 実績に配慮した通常研修コースの継続

→ 各加盟国の適切な資源利用と域内水産資源の共同

開発のための水産資源調査の実施

3） 調査部局

→ 漁獲物取り扱い、加工及び包装に係る活動の多様

化

→ 各加盟国の水産加工品の品質向上のため、水産加

工品の開発・改善のための研修コースの一層の実施

→ マニュアルその他の教材を利用した各加盟国への

水産加工技術の普及の実施

4） 養殖部局

→ 各加盟国の重要魚種の養殖技術の開発

→ 研究プログラムの改善のため研究活動の合理化（域

内の最新養殖技術の検討等）

→ すべての魚種に関する養殖技術を迅速に域内に普

及するため、各加盟国が既に確立した養殖技術の養

殖部局への技術移転

→ 研究施設数及び職員数の削減による養殖部局の運

営改善（運営費の削減）

→ 2001年時点でもホスト国の多くはSEAFDEC部局は

自国の水産行政機関の下部組織との認識が強くみら

れた

→ 事務局に「地域漁業政策作業部会」が設立された以

外は、各部局にホスト国以外の職員は見られなかっ

た

→ 各部局とも民間対象の研修・デモンストレーショ

ンコースを実施している。特に訓練部局と資源開発

管理部局が共同で実施するインド洋マグロ漁業デモ

ンストレーションは各地で好評であった

→ 1984年に設置した短期訓練コースを増加

→ 通常研修コースは継続

→ 域内資源調査を実施（資源開発管理部局設立後は共

同調査を実施）

→ 当該分野の専門家が派遣され、各活動が行われた

→ 一部の加盟国が調査部局のマニュアルを自国語に

翻訳する等、普及活動が行われた

→ ハタ類やノコギリガザミ等の域内の重要養殖種の

技術開発を行った

→ 1986年に 624名いた職員を1989年には383名まで削

減し、試験場も 6分場中 3分場を廃止した
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ていると評価しています。そのうえで、Andersen Consulting社は以下の 4点を SEAFDECの今

後の課題としています。

① 域内課題・ニーズの認識：「持続可能な漁業」や「魚病対策」等、加盟国の協力を必要とす

る域内課題が一層重要な問題となってくる

② 漁業企業を向いた業務：SEAFDECのサービスはより一層漁業企業を含むように強化され

るべきである

③ 新加盟国の大きなニーズ：ヴィエトナムやミャンマー等の新加盟国は一層の技術支援を

必要としている

④ 予算問題：日本からの予算削減とアジア経済の不調を考慮し、SEAFDECは一層の予算の

正当性と透明性の確保に努めなければならない。また、可能であれば域外のドナーの確保

や効率的な組織運営の方法を探る必要もある

2－2 SEAFDECの活動実態と課題

（1）技術的評価の視点と基準

技術協力を行うにあたっては、問題解決や社会的要請に応えるために導入する技術が導入

対象組織や地域内に定着して融合するだけではなく、それらを応用して新たな技術を自ら創

出する力を生成できるような方法をとることが重要と考えます。そこで、技術面の評価では

主として、以下の諸点に着目しました。

① SEAFDEC設立時の東南アジア地域における課題と SEAFDECに対するの社会的要請

② 課題解決のための SEAFDECの基本理念と前提条件及び問題解決レベル

③ 目的実現、目標達成のために投入すべき技術の種類及びそれらの質と量

④ 必要技術の投入対象、投入範囲、投入方法及び普及方法

⑤ SEAFDECの業務計画、実施体制、推進方法

⑥ 投入技術の普及度、定着性、在来技術との融合性及び諸条件との親和性

⑦ 目的実現及び目標達成の度合いとその妥当性

⑧ 自己点検及び見直し方法

⑨ SEAFDECの国際機関としての自立発展性

これらについては、現地調査実施前に文書でSEAFDEC事務局を通じて各部局に照会すると

ともに、現時調査において関係者に直接会い、説明を求めました。

（2）設立目的及び基本理念

SEAFDECの設立目的については、東南アジア地域の食料事情改善のための漁業開発の促進

を目的として、漁業資源の合理的な開発と有効な利用を指向した漁労、漁船機関、水産加工、
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養殖技術、普及方法などに関する訓練や漁具、漁獲方法、漁業資源、資源評価、漁獲物保存、

養殖技術開発などに関する調査と研究を行うこと、という説明がありました。しかし、これ

らの目的と目標を設定する際に必要不可欠な、動機、外部条件、前提条件、問題点の抽出方

法等については明確な説明はありませんでした。また、目的実現と目標達成のための事業を

適正に行うためには基本理念が必要ですが、これらについても提供された資料からは判然と

しません。

（3）投入技術の質と量

社会的要請と抽出された課題を十分に分析しない状態で技術協力を行う場合に問題となる

のが、投入された技術の種類、質と量、投入対象、投入範囲及び投入方法が適切であったか

否かということです。SEAFDECに対して日本がこれまでに投入した技術の種類と量は、本章

「2－ 1　JICAの協力の概要」で示したとおりです。すなわち、これまでに JICAから派遣され

た専門家は、1年以上の長期専門家が4部局合計で 139名（訓練部局64名、海洋水産調査部局

38名、養殖部局30名、海洋水産資源開発管理部局7名）、1年未満の短期専門家は同じく合計

で 96名（訓練部局 35名、海洋水産調査部局 15名、養殖部局 16名、海洋水産資源開発管理部

局30名）です。長期専門家のなかには、各部局の次長として JICAから派遣された専門家も含

まれています。

技術の種類、すなわち派遣された専門家の専門分野は表 2－ 2A～ 2－ 2Dに示したとおり

多岐にわたっており、水産科学及び技術の多くを網羅しているということが分かります。こ

れらのなかで長期間にわたって継続的に専門家が派遣された分野を多い順にみると、漁業技

術研修のための大型実習船の運行にかかわる航海術、漁船エンジン、無線通信等の技術が

1970年代前半に大量に投入され、この分野だけで長期投入技術の実に 50％を占めています。

次に多いのが養殖関係で、1970年代後半に養殖一般技術が集中的に投入されており、これに

エビ、ミルクフィッシュ、ハタ等の特定種の養殖技術や飼料、魚介類種苗生産、魚病等を含

めると養殖関係の技術投入量は全体の約 25％になります。次に多いのが漁労（漁業生産シス

テム）で、SEAFDEC設立当初から1998年までの長期にわたっています。また漁具漁法技術は、

漁業関係のなかで占める割合は10％程度です。水産加工分野は全体では15％程度ですが、そ

の中ではスリミをはじめとした練製品関係技術が多く、その割合はこの分野の 50％にもなり

ます。漁業資源管理関係は、部局の設置が遅く新しい分野ですが、全体では 15％程度を占め

ています。

次に、技術投入の継続性を専門家の派遣期間から判断すると、漁業生産システム（漁労）、漁

船エンジン、水産加工、漁具漁法分野が長く、これらについては 15年から 25年の長期にわ

たって継続的に技術が投入されています。また、1年以下の短期派遣分野については、漁業資
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源管理関係が 36％を占めて最も多く、水産加工技術が 20％、養殖技術、漁船エンジン、漁業

生産システムがそれぞれ 12％となっています。これらのことから、漁業資源管理関係につい

ては、主に短期専門家により技術が移転されたといえます。

以上のように、JICA派遣の長期及び短期専門家により、SEAFDECを通して東南アジア地域

へ水産に関するほとんどの分野の技術が紹介されたことになります。

SEAFDECは、JICA派遣専門家を通じて技術を導入するほか、職員を日本へ派遣して JICAの

研修を受けることによって水産に関する技術を導入しています。1976年から 2000年までに合

計234名が JICA受入研修員として日本へ派遣されていますが、その大部分は1985年までに派

遣されています。それらの研修分野は、漁業生産システム（漁労）関係が最も多く全体の40％

を占め、水産一般が 32％、漁船エンジン関係が 12％、養殖関係は比較的少なく 9％です（表 2

－ 4）。このほか、漁業資源（4名）及び水産経営経済（3名）の分野の研修が行われています。こ

れらのことから、SEAFDECからの研修員たちは、日本での研修を通して、主に漁船を使った

漁業に必要な漁業生産システムと漁船エンジンに関する技術を習得したことになります。

以上、概観したように、JICAが派遣した専門家（長期及び短期）及び JICAが受け入れた研

修員を通して、水産に関する広範な技術が日本からSEAFDECへ、そしてSEAFDECを通して

主に加盟各国へ紹介・展示されたことになります。また、近年は、加盟国が主催する第三国

集団研修により、加盟国以外のアフリカ、大洋州等の国へも水産技術が紹介されています。

JICAの専門家派遣事業と研修員受入事業により、SEAFDECが数少ない水産に関する地域国

際機関として東南アジア地域に多種多様な水産技術を紹介したことはかつてない事業であり、

その努力は評価されるべきと考えます。

（4）運営体制

多くの組織と同様、SEAFDECでも事業目的達成のために適正な運営体制を確立する必要が

あります。特に、SEAFDECのように構成部局がそれぞれ異なる国に分散している場合には、

運営体制のいかんでその組織の活動に大きな影響を及ぼします。今回の評価調査では、運営

体制と活動状況を評価するために業務推進に必要な委員会活動に焦点を当てました。一般に、

委員会は、組織全体、各部局、各部局構成単位組織ごとの業務目標達成のための意見調整、問

題解決、意思決定を目的として設置される、組織の運営には欠かせないものであり、組織の

活性度判定の重要な要素のひとつです。本評価を行うに際して、SEAFDECの職員だけで構成

される内部委員会と外部の関係者と職員で構成される外部委員会とに分けて、各種委員会の

活動状況を事前に文書で問い合わせました。各部局からの回答から分かったことは次のとお

りです。

主として各部局の職員が SEAFDECの運営にかかわる事項について審議することを目的と
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して設置され、定期的にあるいは必要に応じて不定期に開催される各部局の内部委員会の数

は、事務局6（うち不定期開催1）、TDが 2（うち不定期開催1）、MFRDが 7（定期・不定期開催

不明）、AQDが 9（定期・不定期開催不明）、マレイシア海洋水産資源開発管理部局 （Marine

Fishery Resources Development and Management Department：MFRDMD）が 1（定期開催）です。こ

れらの内部委員会を大別すると、人事・施設管理関係委員会（2001年 2月に設置され、開催実

績のないMFRDを除く各部局）、活動計画関係委員会（MFRDMDを除く各部局）、活動評価関

係委員会（MFRD及びAQD）、予算関係委員会（MFRD及びAQD）、薬品・実験室管理関係委員

会（MFRD）、図書関係委員会（MFRD）、出版関係委員会（MFRD及びAQD）、情報処理関係委

員会（MFRD）、研究・研修関係委員会（AQD）。

委員会の開催回数については、人事・施設管理関係委員会は毎月 1回定期的に開催されて

いるようですが、その他は必要に応じて開催というものが多く、最も重要な事業計画に関す

る委員会についても、これまでに 2回しか開催していない部局（例えばTD）もあります。委員

会の設置年次については、SEAFDEC設立直後に設置されたものもありますが、実験設備管理

委員会（MFRD：2001年 2月設置、開催実績なし）やテキスト作成委員会（AQD：1999年設置）

のように早い段階から設置が必要な重要な委員会であるにもかかわらず、ごく最近に設置さ

れたものもあります。

外部の関係者を含めた外部委員会は、合計7委員会あります（事務局：4委員会うち不定期開

催、AQD：3委員会はすべて定期的開催）。主な外部委員会には、評議委員会（事務局：1967年

設置、年 1回開催）、事業委員会（事務局：1967年設置、年 1回開催）、業務進捗状況報告や評

価及び計画検討のための円卓会議（AQD：合計約 100回開催）、責任ある養殖のためのワーク

ショップ（AQD：1987年設置、3年に 1回開催）、技術管理委員会（AQD：1987年設置、年 1回

開催）等で、AQDには外部委員会が多数設置されており、外部の意見を取り入れる意欲のあ

ることが推察できます。TD、MFRD及びMFRDMDには外部委員会は設置されていません。さ

らに、部局間の業務調整のための委員会としては、定期的に開催される情報ネットワークに

関するもの（1995年設置：年1回開催）と不定期開催の政策策定フォーラム委員会（2000年 1月

開催）しかありません。

一般に、SEAFDECのような教育・訓練及び技術開発を行う機関の内部委員会としては、企

画、研修課程（カリキュラム）、予算、人事、将来計画、施設設備維持管理、自己点検評価、職

員研修、出版広報関係等に関するもの、特に企画立案、研修プログラム作成、共同利用施設

運営、施設保守点検関係の委員会が重要ですが、これらのうち多くの部局に設置されている

のは、人事と施設管理に関係する委員会だけです（2001 年 2 月に設置され開催実績のない

MFRDを除く）。これらの委員会は各部局で毎月 1回定期的に開催されているようですが、検

討事項の中に施設設備関係として最も重要な既存施設の維持及び保守に関する項目が入って
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いるのか、あるいは単に施設の新設だけを取り扱う委員会なのかは不明です。また、

SEAFDECの設置目的のひとつである各種の技術研修及び訓練にかかわる課程設定（プログラ

ム、カリキュラム）、各課程の研修訓練内容（シラバス）、教材作成等の訓練及び研修の具体的

内容の検討に必要な委員会も設置されていません。いうまでもなく、SEAFDECの業務目的に

沿った事業を行い、社会的貢献度を高めるためには、社会の要望及び意見の聴取が必要不可

欠です。また、関係機関との業務協力促進のためには外部の水産関係者との意見交換が必要

ですが、それらの場としての外部委員会の整備は十分ではありません。このほかにも、当然

設置されるべき委員会でまだ設置されていない委員会があり、委員会設置状況からも運営体

制がまだ十分に整備されていないことが分かります。

SEAFDECでは、運営にかかわる重要事項については、部局長あるいは次長という上層部の

判断に基づくいわゆるトップダウン方式で業務を行っているように見受けられます。しかし、

重要な事項は広く組織全体の関係者の意見を反映させることが重要なので、委員会方式によ

る意見交換、意思決定体制を確立する必要があります。また、今回の評価調査を通じ、

SEAFDEC職員の技術的自立意識が低いことが明らかになりましたが、東南アジア地域の水産

に関する問題解決に必要な技術を他に多くを依存することなく自力で創出するには、

SEAFDECの職員一人一人が目的意識を自覚するだけでなく、関係職員が一堂に会して専門的

意見を交換する必要があります。そのための重要な場の一つである関係委員会が設置されて

いないことが、自立性の涵養を遅らせている一因となっていると考えます。この例のように、

各種委員会の設置状況からも、SEAFDECの国際機関としての業務推進に必要な意思決定方式

と運営体制は不十分で、改善の余地があることが分かります。

評価調査の一環として、部局設置国の水産関係機関でSEAFDECに関する意見を聴きました

が、そのなかにはSEAFDECがどのような活動しているのか知らないという、情報不足を不満

とするものがかなりありました。これも広報に関する委員会活動に問題があることを裏付け

るものと思います。情報は、単に広報誌を事務的に配布するのではなく、専門委員会を設置

して伝えるべき情報の種類とその内容を検討する必要がありますが、これらに必要な委員会

も設置されていないのが現状のようです。

以上、委員会活動を分析しました。委員会活動への取り組みは部局によって異なっており、

AQDのように各種の専門委員会から研究セミナーに関する委員会まで比較的多くの委員会を

設置している部局もある一方で、委員会活動にあまり力を入れていない部局もあります。し

かし、設置委員会の種類やその数から判断して、SEAFDEC全体としては、委員会活動は決し

て活発とはいえない状況です。
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2－3 水産振興に対する貢献度と協力の整合性

技術協力の評価においては、事業目的を具現し、目標を達成するために投入すべき技術の種類

及びそれらの質と量、それらの技術を投入する対象、投入範囲、投入方法、投入した技術の普及

度、定着性、在来技術との融合性及び諸条件との親和性等々、の面から評価する必要があります

が、入手した資料を基に解析した結果は次のとおりです。

（1）必要技術の普及

SEAFDECでは、集団研修、ワークショップ、セミナー、関連学術学会での研究結果の発表、

各種報告書・ニュースレター・広報誌発行等の方法で普及活動を行っています。TDでは、漁

業に関する研修を 8分野に分けて行い、1970年から 2000年までに合計 3,672名を対象に漁業

技術と漁船エンジン（25年間）及び普及方法（21年間）に関する研修を実施しています。継続年

数が長く、参加人数が多い研修は、タイの水産関係学部の学生を対象としたもので、21年間

ほぼ毎年行っています。AQDでは、1974年から1999年までの26年間に合計80回、約 6,200名

を対象にワークショップとセミナーを開催しています。SEAFDECが開催するこれらのセミ

ナーやワークショップでは、JICAが派遣した専門家や日本で技術研修を受けた SEAFDEC職

員が講師となって加盟各国の水産関係者に水産技術を紹介しています。普及活動の第二段階

は、これらの研修で得た技術を加盟各国の水産関係者が自国にもち帰り、必要に応じて当該

国の水産関係者に紹介するということになります。このように、SEAFDECから紹介される技

術は、国によって異なる経路で、しかも多くの段階を経て加盟各国に伝達されるため、多種

多様な課題を抱える水産各分野のどの現場に必要な技術がどの程度到達したか、ということ

が問題となります。しかし、今回の調査では、どの地域に、どのような種類の技術がどのよ

うな方法で紹介され、どの程度活用され、問題の解決にどの程度役立ち定着したか、という

技術普及の地理的範囲、普及規模、普及対象（階層）という普及に関する基本的な事項につい

ての情報を得ることはできませんでした。

最近5年間の学会誌掲載論文数は、養殖関係では177編、漁業関係の研究は19編、食品加工

関係では 1995年から 2001年までの 7年間に 38編、資源管理環境関係では 1997年から 2000年

までの 4年間に 26編で、多くの研究結果が発表されています。これらの研究は、長期及び短

期専門家との共著によるものが多く、この面での JICAの協力は多大な成果をあげています。

研究活動はSEAFDECの業務のひとつであるため、研究成果を学術雑誌等を通して広く世に

紹介したという実績は高く評価できます。ただし、これらの研究が単なる研究にとどまらず、

SEAFDECが掲げる食料事情改善のための漁業開発や漁業資源の有効利用という目標達成につ

ながるものでなければなりません。研究結果を多数の関係漁業者が応用できるようにするこ

ともSEAFDECの任務のひとつであるべきですが、これらについてどのような活動を行ってい
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るのか、十分な情報を得ることはできませんでした。

（2）投入技術の妥当性

技術に関する事業を評価するには、問題解決及び社会的要請（Needs）に応えることを目的と

した技術としての妥当性を質的量的面から調べる必要があります。すなわち、投入された技

術の種類と内容及び技術水準、あるいは技術投入対象（階層）が適正であったか否か、投入し

た技術が在来技術と融合し、定着したか否か等の観点からの検討が必要です。これらの評価

には、SEAFDEC設立（構想及び立案）時点での東南アジア地域における水産にかかわる課題

と社会的要請、それらに基づくSEAFDECの基本理念を知る必要がありますので、現地調査に

先立って文書でSEAFDECに問い合わせましたが、関係部局からは本章 2－ 2の（2）で述べた

ような回答しかなく、現地でも明解な説明は得られませんでした。このことは、SEAFDECは

国際機関としての業務遂行の前提条件となる東南アジア地域の水産に関する課題と社会的要

請、解決するための施策対象、すなわち、目標達成に必要な技術を投入する対象（階層、範囲）、

必要な技術の種類と水準等を明確にしないまま活動を行っていたということを示すものでは

ないかと考えます。これらのことは、SEAFDECによって投入された技術が網羅的に多種にわ

たっているという投入技術分析結果にも現れていると考えます。

漁業の場合、解決すべき多くの課題を抱えているのは、沿岸域で手漕ぎの無動力船か船外

機付きの小型動力船で操業している零細漁業者です。フィリピンでは、距岸15km以内のごく

沿岸で 3t未満の小型船で漁業を営むか、船を持っていない漁業者が主体です。また、タイで

は、50t（長さ約 25m）以上の中型漁船が増加する傾向にはありますが、5万 4,538隻の漁船のう

ちの約 70％が船外機付きの小型船です。最近 SEAFDECに加盟したインドネシアでは、33万

4,202隻の漁船のうち約57％が無動力船です。ヴィエトナムでも無動力のカヌーが多く使用さ

れています。このように、東南アジア地域では、400～ 500馬力以上のエンジンを付けた 50t

以上の中型漁船もわずかながらありますが、主体は、小型船と小規模の漁具で行う零細漁業

です。このような実状を背景に、技術を投入する対象（階層、範囲）、必要な技術の種類と水

準等の面から評価すると、レーダーシミュレーター等の沖合漁業用の高額な実験実習装置の

設置や遠洋漁業用の大型実習船によるトロールやマグロ延縄などの大規模漁業を主体とした

実習、あるいは大型漁船による漁業に必要な漁業生産システムや漁船エンジン等の技術研修

は、その技術の種類、水準、社会的要請面から判断しても妥当性は低いといわざるを得ませ

ん。加盟国の漁業の課題をいかにして抽出し、それらをSEAFDECの活動の基本理念のなかに

どのような形で織り込み、目標をどのように設定したかは定かではありませんが、小型漁船

による沿岸での生産に従事する漁業者が大多数である加盟国の現状を考えると、現在の研修

目標の設定、研修技術の種類、研修課程（カリキュラム）等には大きな問題があると考えます。
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養殖分野についても同様の問題があります。水温などの変化が少なく安定した環境の東南

アジア海域は、生物の多様性が高く、魚介類をはじめとする海洋生物の種類が豊富です。こ

のような特徴を有する海域では、養殖対象種の選定には注意を要します。養殖の実態として、

全漁業生産量の34％を養殖魚が占めるフィリピンでは、養殖魚の75％がミルクフィッシュで

すが、タイでは養殖の 74％がウシエビです。またインドネシアでは、コイ類、サバヒー、紅

藻類、ティラピアが主体です。SEAFDECの AQDでは、ウシエビ、ミルクフィッシュ、アカ

メ、ハタ等のほか、観賞用のタツノオトシゴ、ハタタテダイ、ナンヨウハギに関する技術を

投入しています。これまでに移転された技術は、地域及び国によって異なる特定種を対象と

した技術が主体で、加盟各国あるいは地域に共通する基本的な養殖技術の普及活動がどの程

度行われたのかは不明です。

水産加工分野でも、導入された技術の妥当性の面で同様の問題があります。この分野では、

既に説明したように、冷凍技術、品質生産管理（HACCP等）、製品包装に至る 7、8種類の関

連技術が導入されていますが、長期間にわたって継続的に投入されたものは、未利用魚の有

効利用を目的としたスリミ及び練り製品に関する技術です。無加工の鮮魚を食べる人々が多

い東南アジア地域（鮮魚消費率：フィリピン 90％、インドネシア 46％、タイ 20％）において、

設備投資に高額を要するこの種の技術がどれだけ役に立つかという点で疑問があります。

以上の例にみるように、技術を投入する対象（階層、範囲）、必要な技術の種類と水準につ

いては、解決すべき課題と社会的要請の分析が不十分なため、国際機関としての基本理念に

基づく業務目標が適正に設定されなかったのではないかとの疑念を感じます。本評価調査で

は、移転された技術がその活用対象地域に以前からある在来技術とどの程度融合し、社会経

済的諸条件にどの程度適合したかという、融合性、親和性、定着性の評価に必要な資料を入

手することはできませんでした。

（3）技術的自立性

今回の評価調査では、各部局において日本で技術研修を受けた職員を対象に国際機関職員

としての日本に対する技術的期待及び依存度について直接意見を聴きました。その結果、

SEAFDEC設立後 30有余年を経過する現在も、彼らの日本の水産技術及び日本人専門家に対

する依存心は非常に強く、国際機関として必要な技術を自ら創造、開発し、技術的に自立す

る方針と計画についての明確な説明はありませんでした。

各部局には、学位を取得するなど高度の学識と技術を有する職員もいますが、それらの人

材を活用する計画もなく、関係委員会を設置するなどの技術的自立に必要な体制も十分に整

備されていませんでした。SEAFDECが東南アジア地域の水産振興のために真に貢献するため

には、加盟国ごとに異なる水産の諸条件に対する親和性の高い独自の技術を開発する必要が
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ありますが、そのような社会的要請や期待に応えるための技術的自立意識はあまり高くない

ようでした。また、各部局とも職員の国際機関職員としての自覚と目的意識が低いため、加

盟国全体の水産振興ではなく、自国の利益のみを考慮した業務姿勢になってしまうことが懸

念されます。

（4）JICAによる協力との整合性

JICAは、東南アジアの水産分野にの振興のためにこれまでに多くの専門家を派遣していま

す。SEAFDECの主要な技術的業務を行う専門家はすべて JICAから派遣されており、その数

は既に述べたとおりですが、SEAFDECへの専門家派遣以外にも、他の水産関係機関への個別

専門家、プロジェクト方式技術協力の専門家、関係国が主催する第三国集団研修における研

修講師などを派遣しています。JICAはこのほか、シニア海外ボランティアや青年海外協力隊

などでも人材を派遣しており、様々な援助形態で東南アジア地域の水産分野への協力を行っ

ています。東南アジア地域の水産分野については、国際機関であるSEAFDECを通しての協力

とその他の二国間ベースでの協力方式によるものを含めると、二重三重の協力を行っている

ということになります。しかし、これらのことを協力の平準性という視点で評価すると、JICA

による協力が特定の地域や国に偏っているという点で問題があると考えます。

SEAFDECに対する専門家の派遣実績は、上述のとおりその技術分野は多岐にわたっていま

す。SEAFDECの各部局には部局長とともに次長が配置されていますが、これらの次長は、

SEAFDECの設立協定に基づいて日本政府が派遣することになっているため、JICA専門家と

して各部局へ派遣されています。次長ポストは部局の数と同じですが、タイにある事務局と

TDの次長は兼任となっているため、派遣される次長は合計4名です。これらの次長の職務は、

部局長の職務の補佐的なもので、各部局の業務の企画及び各部局との連絡・調整が主で、日

本の研究機関でいえば「企画連絡」担当ということになります。次長の職務は、各部局の活動

を実質的に統括する非常に重要なものであり、過去に派遣された次長の活動はSEAFDEC側に

高く評価されています。これらの次長職には、主に農林水産省水産庁の職員（現職及び退職

者）が JICA専門家として派遣されています。過去に次長として SEAFDECに派遣された人た

ちの派遣前の日本での主たる業務は、もっぱら行政にかかわるものと水産にかかわる専門技

術的な仕事とに分けることができます。日本で、もっぱら行政にかかわる業務に従事してい

た次長は管理職的業務面でSEAFDECに貢献していますが、必然的にその業務は、技術専門家

による「技術目的達成型」ではなく「役務提供型」になります。「役務提供型」の協力もその意義

は決して小さくはありませんが、次長職の仕事には技術にかかわるものも多いので、技術専

門家が次長職を担当する方がより効果的と考えます。
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第 3 章　SEAFDECに対する今後の JICAの協力のあり方

3－1 SEAFDECに期待される活動

（1）在来技術との融合性と親和性の高い技術の導入

地域が必要とする技術は、地域の様々な条件に対する親和性が高く、在来技術との融合性

に優れた技術です。このような技術こそが地域に容易に受け入れられ、定着し、長期間持続

的に使用されるものと考えます。このような技術を創出するには、国際機関としての業務遂

行の前提条件となる、地域の最大多数の水産各分野の従事者が求める水産に関する解決すべ

き課題と社会的要請、技術の種類と水準等を明確にすることが重要です。

漁業の場合、多くの課題を抱えるのは、沿岸域で手漕ぎの無動力船か船外機等の小型動力

船で操業する零細漁業者です。課題を抱える主体が小型船と小規模の漁具を使った零細漁業

という実態をよく認識したうえで、技術を投入する対象（階層、範囲）、必要な技術の種類と

水準等を決める必要があります。

養殖分野についても、既に述べたように地域によって養殖対象種が異なるため、投入する

技術としては、地域及び加盟国全体の養殖に共通する、例えば、対象種選定、親魚育成（天然

魚、養成魚）、種苗生産（粗放的・集約的生産）、飼料（天然・培養飼料）、生産施設（素掘池、

築堤池、囲い網、干潟、プール）、生産管理（水源確保、水質・環境制御）、種苗輸送（止水・

循環式）、魚病（診断、治療、予防）、養殖経営（生産コスト計算方法）等の養殖に関する基礎

技術が適当であると考えます。

水産加工分野では、漁獲直後の漁獲物保存技術が十分でないことによる腐敗のため、例え

ばフィリピンでは、総漁獲量の 25％に相当する魚が捨てられており、高温な東南アジア地域

ではこのような投棄魚を減らすための技術が必要とされます。

さらに、水産資源及び資源環境分野では、水産資源生物やそれらの生息域である海洋のよ

うに活動の対象が広域で多国にまたがるため、国際機関としての調整機能を活用する必要が

あります。したがって、部局間はもとより地域諸国の連携を強化し、増強するような方法で

業務を行うことが SEAFDECに期待されます。

（2）協力技法の開発と普及

技術協力においては、在来技術との融合性に優れ、諸条件との親和性の高い技術の開発や、

開発された技術の定着率及び持続性の向上を図るための協力技法の創出が必要です。

SEAFDECにおいても、技術提供者である JICA専門家と技術を受容するSEAFDECがそれぞれ

の所有する技術を融合させ、定着させるための技法の研究・開発に努めることが必要です。
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（3）技術供給源の多様化と技術的自立の促進

SEAFDECの業務目標の達成に必要な技術は、原則として、外部依存方式ではなくSEAFDEC

が独力で開発することが望ましく、早急に技術的自立のための体制を整備する必要がありま

す。また、必要な技術を外部から導入する場合でも、従来のように特定の国に依存するので

はなく、東南アジア地域をはじめとする広く諸外国の関連技術も利用するなどの方法で必要

技術の多元化及び技術供給源の多様化を図るとともに、東南アジア地域内の在来技術を活用

することによって、技術的な自立を推進する必要があります。このことが技術の融合性と定

着率を高めることにもなります。

（4）各種活動の効果の測定

SEAFDECは設立以来、各部局で多様な研修を実施しており、その参加者数も相当の数にの

ぼっています。しかし、今回の評価調査では、それらの参加者が自国に帰国後、どのような

活動に従事してSEAFDECでの研修の成果をどのように生かしているか、それが分かる資料の

入手を含め、十分に確認することはできませんでした。しかし今後は、活動実績のみならず、

その効果についても情報の提供が求められるようになると推測されます。SEAFDECの意義や

貢献を明確にするためにも、SEAFDECが実施する各種の活動の効果を常時測定し、評価する、

そのシステムを早急に構築する必要があります。

3－2 JICAの協力のあり方

評価調査におけるインタビューのなかで、JICAが今後の SEAFDECへの協力について削減、撤

退を含む他方面から再検討していることについてどう思うかと尋ねたところ、何人かの関係者が

「日本から援助を受けられるのなら出所は JICAでなくても構わない」という趣旨の発言をしまし

た。「日本のODAが削減され、JICAの専門家派遣が少なくなるのなら、JICA以外の日本の組織が

協力してくれればよい。派遣元が JICAであれ水産庁であれ、日本が資金と人材を提供してくれる

のなら SEAFDECとしてはどこからでも構わない。SEAFDECへの協力をどこが担当するかは日本

国内の問題である」という声も各地で何回か聴きました。

今回の評価調査中にもう一つ気になったことは、SEAFDEC関係者のなかに、SEAFDECに対す

る日本の協力はすべて JICAの方針どおりに決定されていると解釈している人が多かったことで

す。しかし、今後のSEAFDECに対する JICAの協力のあり方を考える際に、日本政府全体の協力

のあり方とは JICAのそれとは区別して考えないといけません。

日本政府の方針と JICAの方針を混同する考え方は、これまでたまたま JICAが窓口となって長

期にわたる協力を続けていたため、JICAが SEAFDECへの協力の窓口となる日本の政府機関であ

るという固定観念をSEAFDEC側が有したことによって発生したものでしょう。経済協力は日本国
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内の総合的外交・経済政策の視点から実行に移されるものであり、その実施機関は JICAであって

も総合政策の決定は国家が行っていることを相手国の関係者に周知徹底しないと、今後の JICAの

協力のあり方にも誤解を生じる危険があります。日本政府の協力へのSEAFDECの要望のなかから

技術協力の実施機関である JICA に関係が大きいと思われるものをいくつか拾い出してみると、

「日本には研究活動に対する一層の支援を望む。これまでに育成された養殖部局（AQD）の人材で

は、JICA専門家の代替にならない」（AQD）、「訓練部局（TD）の職員は、JICA専門家の代わりとな

る自信をもっていない。TDの職員はまだ、教材やレポートも単独ではできないレベルである」（タ

イ水産局）、「日本の技術の方が優れているので、自国の大学教員らを JICA 専門家の代わりに

SEAFDECに送ることは難しい」（タイ・カセサート大学）、「JICAには SEAFDECへの協力を継続し

てほしい。日本の漁業技術やノウハウは全加盟国の利益になっている」（タイ F i s h  m a r k e t

Organization）、「資源管理に関しては加盟国内のレベルに差がある。数年後には各国のレベル差が

縮小するものと思うが、それまでは日本の援助が必要である」（マレイシア水産局）、「海洋水産資

源開発管理部局（MFRDMD）はまだ若い組織であるため、JICA　から長期専門家の継続的な派遣が

なければやっていけない」（MFRDMD）、「技術は日進月歩であるため、漁業先進国である日本の技

術は常に改良されている。日本には今後も継続して技術支援をしてほしい」（シンガポール農畜産

食品局）といったものがあります。

SEAFDECに対する JICAの協力のあり方を具体的にレビューするとき、2つの重大な課題が浮か

び上がってきます。その 1つは、本来二国間の技術協力実施機関である JICAが特例として行って

きた国際機関であるSEAFDECへの協力を、これ以上継続する必要があるのか、ということです。

もう 1つは、同じ機関に 30年以上にわたって技術協力が続けられていることの是非の問題です。

まず、国際機関に対する JICAの協力についてですが、これを肯定する意見として「開発途上国

における技術協力実施を目的とする国際機関であるSEAFDECに JICAが技術協力のための専門家

を派遣することは、JICAの本来業務に抵触しない」というものがあります。しかし、財政当局の

認可を受けてまで JICAにこの業務を負わせた SEAFDEC設立時の事情を勘案しなければなりませ

ん。つまり、冷戦たけなわというSEAFDEC設立当時、日本は東南アジア地域の安定への寄与のた

めにどうしてもSEAFDECに協力をしなければならないという政治的背景がありました（詳細につ

いては補論 2 の 2. で説明）。SEAFDEC 設立当時とは国際情勢が大きく変わった現在、JICA が

SEAFDECに協力を続ける理由は見当たりません。まして、日本政府の厳しい財政状況のなか、

ODAを削減、縮小の方向で見直さなければならないこの時期、特例としてまで JICAが SEAFDEC

に従来どおりの規模で協力を続けることは、ODAの効率向上という視点からも疑問があります。

また、国際機関である SEAFDECに対しては、日本政府は拠出金（マルチ）として、運営費、事

業費等に毎年 2億円強の資金を捻出しており、これに JICAが毎年、専門家派遣費、携行機材費等

（バイ）として約 2億円を上乗せするという形態は、援助の重複ともいうことができ、整理・調整
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が望まれる分野でもあります。

次に技術協力実施機関としての JICAの SEAFDECへの協力のあり方を考えてみます。

前述の各国水産関係者の JICAへの支援継続要望などには、「今までもやって貰っていたのだし、

今後もやって貰えるものはやって貰う」という、いささか不純な動機も感じられます。TD、AQD

及びMFRDに対して JICAが協力を続けて既に 30年以上経ち、4部局の累計では、長期専門家 139

名、短期専門家 96名（1978年以降）も派遣しているというのに、まだ技術的に独り立ちできず、日

本に技術協力を望むのはおかしいのではないか、という疑問は、誰もがもつものと思います。

SEAFDECが日本に頼ろうとする姿勢が強い一因をうかがわせるものとして、「SEAFDEC設立当

時、ASEAN内には「ASEAN水産開発センター」設立構想があったのに日本が SEAFDEC設立を進

めたのだから、日本はSEAFDECの運営にずっと責任をもつべきだ」という過去のいきさつをもち

出す部局（AQD）もありました。

JICAの SEAFDECに対する今後の技術協力は、SEAFDEC全体に 1日も早い自立を促すことを前

提にすることが絶対条件ですが、水産資源開発調査、資源保護、環境対策、流通経路の開発・整

備など、現時点では明らかに SEAFDECの自立が困難と思われる分野においては、JICAによる専

門家の派遣が必要と思われます。

派遣する専門家を長期専門家にするか短期専門家にするかという問題については、SEAFDECに

派遣されている複数の JICA専門家から「魚病対策や責任ある漁業に係る行動規範の策定などの作

業には時間がかかること、また技術指導を効果的に行うには専門家とSEAFDEC職員との人間関係

の構築も重要な要素であることなどの観点から、長期専門家にすべきだ」という指摘がありまし

た。これに対して、現地のSEAFDEC関係者の間では「短期専門家は長期専門家に比べ、特定のプ

ログラムに焦点を絞ってくるので、短期専門家の方が効率は良いと思う」（MFRDMD）など、むし

ろ短期専門家を歓迎する意見もあり、自分たちが求める技術を教えてくれる専門家なら長期、短

期を問わないという感じを強く受けました。

長期専門家として派遣されている各部局の次長職については後述しますが、ODA予算の削減か

ら二国間ベースの長期専門家の新規採択数が大幅に（約 4 割）削減されている事実、そして

SEAFDECの“早期卒業”を促すなどの観点から、長期専門家はどうしても必要なポストだけをそ

の業務内容に最低限必要な期限で派遣することとし、今後 JICAの SEAFDECに対する協力は、短

期専門家の派遣を柱として、SEAFDEC側が求める最新知識を必要とする重点分野に、その都度的

確な人材を広くリクルートして派遣することが望ましいと考えます。

次は、水産庁から JICAの長期専門家として各部局に派遣されている次長の問題についてです。

SEAFDEC各部局の次長を日本から派遣することの拠り所は、「SEAFDECを設立する協定」（1967年

発効）に「部局次長は、日本政府の勧告に基づき、理事会により任命される（第10条）」とあること

にあります。しかし、各部局の次長ポストのあり方には、種々の問題があると思います。
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今回の評価調査では、各部局で次長の役割などについても聴きました。その結果は、「管理職、

部局長の代理業務、日本からの援助資金の管理、日本人専門家の調整役」（AQD）、「次長のことは

アドバイザーではなく専門家として見ているが、現在の職務はどちらかというと役務提供型の調

整業務であり、マネージメントを行う人間を専門家として派遣することの是非には議論がある」

（タイ JICA事務所）、「次長は管理部門の人間であると考えている」（TD）、「次長は実質的な責任者

であると思っている。次長を通じて日本からの予算や専門家が送られてくる」（タイFMO）、「部局

長のアドバイザーであるが、次長に求めるものがマネージメントだけならその役割は小さい。専

門家としての役割の方が重要である。MFRDMDにおける次長は調整員的役割である」（マレイシア

水産局）、「JICA専門家は技術アドバイザーとして派遣されている。いわゆるライン職としては派

遣すべきでない」（マレイシア JICA事務所）、「次長は専門性をもった人間が望ましいが、AQDの

ように組織が大きいところは行政職も必要だ」（MFRDMD）、「次長からはプロジェクトの選定等に

ついて日本側の意向を教えてもらうなどのアドバイスを受けている。次長は日本の情報を得やす

いため、短期専門家のリクルートなどに重宝している」（MFRDMD）、「MFRDの次長の仕事は専門

性に係る業務が 75％、管理関係は25％である。また日本の情報も知っているので、MFRDの戦略

を策定するうえでも重要な役割を果たしている」（MFRD）、「これまで派遣された次長の交渉能力

には限界があり、政策的な議論ができるレベルでない人が多かった」（シンガポール JICA事務所）

などというものでした。

インタビューした関係機関によって多少の外交的発言もあったと思いますが、次長の仕事は、

一部に技術的な仕事も含まれているもののマネージメントが大半を占めていることは推察できま

した。つまり、役務提供型の専門家です。日本から次長を派遣する必要性の一つとされている政

策立案や政策決定などの分野においては、ほとんど深いかかわりをもっていないことが今回の調

査でおぼろげながら見えました。いい換えれば、日本人の次長を派遣する意義の一つとして、次

長を通じてASEANの漁業政策に日本の政策を反映させるという目的は、残念ながらあまり達成さ

れていません。この地域における水産政策の決定において日本が影響力を発揮しているのは

ASEAN農業水産大臣会議、またはSEAFDEC理事会の場においてであり、各部局の次長の影響力

によるものではありません。

付け加えるならば、この次長 4ポストにはほぼ絶え間なく日本の水産庁の職員が JICA専門家と

して派遣され続けており、いわばポスト化しています。専門家の選定は、適材適所が大原則であ

ることはいうまでもありません。日本国内で省庁のポスト化した専門家派遣のあり方がマスコミ

等で問題とされている現在、SEAFDECの次長ポストをこのままの形のまま継続することは、国内

世論の批判の対象となるおそれもあるでしょう。SEAFDEC各部局の次長職の仕事がこれまでのよ

うな役務提供主体であり続けるのならば、設立協定に従って、日本政府の勧告により、優秀な現

地スタッフを次長に選考して順次職務を引き継ぎ、日本人次長は撤退の方向に進むことが望まし
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いと考えます。次長を日本人から現地人に移行することについて、協定改正の必要もないと思い

ます。

SEAFDECの円滑な活動推進と日本の影響力の維持にどうしても各部局に次長を置いておく必要

があるのであれば、水産分野の責任機関である水産庁が、自らがもつODA関連予算を活用して給

与などを支払い、J I C A 専門家の枠外で独自に次長を派遣することも一案でしょう。今回、

SEAFDEC及び部局所在国の関係者からの指摘もあったように、日本のどこの機関から日本人専門

家を派遣するかは日本国内の省庁間の縦割りの問題であり、要は、今後日本がASEAN諸国及びこ

の地域の水産問題にどのようにかかわっていくか、日本政府全体で決める問題です。水産庁が日

本の水産行政、東南アジアへの外交政策全般からみて、4名の次長派遣が欠かせないとするのであ

れば、JICA専門家にとらわれず水産庁からの独自の派遣も考えなければならないでしょう。しか

し、今回調査した限りでは、水産庁が独自にでも各部局に役務提供型次長を配置する必要性はあ

まり感じられませんでした。

前述したように、JICAにおける専門家の採択人数の激減に伴って派遣人数枠も減少することに

なり、長期、短期を問わず、専門家の派遣にあたっては専門家に求められる業務活動内容のこれ

まで以上の精査が必要です。特に2001年度、国際機関への専門家の採択件数は、長期が前年度に

比べ 2名増（当年度がちょうど多くの専門家の交替の時期にあたっているため若干増）、短期は 7

名減という実情にかんがみれば、技術移転という本来の JICA業務から離れる役務提供型専門家を

派遣し続けることは、本当に必要とされる他の分野の専門家の派遣枠を圧迫する危険性が高くな

ります。以上のような理由から、次長として派遣されている長期専門家については、今後の派遣

に再考を望みたいと考えます。

しかし、日本のSEAFDECへの協力には、技術協力の視点からだけではすべてを解決できない政

治的事情もあります。その最大のものは、SEAFDECを通じて東南アジア地域への日本の影響力の

維持、さらに、世界の海洋資源、環境保全などを巡る国際的な論争の場で日本の理解者を獲得す

るという課題です。

まず、現状において日本はSEAFDECを通じて東南アジア地域、あるいは国際社会に影響力を有

しているのかという点を調査してみました。特にフィリピンをはじめとして、国際機関の場で日

本寄りの立場をとっているということでもなく、SEAFDEC加盟国すべてが国際社会における日本

の絶対的理解者ではないという印象です。

しかし同時に、「加盟する 9か国すべてがSEAFDECを通じて日本から便宜を受けており、日本

の存在は認識されている」（MFRDMD）、「小型マグロ等の委員会でのASEAN諸国の考え方は、オー

ストラリアやニュージーランドよりも日本に近いように思う」（マレイシア JICA専門家）、「ウミガ

メの研究・保護などのプログラムは理事会において日本の提案により決定したものであり、

SEAFDECへの日本の影響力は認められる」（MFRDMD）など、日本がSEAFDECを通して一定の影
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響力は保持していることを確認することができました。

30年以上にわたって多大の支援を続けてきた SEAFDECに日本が影響力を保持することは、国

益の観点からも極めて重要です。

「日本の援助がなくなった場合、SEAFDECは他の国際機関やオーストラリア、カナダとの協力

を考えることになるであろう」（AQD、MFRD）という声もありました。これは単なるアイデアであ

り、現実的にそのようなことが不可能であっても「日本が手を引いたら各部局所在国は十分な予算

措置ができなくなり、部局の運営が難しくなるところも発生するだろう」（MFRDMD）という事態

も想定されます。これまでの日本の協力を無駄にしないためにも、そのような事態は絶対に避け

なければなりません。

また、今後SEAFDECが真に国際機関として機能し始めた場合には、ASEAN9か国が加盟する地

域国際機関を通しての一括協力は、ODAの効率化という点からも、そして水産資源に対する視点

を共有しやすいASEAN諸国と SEAFDECを通した協力は継続すべきであるという点からも、強く

推薦します。援助卒業国であるシンガポール、卒業が近いマレイシアへの協力に難色を示す意見

も一部にありますが、「SEAFDECの活動は加盟国全体にかかわるのだから、シンガポール 1か国

という単位で援助をカットするのはおかしい」（MFRD）という主張にも一理あり、SEAFDECにお

ける卒業国の問題は特に問題視する必要はないと考えます。

しかし、日本の国内外の諸般の事情の変化にかんがみて、政策の転換は避けられません。

国益の維持、ODAの見直しという 2つの視点から考えられる解決策は 2つです。

1つは、日本政府が日本の水産行政全般からみてどうしても 4つの部局の日本人次長が必要と判

断するのであれば、JICAの専門家枠を侵さないようにするため、水産庁が自らの予算内で独自に

役務提供型の次長を派遣することです。

そしてもう 1つは、SEAFDECの機構改革を含めた協力の見直しです。詳細は補論 2で述べます

が、現在のSEAFDECは国際機関としての態をなしていません。開発された技術の共有、ヴィエト

ナムやカンボディアなど、新たな加盟国の意見を吸い上げる必要性などからも、SEAFDECの国際

機関化は急務です。

国際機関としての機能の強化策として、まずタイのバンコクにある事務局機能を強化すること

を提案します。事務局機能の強化については、現地調査中、反対意見も聞きました。反対の声に

は「SEAFDECでは各部局が独自に活動している。各部局が本部のようなものであり、バンコクの

事務局を本部とは思っておらず、指示にも従わない」というものもありました。しかし、事務局は

既に日本に派遣する研修員の一括調整業務などを実施しており、加盟国の意識改善次第では事務

局機能の強化は決して不可能なことではありません。各部局がばらばらに運営されているという

現実がSEAFDECの国際化を妨げており、こうした状態を改善しない限り、SEAFDECは永久に国

際機関となり得ないでしょう。
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日本にとって最もふさわしい協力のあり方としては、事務局機能を強化、日本からの資金の管

理や専門家の人選などを行うマネージメント主体の日本人次長を事務局に派遣し（給与も日本が負

担）、この次長が同時にASEAN諸国の水産政策など日本の意向を反映させる政治的役割を担いま

す。この次長とは別に最新技術に精通した技術次長を事務局に派遣し、各部局に派遣されている

日本人専門家や第三国専門家らと密接な連絡を取り合いながら、SEAFDEC全体の技術部門を総括

することが望ましいと考えます。2人の次長の予算的な手当としては、JICAと水産庁の話し合い

により、どちらかから派遣すればよいでしょう。その際、政治的戦略性が求められるマネージメ

ント部門の次長は水産庁の経済協力関係予算から派遣し、高度な技術的バックボーンが求められ

る技術次長は JICAが長期専門家として派遣するのが妥当です。

これに伴い、これまで JICA専門家が派遣されていた各部局の次長には現地の優秀な人材を登用

し、日本人次長は撤退することによって、SEAFDECに派遣される JICAの長期専門家を 3名削減

することが可能となり、この 3つの長期専門家枠を別の更に重要な職務が期待されている案件に

回すことができます。

最後に今後の研修のあり方について簡単に触れたいと思います。

日本で研修を受けたSEAFDEC職員たちのほとんどが、日本における研修期間の短さを嘆いてい

ましたが、滞在中の成果についてはおおむね成功だったと答えています。日本国内で問題になっ

ているSEAFDECが行う研修と JICAが行う第三国研修の違いについては、「SEAFDECは恒常的な

機関であり、かつ研修機能を有しているので、JICAの第三国研修よりも効率的な活動ができる」

という意見があったのに対し、「JICAが実施する第三国研修は、JICAが既に実施した技術協力を

通じて育成した途上国の人材を活用して実施するものであり、JICAの技術協力の成果を研修実施

国を通じて周辺国に移転させるところに意義がある。JICAが SEAFDECを通じて第三国研修を行

うのは本来の意義に反する」という反論も聴かれました。この問題は、SEAFDECを通して研修す

ることによる経費の効率性の問題と、日本の顔が見えるという援助の政治的効率性の問題を内蔵

しているため、即断はできませんが、今後は研修の科目・内容によって、SEAFDECが独自に実施

するか JICAに依頼するかを判断されることが望ましいと思います。

研修に関して今回の調査で聴いたことで問題と感じたのは、SEAFDECと JICAの研修の重複の

危険性です。「タイの第三国研修（淡水養殖）の計画時に、SEAFDECの研修活動との重複が懸念さ

れたことがあった」（タイ JICA事務所）、「タイ政府から沿岸養殖の第三国研修の要請があがってき

たが、AQD の活動と重複するので却下した」（同）などです。こうした問題の解決には JICA と

SEAFDECの間で綿密な連絡が不可欠であり、今後すぐにも改善すべき点であると考えます。
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第 4章　結論と提言

4－1 SEAFDECの実情に対する見解と提言

（1）総合見解

① 過去 30年余に及ぶ SEAFDECの活動は、東南アジア地域の水産業の底上げに貢献したと

認められます。

② 1998年の新戦略決議後、改善の跡は見られますが、SEAFDECはまだ地域国際機関として

の機能は備えておらず、各部局はその所在国の政府に所属する水産研究機関という様相が

強く、4部局間の連携や協力体制にも問題があります。

③ 各部局は技術的にも資金的にも日本への依存度が高く、自立への意欲に欠けます。

④ 養殖部門の一部を除き、地域の漁業技術の発展への貢献度は大きくありません。

（2）提　言

① 技術の進歩や加盟国の増加など、時代の変化に対応した機能強化のため、国際機関とし

ての機能を早急に整備しなければなりません。特に、各種の内部及び外部委員会は、国際

機関としての情報伝達、意見調整、意思決定の場としてだけではなく、地域の在来技術と

外来技術を融合させて地域の課題解決に必要な新しい技術を創造するための意見交換、参

加意識高揚の場としても、また各部局の運営体制、技術的自立性、国際性を強化するため

にも必要不可欠のものであるので、各部局において、早急に整備する必要があります。

② 国際機関としての機能強化策として、バンコクの事務局の機能を強化するために、事務

局が管理、技術両部門において 4部局を統括する体制を確立する必要があります。そのた

めには、事務局の人員を加盟各国から派遣して増員し、4部局及び加盟各国の水産関係諸機

関との連絡を密にする必要があります。

③ 各部局は所在国の政府と密接な協力体制を保ちながらも、所在国政府の一研究機関とい

う側面を縮小し、SEAFDEC加盟 10か国がどの部局の政策立案等にも平等に参加できる運

営体制への改善が望まれます。そのために、各部局は所在国政府機関からの出向職員はな

るべく削減し、国際性をもった専門職員の育成に努力しなければなりません。特に、加盟

国の増加に伴う加盟国間で生じる技術的便益の格差を縮減するため、各部局は、設置国か

らだけではなく他の加盟国からも職員を採用し、国際性を強化する必要があります。

④ SEAFDECは、1日も早く日本からの技術的自立に努め、SEAFDEC加盟国の中の後発国へ

の技術移転などに努力することが望まれます。そのためには、SEAFDECはこれまでに開発

された水産関係の技術の地域への融合、親和に従来以上に努力する必要があります。また、
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日本人以外の第三国専門家の育成への努力も重要です。

⑤ 加盟各国からSEAFDECへの貢献をより一層効果的に果たすため、加盟各国内にその国の

水産及びその他の関係者で構成するSEAFDEC支援委員会を設置し、側面的協力体制を確立

することも一案です。これにより、加盟各国のSEAFDECの活動に対する認識を深め、国際

機関としての機能を向上させることが期待できます。

4－2 日本政府のSEAFDECへの協力のあり方への見解と提言

（1）総合見解

① 設立当時の国際情勢にかんがみれば、SEAFDECに協力を行ったことは国策上からも適切

であったと思われます。

② 現在、SEAFDECへの協力の主な目的として、地域水産政策、国際社会における日本の水

産政策への理解者、支援者の確保ということが挙げられていますが、東南アジア地域の水

産政策には一定の影響力を有しているものの、国際社会の流れにおいてSEAFDEC加盟国が

必ずしも日本の理解者にはなっているとはいえません。

③ 政治的視点から長年にわたって水産庁職員が JICA長期専門家として派遣されている各部

局の 4名の次長職は、部局内で主に日本との連絡・調整、資金の管理という役務提供型専

門家となっており、部局の政策決定など政治的影響力はほとんどもっていません。

④ 長すぎるとも思われるSEAFDECへの協力のなかで、日本の協力は、専門家派遣分野、援

助形態の選定等においてマンネリ化、惰性になっている部分が見られます。これは、過去

の膨大な協力の実績からすると、援助の投入量に比する効果が少ないともいえます。

（2）提　言

① SEAFDECへの協力を日本の外交のツールとしてみるのなら、水産だけでなく、対ASEAN

政策全体を通した SEAFDECへの協力のあり方をレビューする必要があります。

② 東南アジア地域の水産業は確実に成長しており、また、近く日本のODAからの卒業国も

次々と出現すると思われます。今後の日本の協力の重点は、一般的な技術移転よりも、域

内先進国には政治的効果をねらったポイント的な高度技術の移転や資金協力、後発国には

従来型の基礎的水産技術の移転や無償資金協力というように区分けすべきです。

③ 水産庁から次長をこれまでどおり派遣し続けることは、省庁のポスト化した専門家の派

遣がマスコミ等で問題視されている折りでもあり、見直されなければなりません。JICAの

長期専門家として現在派遣されている水産庁出身の次長 4名は、各部局から引き揚げるべ

きと考えます。

④ 他方、ラオス以外のASEAN加盟国がすべて参加している SEAFDECという地域国際機関
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を通じて東南アジア地域の水産政策に日本の発言力を保持するという政治的視点も無視で

きません。そのため、事務局機能を強化してSEAFDECを本当の国際機関に変貌させたうえ

で、事務局に政治的役割を担う管理・政策担当の日本人次長と、加盟国全体の技術分野を

統括する技術担当の日本人次長を配置することを提案します。

⑤ 管理・政策担当次長は、日本の水産行政と密接に結びつくため、水産庁から日本の水産

行政の中核にある人材を水産庁の技術協力予算から派遣し、技術担当次長は、長期専門家

として JICAから派遣します。1人の技術担当次長が加盟国すべての技術を統括、把握する

ことは困難と思われるので、技術担当次長は、JICAから各部局に派遣されている長期、短

期専門家、または第三国専門家等の意見を汲み入れながら事業を進めます。

⑥ 事務局機能強化などの大幅な改革がSEAFDECで実施された場合、変革に伴うもろもろの

問題に対処するために、過渡的な支援組織として、日本国内にSEAFDEC支援委員会を設置

することを提案します。

4－3 JICAの協力への見解と提言

（1）総合見解

① 水産分野のほとんどの技術分野へ専門家を派遣し終わっているにもかかわらず、JICAに

は、SEAFDEC側に対して技術的、資金的自立を促す積極的な姿勢が乏しいと感じます。

② 部局所在国にある JICA事務所と SEAFDECとの連絡が密ではありません。JICA事務所は

JICA専門家を通じてのみ SEAFDECの情報を得ている状況にあります。

③ 技術協力がSEAFDEC職員の養成に偏り、移転された技術の地域全体への波及効果があま

りみられません。

④ 日本政府から拠出金が出されている国際機関に対して専門家派遣などを行うことは二重

の協力になるため、再考する必要があります。

⑤ 二国間の技術協力を本来の業務とする JICAが SEAFDECへの協力を続ける政治的背景は

終了したと考えます。

⑥ 第三国研修事業や研修員受入事業などにおいて、SEAFDECへの協力と重複するおそれの

あるものがあります。

（2）提　言

① ODAの抜本的見直しが求められている現在、特例として継続してきた国際機関への協力

は縮小して、長期及び短期専門家の派遣は、よりニーズの高い部門に振り分けるべきです。

② だらだらと技術協力を続けるのではなく、技術移転が終了したものは SEAFDEC側に任

せ、JICAは相手が求める技術に応じたメリハリのある技術協力に全力をあげる必要があり
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ます。

③ 今後SEAFDECに派遣する専門家は、重点的な技術指導をする短期専門家を中心として、

長期専門家の派遣は人づくりなど長い時間が必要な部門だけに制限するべきです。

④ SEAFDEC事業と重複するおそれのある二国間の協力事業を精査して、一本化できるもの

や廃止するものを選び出す必要があります。

⑤ SEAFDEC加盟国内で実施されている JICAの二国間のプロジェクトと SEAFDECのプロ

ジェクトとの協力・連携を推進して活動の効率化を図り、バイ、マルチ双方からSEAFDEC

への日本の発言力を維持・強化する手段とすることが望まれます。
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補論 1　東南アジア漁業開発センター（SEAFDEC）の概要

1. SEAFDECの設立

（1）SEAFDEC設立の経緯と目的

1960年代後半、東南アジア諸国では、食糧供給の増大及び栄養水準の改善、特に動物性タ

ンパク質の供給増大を急務としており、漁業開発の促進が極めて重要な課題となっていまし

た。

SEAFDECの構想は、1966年 4月に東京で開催された第 1回東南アジア開発閣僚会議におい

てタイ代表より提案された「日本の援助の下の地域的な海洋漁業研究開発センター」に始まり

ます。同年 9月にはタイのほかにもシンガポール及びマレイシアから同センター設立の意向

が示され、1967年にはセンター設立のための第 1回作業部会が開かれました。この作業部会

には、タイ、シンガポール、マレイシア、インドネシア及び日本が代表者を送り、フィリピ

ン、ヴィエトナム、ラオス及び国連食糧農業機関（FAO）からはオブザーバーが出席しました。

この作業部会では、同センターを東南アジアの漁業開発を促進するための地域的国際機関と

することで原則的に合意するとともに、日本が作成した設立協定案、実行計画書、事業計画

書を含む基本的事項についての報告書が作成されました。その後、1967年 2月にマニラで開

催された第2回東南アジア開発閣僚会議で東南アジア漁業開発センター（SEAFDEC）の設立が

同意され、同年 4月の第 2回作業部会を経て、1967年 12月 28日に SEAFDEC設立協定（存続

期間 10年間）に係る署名式が行われました。その後 1968年 4月に開催された第 3回東南アジ

ア開発閣僚会議において、SEAFDEC設立の報告がなされ、日本は資金協力、機材供与及び専

門家派遣について積極的に協力する旨の発言を行いました。

SEAFDECは地域国際機関であり、漁業技術者の訓練、漁業技術の研究、漁業資源の調査な

どの諸分野並びにその他の関係分野での活動を通じて東南アジア地域の漁業促進に寄与する

ことを目的としています。1967 年に締結された協定書では、この目的を達成するため、

SEAFDECは以下の任務を有することとなっています。

・東南アジアの漁業技術者を訓練すること

・東南アジアにおける漁業に適した漁業技術を研究すること

・東南アジアにおける漁場を開発し、並びにこの地域における漁業資源の調査及び水産海洋

学的調査を行うこと

・東南アジアにおける漁業に関する情報を収集、分析すること

・センターによる研究及び調査の結果その他の情報を加盟政府に提供すること

・上記の任務に関連するその他の事項を行うこと



- 40 -

（2）組織構成

SEAFDECは、理事会、事務局及び部局から構成されます。理事会は、SEAFDECの最高意

思決定機関としてすべての権限が付与されており、それを構成する理事は各加盟国政府より

1名ずつ任命され、それぞれの政府を代表しています。

事務局は、事務局長、事務局次長及び事務局職員により構成されています。事務局長及び

事務局次長はいずれかの部局の長及び次長を兼任することとなっており、設立以来現在まで、

タイの訓練部局長及び次長が兼任しています。

部局は部局長、部局次長及び部局職員から構成されています。SEAFDEC設立当初には、タ

イに訓練部局（TD）が、シンガポールに海洋水産調査部局（MFRD）が設立されました。

その後、1973年にフィリピンに養殖部局（AQD）が、1992年にマレイシアに海洋水産資源開

発管理部局（MFRDMD）が設置され、2001年 4月時点では4部局が活動しています。部局長は、

部局が設置されている加盟国の政府の勧告に基づき、理事会より任命されます。また、部局

次長は、日本政府の勧告に基づき、理事会により任命されることになっており、SEAFDEC設

立以来、すべての部局次長に日本人が任命されています。なお、部局長、部局次長とも、任

期は 2年間で再任されることができます。

SEAFDECの設立協定書では、各部局の施設及びその維持管理にかかる経費、並びに役務（各

部局に勤務する職員の給与を含む）はそれぞれの部局の所在国が提供し、活動・運営にかかる

経費、並びに日本人専門家の派遣及びSEAFDEC職員の日本研修受入れなどの技術協力にかか

る費用は日本が提供することになっています。その他の加盟国は、それぞれの国内法に従い

かつそれぞれの毎年の予算の範囲内で、SEAFDECの設立・運営に必要な合意された額の資金、

動産、不動産及び役務を提供することになっていますが、現実にはSEAFDECの予算の大半

は、各部局所在国及び日本によって提供されています。

1969年の設立時にはわずか3か国だったSEAFDEC加盟国も、2001年 4月時点での加盟国は、

ブルネイ、インドネシア、日本、マレイシア、ミャンマー、フィリピン、シンガポール、タ

事務局（タイ）

理事会

訓練部局
（タイ）

海洋水産調査部局
（シンガポール）

養殖部局
（フィリピン）

海洋水産資源開発管
  理部局（マレイシア）
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イ、ヴィエトナム及びカンボディアの 10か国となり、東南アジア地域での未加盟国は、内陸

国であるラオスだけとなりました（表：補 1－ 1）。

表：補 1－ 1　SEAFDEC加盟国署名年月日

署名年月日 署名国

1967年 12月 シンガポール、タイ、日本

1968年 1月 フィリピン、ヴィエトナム *1、マレイシア

1995年 6月 ブルネイ、ヴィエトナム

1999年 11月 ミャンマー

2000年 8月 インドネシア

2001年 3月 カンボディア

注 *1：1968年に南ヴィエトナムが加盟したが、南北統一後に脱退している。

2. SEAFDECの活動概要

（1）過去の活動の推移

1967年の SEAFDEC設立協定署名後、1969年にタイの訓練部局とシンガポールの海洋水産

調査部局が設立されました。その後、1973年にフィリピンに養殖部局が、1992年にはマレイ

シアに海洋水産資源開発管理部局が設立され、活動を続けています。

SEAFDECの活動は 3か年計画に基づいており、3か年ごとにその評価を行って活動内容を

改善しています。

TDは設立以来、トロール漁法、三枚網、集魚灯、棒受網、かご漁法の普及及びまき網漁法

の開発を行ってきましたが、これらに係る研修コースの見直しを行い、1984年には研修参加

者のニーズに合わせた研修コースの見直しと短縮化を行っています。また、1986年には人工

魚礁の評価調査を、1989年には短期訓練コースの増加と漁村社会経済調査を行っています。

1996年に米国がウミガメの混獲防止装置のついていない漁具で漁獲されたエビ類の輸入を禁

止したため、エビ類を米国に輸出していた東南アジア諸国で大問題となりました。このため、

TDはウミガメの混獲を防止する装置（Turtle Excluder Device：TED）を開発し、加盟国に対し

その普及に努めました。このように、SEAFDECの活動は域内のニーズに合わせて追加・変更

されてきました。

MFRDでは、1974年に活動内容を食品加工に変更した後は、スリミ製品の開発・普及や原

料魚の冷凍方法の研究、取り扱い改善指導等を行っています。また、当時は南シナ海に面す

る各国政府が各々の水産統計を作成していましたが、各国で集計項目が異なって各国の統計

書をそろえても南シナ海全体の漁業実態が掴めないという状況であったため、MFRD では

1975年以降、各国の水産統計が統一した項目で集計可能となるよう、「南シナ海漁業統計」の

作成・出版を行っています。さらに、東南アジア各国が水産物を輸出している先進国でHACCP

（危害分析重要管理点方式：総合衛生管理過程）が導入されると、品質管理やHACCPもその
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活動に取り入れ、加盟国への普及に努めています。

フィリピンにAQDが設立された 1973年当時、東南アジア地域では輸出を目的としたエビ

養殖が新たな産業として注目されており、AQDでもエビ養殖の技術開発を中心とした活動が

行われました。また、フィリピンで伝統的な方法で養殖されていたミルクフィッシュの種苗

生産技術もAQDによって確立されました。1980年代中ごろからは、東南アジア地域で市場価

値の高いハタ類等の種苗生産・養殖技術の開発も行うようになりました。しかし、AQDは次

第に大型化し、1986年には職員数624名、6分場を持つなど大組織になりすぎてしまったこと

から、組織の合理化を行い、1989年には職員を 383名まで削減して 3分場を廃止する等、規

模縮小を行いました。

1992年にはマレイシアにMFRDMDが設立され、東南アジア地域内の資源開発と管理に係

る活動を開始しました。資源開発管理部は訓練部局との共同調査として 1995年よりインド洋

におけるマグロ漁業のデモンストレーション等を行ってきました。

これらのように、各部局とも設立当初は「水産物生産量の向上」を目的とした活動を行って

いましたが、その後は地域のニーズが高い活動に移行してきています。各部局の主な活動内

容は、SEAFDEC設立初期の 10年間（1970年代）、中期（1980～ 1990年代前半）、現在（1990

年代後半以降）で以下のように変遷してきています（表：補 1－ 2）。

（2）SEAFDECの新戦略（1998年以降）

1967年の設立協定に基づき、SEAFDEC各部局の施設及びその維持管理費、役務等は、各部

局の所在国により賄われてきました。このため、各部局の活動のなかには、SEAFDECの業務

のほかに多少なりとも所在国の業務も含まれており、国際機関としての位置づけが明確に

なっていない状況でした。

表：補 1－ 2　各部局の主要活動内容

部局名 初　期 中　期 現　在
訓練部局（TD） トロール、まき網等の漁法 漁法開発／資源調査 インド洋マグロ漁業開発／資

開発・普及／資源調査 源管理型漁業

海洋水産調査部局（MFRD）資源調査活動 スリミ加工、品質管理 スリミ加工、品質管理・HACCP

養殖部局（AQD） エビ養殖 エビ／魚類養殖 環境保全型養殖／魚病対策

海洋水産資源開発管理部 水産資源調査 水産資源調査／インド洋マ

局（MFRDMD） グロ漁業開発

このようななか、1998年にブルネイで開催された SEAFDEC第 30回理事会で採択された戦

略計画では、東南アジア域内を視野に入れた活動を行うべく新たな戦略が策定されており、

域内国際機関としての活動に一層の力が入れられるようになっています。
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この新戦略に基づいた活動として、SEAFDECでは以下のようなものを実施しています。

1） 域内漁業政策作業部会

SEAFDECは、事務局長、TD職員及びマレイシア、ミャンマー、フィリピン、タイ、ヴィ

エトナム等の加盟国からの参加者により構成される域内漁業政策作業部会（Working Group

for Regional Fisheries Policy：WGRFP）を事務局内に設立しました。WGRFPの設置により、

SEAFDEC加盟国に対する域内または国際的な課題に係るアドバイスや、東南アジア地域の

政策ガイドラインに対する勧告及び域内優先課題に対する適切な対応を行うための基盤が

整備されました。

2） ASEANとの連携の強化

その実施の具体的な枠組みとして ASEANと SEAFDEC との間での協議機関（ASEAN/

SEAFDEC FCG）を設置しています。

3） 域内全域に係る政策志向的なプログラムの展開

SEAFDECは上記のASEAN/SEAFDEC FCGの枠組みの下に、9つの課題に対応する政策志

向的なプログラムを実施しています。例としてそのなかの2つのプログラムを紹介します。

a） 責任ある漁業のための行動規範の地域化

1998年に FAOは「責任ある漁業に係る行動規範」を策定しました。しかし、この行動規

範は先進国の大型漁船漁業を念頭に考えられたものであったため、必ずしも東南アジア

諸国にはそぐわない内容も含まれていました。このため、SEAFDECでは FAOの策定し

た行動規範を東南アジア諸国の現状や条件に整合したものに修正する作業を行っていま

す。

b） マングローブ保全型養殖技術の開発

1970年代以降、東南アジア地域ではエビ養殖が急速に発展しましたが、その一方で養

殖場建設のためのマングローブ林の乱開発が問題視されるようになりました。そこで、

AQDではマングローブ林の保全と養殖開発が両立するような技術開発に努めています。

3. 各部局の目標と活動内容

（1）訓練部局（TD）

1） 活動目的

TDの設立当初の目的は、1）近代漁業技術の開発による東南アジア地域の水産資源の効率

的な活用と 2）漁獲漁業セクターの人手不足の解消でした。タイ政府は、SEAFDEC設立協

定に基づき、TDの事務所、職員と研修生用の寮、その他関連資機材を提供するとともにTD

の運営にも協力してきました。

TDは、漁獲漁業を振興し加盟国の便益に寄与するために、人材育成、研究、情報活動及
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び持続的漁業の振興に係る活動を行ってきました。理事会に承認された TDの活動計画で

は、TDの機能を以下のように規定しています。

・近代漁業技術、近代船舶機関及び航海術等の面での東南アジア諸国の漁業技術者の研修

・漁業技術やその他の漁業関連分野の研究

・海面漁業に関する情報及び調査結果の収集・分析・普及

2） 活動内容

2000年 6月時点での職員数は、部長職等の専門職員9名、技術職員33名及び一般職員108

名の合計 150名です。

TDの活動は、東南アジア域内及び国内からの研修員の研修、研究開発、情報普及（セミ

ナー、ワークショップ、技術会議を含む）の3つに大別されます。それぞれの活動内容は以

下のとおりです。

a） 研　修

訓練部局の実施する研修は、海面漁業技術コース、海洋機関コース及び海面漁業普及

コースに大別されます。各コースとも、長期研修、短期研修及び特別研修コースを有し

ています。1970～ 2000年の間に、長期研修 32コース、短期研修 126コースが実施され、

3,672名が研修を受けています（表：補1－ 3）。研修生の大半はSEAFDEC加盟国の水産セ

クターの人材が選定されており、SEAFDECで研修を受けた各加盟国の政府職員の多く

は、自国の漁業産業振興のリーダーとして活躍しています。近年では、非加盟国の人材

を研修に受け入れることもあり、具体的には、バングラデシュ、カンボディア、中国、エ

ジプト、香港、インド、モルディヴ、ナイジェリア、パキスタン、ソロモン諸島、スリ・

ランカ、台湾等からの参加があります。

b） 研究開発

TDは、漁具技術、漁場及び社会経済に係る研究を 1978年より開始しています。近年

では、海洋物理学や海洋汚染、水中音響探査、漁業生物学、食料生産性、赤潮、魚類仔

稚魚、プランクトン及びベントス等の分野で、他の研究機関との共同研究も行っていま

す。1995～ 2000年の 6年間で 12プロジェクトが実施されており、19のレポートが学会

等に発表されています（表：補 1－ 4、補 1－ 5）。
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表：補 1－ 3　訓練部局の研修コースへ参加者数（1970～ 2001）

年 RFC/REC SNC SFC STS SEC SDC EXC Other Total
1970 10 10

1971 14 14

1972 21 21

1973 17 17

1974 19 19

1976 22 22

1977 23 57 80

1978 23 69 15 107

1979 24 22 28 20 94

1980 25 16 28 15 84

1981 25 102 47 19 193

1982 31 36 51 118

1983 22 53 23 23 4 125

1984 31 31 22 84

1985 36 25 61

1986 20 32 20 72

1987 14 37 27 28 106

1988 21 11 32 25 89

1989 22 37 49 26 2 136

1990 25 37 50 47 12 30 3 204

1991 22 24 48 52 29 2 177

1992 22 16 101 24 163

1993 24 21 88 17 25 1 176

1994 27 22 14 77 18 25 5 188

1995 43 34 114 15 31 2 239

1996 42 44 92 21 23 35 257

1997 47 55 117 22 21 19 281

1998 33 15 90 16 19 4 177

1999 38 17 83 16 24 178

2000 22 12 87 13 25 5 164

2001 16 16

Total 628 196 723 1,253 232 47 511 82 3,672

RFC ：Regional Fishing Course, REC：Regional Engineering Course

SNC ：Short-term Training Course in Navigation, SFC：Short-term Training Course in Fishery

STC ：Thai University Student Training Course, SEC：Short-term Training Course in Engineering

SDC ：Scuba, Scientific Diving Training Course, EXC：Regional Training Course in Fishery Extension

Other：On the Job, In Service and Specia1 Training Course

① 漁具研究

漁具の研究は、当該部局の主要活動のひとつです。伝統的漁具の効率性の改善や新

しい漁具の開発及び域内への導入など、種々の実験が行われています。これらの実験

は、SEAFDEC加盟国の密接な協力により実施されており、その研究成果は調査報告書

として出版されています。
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② 漁場調査

漁場調査は、漁場における多大な海洋パラメータや水路状況に係る調査から構成さ

れています。調査結果はTDが実施する漁業技術の研究及び研修プログラムを支援する

ために用いられます。

③ 漁業社会経済調査

漁村及び漁協における社会経済調査は、地域現況の把握と域内小規模漁業の開発・

管理政策の策定を目的として、漁協社会組織、主要魚種の魚価分析、漁村における非

公的融資機関の役割、タイのエビ養殖の社会経済及び環境インパクト等を調査してい

ます。しかしながら、近年は資金不足のため、これらの調査はタイ国内での調査に限

定されています。

④ 共同調査プログラム

TDとMFRDMDによる水産資源に係る共同調査が 1994年に発案されました。この共

同調査は、地域レベルでの漁業資源管理及び環境保全に必要な情報の収集・解析と、近

代的な研究手法に係る加盟国の研究者の訓練を目的としています。現在までに、両部

局は 3回の水産資源共同調査を実施しています。これらの調査では、1998～ 2000年 3

か年計画に基づき、フィリピン、ヴィエトナム及びカンボディア水域における資源調

査を、SEAFDEC号及び各地の調査船を用いて実施しています。なお、第 1次水産資源

共同調査は1994～ 1997年にかけて、タイ、マレイシア、ブルネイ水域にて両部局によ

り実施されています。

表：補 1－ 4　訓練部局の研究プロジェクト注）及び学会発表数

研究科目 1995 1996 1997 1998 1999 2000

漁具研究 3 4 1 3 3 3

漁場調査 1 1 1 3 3 3

漁場社会経済調査 2 2 2 1 1 1

共同調査

- 部局間 1 1 1 2 2 2

- 加盟国間 2 3 3 3

レポート数 1 4 4 5 5

注 1 Research in the Training Department is aim to support training activities in Marine Capture Fisheries

Three main research were continued for three and six years

- Fisheries Resource Survey in South China Sea

- Fishing Ground Condition of the Eastern Indian Ocean

- Oceanic Squid Fishing Ground Study In Andaman and South China Sea
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表：補 1－ 5　訓練部局　研究プロジェクト

1995 1996 1997 1998 1999 2000

Fishing Gear Technology

a. Experiment on tuna longline operation in the Indian ocean

b. Study on tuna purse-seine operation in the eastern part of the Indian

Ocean

c. Study on the efficiency of various designs offish traps

d. Field survey and shipboard observation of fishing gear and methods

e. Study on the fish target strength of commercial species in the Gulf of

Thailand

f. Study on gear selectivity of the trawl net

g. Field survey for the compilation of monograph on fishing gears and

methods in Vietnam

h. Study on the fish target strength of commercial species in the Gulf of

Thailand

Fishing Ground information

a. Study on fishing ground information along with the cruise of the training

vessel

b. Tuna fishing ground conditions in the East Indian Ocean

Fishery Socio-economics

a. Socio-ecnonmics of small-scale fishing communities

1. The study on attitude of small-scale fishermen toward the Fishing

Right System in Chantaburi province（Eastern part - Gulf of Thailand）

2. The study on attitude of small-scale fishermen toward the fishing Right

System in Trang province（Southern part - Andaman Sea）

3. The study on cognitive of small-scale fishermen toward the Participatory

Approach under Fishing Right System, - Comparative study between

Lamsingha district, Chantaburi province and Sikao district, Trang province

4. The study on attitude of small-scale fishermen toward the Fishing Right

System in Nakhon Si Thammarat province

（Southern part - Gulf of Thailand）

5. The study on cognitive of small-scale fishermen toward the Participatory

Approach under Fishing Right System

- Comparative study between Trang province and Nakhon Si Thammarat

provinee

b. Women's role in sustainable management and development of coastal

fisheries in Southeast Asia

Collaborative Research

a. Interdepartmental

- Fisheries resources survey in South China Sea

b. With member countries

- Oceanic squid fishing ground study in Andaman Sea and South China Sea

- Study and Experiment on TED and JTED
Remark：There are many projects could not be implemented due to shortage of research staff and budget and also their

implementation have to be depend on Training schedule（Training Cruise of the training vessel）.

c） 情報・普及サービス

TDでは、図書資料、オーディオビジュアル、統計編集、資料等の出版の 4種の活動か
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らなる情報活動を行っています。1995年以降、情報の電子化の進展の対応して、種々の

データベースやファイル、要約、報告書、リスト等から構成される情報パッケージも作

成されています。なお、TDでは、資源調査結果の要約を作成・配布・普及することも計

画しています。

（2）海洋水産調査部局（MFRD）

1） 活動目的

1969年の設立当初、MFRDは英国が1950年に漁業訓練センターとして建設した施設を用

いていましたが、その後1999年 10月、シンガポール政府により整備された新しい施設に移

転し、2001年 3月にシンガポールで理事会が開催された際に正式なオープニング・セレモ

ニーが行われました。

MFRDの設立当初の活動目的は、1）漁場開発調査の実施、2）漁具・漁法の改良、3）海上

における漁獲物の鮮度保持、4）漁場環境調査でした。しかし、1974年に調査活動中の調査

船Changi号がミャンマー政府に拿捕され、MFRDは同調査船を失うこととなり、またシンガ

ポール側からMFRDの活動内容を水産物加工に変更したいとの要請があったため、1975年

にMFRDの活動内容が水産物加工に変更されました。それに伴い、MFRDの活動目的も「水

産物及び水産加工品の保存と品質管理の改善により、東南アジア地域の水産資源を最大限に

利用し、かつ廃棄物を減少させる」ことに変更されました。なお、変更初年度の活動目的は、

活動により具体性をもたせるために、「トロール漁船の混獲物の人間食料への利用」とされ

ました。

2） 活動内容

現在のMFRDの主な活動は、研修、研究、情報サービスの 3つに大別されます。

a） 研　修

MFRDは、水産物加工、包装、水産物品質保全、評価・品質保証等の域内研修コース

を実施しています。また、調査業務の補完として、特別連盟プログラムも実施されてい

ます。

MFRDの研修の特徴は、より民間セクターに近い研修であるということです。研修の

参加者は、政府と民間セクターの人材が半々の割合で募集されています。

b） 研　究

MFRDでは、東南アジア諸国にポストハーベストの技術を提供するための集約的調査

及び開発プログラムを実施しています。付加価値のある水産加工品の開発、品質管理及

び水産物や水産加工品の賞味期限の改善に焦点を当てた調査が行われています。

MFRDは、氷蔵・冷凍水産物の取り扱い及び品質管理に係るベースライン調査を継続
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して実施する一方で、研究活動範囲を拡張し、熱帯性魚類のDHA及びEPAの含有量や水

産物の品質安全性の環境インパクト調査等もその対象に含めています。また、水産加工

に関する調査・開発活動では、多数の魚種を原料魚に利用した高付加価値スリミ製品と

マグロ漁業の副産物の利用に焦点が当てられています。

c） 情報・普及サービス

MFRDの実施する情報・普及サービスは、漁業セクターのニーズに応えるための研究

課題の優先順位の策定を支援するために行われており、以下の 4つがあります。

① 図書館サービス

② 本等の出版

③ ワークショップ及びセミナー

④ 普及サービス

これらのサービスを通じて、MFRDは域内の政策決定者、水産行政機関、漁民、企業

家等に最新の関連情報を提供しています。

（3）養殖部局（AQD）

1） 活動目的

AQDは、以下の項目を目的として、1973年にフィリピンに設立されました。

① 域内に適した養殖の研究促進

② 域内の養殖産業の人材育成

③ 養殖に関する情報の配布と交換

AQDは研究部門、研修・情報部門、技術検証・企業化部門、管理部門の 4部門から構成

されており、その職員数は 2001年 3月時点で 308名です。

東南アジア地域の近代養殖産業は、エビ養殖から高級魚類の養殖へと発展してきました。

AQDの研究対象種もこれに合わせて広がるとともに、単に養殖技術の開発・普及から環境

対策や沿岸資源管理、持続的養殖の開発等、時代のニーズに合わせた活動が行われてきま

した。

2） 活動内容

a） 研　修

AQDの研修は、SEAFDEC加盟国の政府職員や民間業者、学生等の幅広い層に対して

行われています。研修は以下のコースから構成されています。

① 通常研修コース

・長期コース

・短期コース
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② 特別研修コース（特定機関の要請に基いて実施される研修）

・インターンシップコース

・学生実習コース

・その他

1974～ 1995年までの間に 4,490名がこれらの研修に参加しています。今回の調査で

は年度別の詳細な研修データは入手できませんでしたが、1996～ 1997年の研修コース

及び研修生数は表：補 1－ 6のとおりです。

表：補 1－ 6　1996～ 1997年 AQDコース別研修生数

Course Title No. of particilants

Regular Courses

Aquaculture Management 37

Fish Health Management 27

Marine Fish Hatchery 33

Freshwater Aquaculture 29

Shrimp Hatchery Operations 15

Fish Nutrition 32

Culture of Natural Food Organisms 13

Sub total 186

Special Training Courses

Coastal Aquaculture and Resource Management 65

Milkfish Farming 9

Shrimp Culture 1

Seaweed Farming 1

Brackish water Aquaculture 32

Aquaculture Technology 14

Sustainable Aquaculture and Coastal Resource Management 14

Sub Total 136

Grand Total 322

このほかSEAFDECは、フィリピン政府や国際機関との共同研修コースも開催してい

ます。さらに、1994年度からはJICAの第三国集団研修（沿岸水産増養殖：1994～ 1998年

度、責任ある養殖業の発展：1999～ 2003年度）も実施しています。1999年度から開始さ

れた研修コースでは、アジアやアフリカから参加した研修生に沿岸養殖及び資源管理に

係る最新の技術と知識を提供しています。

また2000年には、AQDではフィリピンの地方政府及びNGOの協力を得て「持続可能

な養殖及び沿岸資源管理」に関する研修を 3回実施しています。

b） 研　究

AQDでは、1975年にウシエビ養殖、1976年にはミルクフィッシュの研究を開始して



- 51 -

います。その後、イガイやカキ等の貝類、ティラピア、淡水養殖、海藻養殖等につい

て研究を行ってきました。また、沿岸資源管理、マングローブ保全型養殖、湖沼生態・

多様性保全等に関する研究も行っています。

研究活動においても、AQDではフィリピン大学ビサヤ分校などの大学・研究機関と

共同研究を実施しています。1986年以降にAQDが実施した研究数は 425件で、うちエ

ビに関するものが106件と最も多く、次いでミルクフィッシュ55件、アカメ46件となっ

ています（表：補 1－ 7）。

補 1－ 7　養殖部局対象種別研究数（1986～ 1999年）

86 87 88 89 90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 合計

Sea bass 2 7 4 9 6 7 1 2 2 1 3 2 2 46

Grouper 2 1 5 4 3 3 3 1 2 2 26

Snapper 1 1 1 1 1 5

Mullet 1 1 2

Rabbitfish 2 2 1 1 6

Milkfish 13 4 4 5 3 6 7 2 5 6 55

Tilapia 1 3 3 4 1 1 3 4 5 1 26

Catfish 1 1 1 1 3 1 8

Carp 6 5 1 1 1 1 15

Giant Tiger Shrimp 20 10 17 11 10 6 7 3 5 4 2 2 7 2 106

White Shrimp 1 3 4 8

Molluscs 1 1 4 2 3 3 2 16

Seaweeds（Gracilaria） 2 3 4 1 2 3 3 1 1 1 21

Mud Crab 2 2 1 3 8

Seafarming 2 3 1 1 7

Fish Microbiology 2 2 4

Abalone 1 1 1 1 4

CFRM* 2 2

Ecology 3 2 5

Other Studies 19 15 8 4 6 3 55

TOTAL 64 39 44 45 48 31 22 22 32 21 21 11 18 7 425

注：CFRM：Community Fishery Resources Management

c） 情報・普及

AQDはセミナーやワークショップによって関係者に対して研究成果を普及していま

す。これらのセミナーやワークショップには、加盟国をはじめ各国から関係者が参加

しています。1974～ 1999年の間に開催されたセミナー・ワークショップは 80回にな

ります。本評価調査で収集した資料には 1985年以前の参加者数は記録されていません

でしたが、1986～ 1999年の間には 6,155名が 56回のセミナーやワークショップに参加

しています（表：補 1－ 8）。
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表：補 1－ 8　養殖部局によるワークショップ・セミナー開催回数

1974 1975 1976 1977 1978 1979 1980 1981 1982 1983 1984 1985 1986

開催回数 2 1 1 7 2 3 3 2 2 1 1

参加者数 53

1987 1988 1989 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999

開催回数 9 6 1 4 4 3 7 6 3 2 5 5

参加者数 672 1331 600 819 293 186 466 310 450 122 307 546

（4）海洋水産資源開発管理部局（MFRDMD）

1） 活動目的

MFRDMDは、1990年にマレイシアに設立されることがSEAFDEC理事会で承認され、1992

年から活動を開始しました。クアラ・トレンガヌにあるマレイシア水産局海洋漁業研究所

の支所が改編され、SEAFDECのMFRDMDとなりました。

MFRDMDの活動目的は「東南アジア地域での海洋資源開発管理を支援すること」です。こ

の目的を実現するため、MFRDMDでは以下の役割を担っています。

①東南アジア水域の水産資源の開発と管理のため、各加盟国の排他的経済水域（EEZ）内の

水産資源の適正な開発と管理のためのガイドラインを提供する

②水産資源の状況を監視し、それらの資源を開発する

③加盟国の水産資源の開発と管理のための科学的基盤を提供する

④水産資源の研究と管理に係る協力及び協議のための域内フォーラムとしての場を提供す

る

⑤各加盟国が自国のEEZ内の水産資源の開発・管理・保全を行うための能力向上に資する

プログラムを準備し、実施する

これらの目標を達成するため、2000年 12月時点で、MFRDMDには JICA専門家 3名を含

めて 56名が配置されています。

2） 活動内容

a） 研　修

MFRDMDの研修活動には、①漁業管理に必要な資源情報の提供、②加盟国に対する資

源評価・管理に係る適切な研修の実施、③域内での音響探査調査の計画と実施、④マグ

ロ漁業統計の編集と配布、⑤MFRDMDのコンピューター施設の維持管理があります。

b） 研　究

MFRDMDの研究活動は、海洋漁業生物学・資源評価部と海洋学・資源開発部により実

施されています。両部とも、SEAFDEC及びマレイシア水産局に対する調査機関としての

役割を有しています。
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海洋漁業生物学・資源評価部は、①海産魚類生物学、②魚類・無脊椎動物資源評価、③

ウミガメ保護・管理に関する活動、を行っており、海洋学・資源開発部は、①水産海洋

学、②リモートセンシング、③資源開発、④漁具漁法技術、⑤資源回復・強化、に関す

る活動を行っています。

4． 活動実績と今後の課題

SEAFDECの各部局が設立以降行ってきた代表的な活動は、表：補 1－ 9のとおりです。

なお、今回の評価調査中に、SEAFDECで現在実施中の活動内容に対して、水産関連機関から以

下のような発言がありました。

・各加盟国とも既存の漁業法規制が遵守されていない状況にある。このような状況下で「責任あ

る漁業のための行動規範の地域化」に基づいた法規制が整備されても、その実効性は明確でない。

行動規範の地域化と同時に漁業規則を遵守させるための方策も必要である。

・TDとMFRDMDが実施したインド洋のマグロ漁業開発は、タイ及びマレイシアの水産関係機

関から非常に好評であった。ただし、現時点ではインド洋マグロ類委員会（IOTC）によるこの海

域のマグロ資源調査の結果が明らかになっていないため、SEAFDEC加盟国がインド洋のマグロ

漁業に本格的に参画する前に、この海域でのマグロ漁業振興の妥当性の検証が必要である。

表：補 1－ 9　各部局が実施してきた代表的な活動

訓練部局 海洋水産調査部局 養殖部局
海洋水産資源

開発管理部局

→トロール漁法、三枚網、

集魚灯、棒受網、かご漁

法の普及

→まき網漁法の開発

→南シナ海の資源・海洋

調査等の調査研究

→教科書・参考書の刊行

→人工魚礁の評価調査

→村落社会経済調査

→ウ ミ ガ メ 排 除 装 置

（TED）や若年魚屑魚排

除装置（JTED）の開発・

普及

→責任ある漁業のための

行動規範の地域化

→東西インド洋のマグロ

漁業開発

→コミュニティベース沿

岸資源管理

→練製品の開発・普及

→原料魚の冷凍方法の研

究、取り扱い改善指導

→スリミに係るHACCPの

マニュアル作成

→スリミ加工

→伝統的発酵加工食品の

改善

→HACCPケーススタディ

→ウシエビ種苗生産・養

殖技術の確立と普及

→ミルクフィッシュ種苗

生産・養殖技術の確立と

普及

→海藻（キリンサイ）養殖

技術開発・普及

→ハタ種苗生産・養殖技

術開発

→離島におけるコミュニ

ティベース漁業管理プ

ロジェクトの実施

→魚病対策

→養殖管理技術の改善・

開発

→バイオテクノロジー技

術の導入

→東南アジア型持続的沿

岸漁業管理

→マングローブ保全型養

殖

→各海域の資源調査

→ウミガメ研究と保護活

動

→東インド洋のマグロ漁

業開発

注：現在実施中の活動を含む

活
動
の
成
果
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このような方法に対しては、①低レベルまたは優先順位の低い研究課題を排除できる、②

方法論等について事前にチェックして改善を促すことができる、③研究課題の重複を防ぐこ

とができる等の利点が挙げられています。その反面、①プロポーザルが稟議を通るまで書き

直し等の作業が発生するため手間と時間がかかる、②養殖等の場合にはこれらのアイドルタ

イムの発生は産卵期等の重要な時期を逃す危険性を含むこととなる、等の指摘もSEAFDEC職

員より聞かれました。

• 各セクションがプロジェクトプロポーザルを作成する

• 内部の検討会でプロポーザルを選定する

部局レベル

• 各部局で作成された各事業計画案を協議・調整する

事務局レベル

• 理事会で審議結果を承認する

理事会レベル

• 理事会の指示を受け、事務局長以下が各事業計画の業務執行の責任を負う

事務局レベル

• Program Committeeで各事業計画を審議する

各国レベル

（1）活動計画の策定方法

前述のとおり、SEAFDECでは 3か年計画に基づき各部局がそれぞれの活動を行っています。

3か年計画の策定に際しては、各部局ごとにプロポーザルを作成し、理事会で承認を得た後に

計画内容を確定することになっています。理事会で各加盟国の理事が計画内容を検討するこ

とにより、各部局の活動が各加盟国の意向に沿ったものか否かが確認されます。3か年計画の

策定の流れは以下のとおりです。



- 55 -

5. 各部局所在国とSEAFDECとの関係

既に述べたとおり、1967年の設立協定に基づき、SEAFDEC各部局の施設及び職員給与等の役務

は各部局の所在国により賄われています。また、一部の部局では部局所在国の水産行政機関の職

員を一時的に SEAFDEC に派遣しているケースもあります。このため、部局所在国における

SEAFDEC各部局の位置づけとして、当該国の水産行政の一端を担うものと位置づけられている部

分もあります。以下に、各部局と所在国との関係を記します。

（1）タ　イ

1） 水産行政機関

タイの水産行政機関は、農業組合省水産局（Department of Fisheries：DOF）です。タイDOF

は、日本の水産無償により整備されたソンクラの国立沿岸養殖研究所（National Institute of

Coastal Aquaculture：NICA）、同じくソンクラの南部海洋水産開発センター（Southern Marine

Fisheries Development Center）、プーケットのアンダマン海洋漁業開発センター（Andaman Sea

Fisheries Development Center）など、多くの研究機関を有しています。また、県レベルの水産

試験場も、レヨン、プーケット、サムタコーンなどの沿岸各県に有しています。このほか、

国際機関では、FAOの地域事務所がバンコクにあります。

水産教育機関としては、カセサート大学水産学部、チュラロンコーン大学海洋科学学部

があります。これらの大学では食品加工に関する教育も行っています。また、ソンクラ王

子大学、コンケン大学では水産業に関する教育は行っていませんが、食品加工に関する学

部があります。

2） SEAFDEC職員の位置づけ

SEAFDEC事務局及び TDの職員は、国際機関である SEAFDEC職員として雇用されてお

り、この点についてはタイDOFとの関係はありません。タイ政府の勧告に基づき理事会で

決定される事務局長及びTD部局長（兼任）だけが、タイDOFより派遣されています。

3） タイDOFと SEAFDECの関係

タイDOFは、東南アジアの水産業が SEAFDECから受ける便益は非常に大きいと評価し

ています。特にSEAFDECの活動範囲が単なる技術部門から漁業管理にまで拡大したことは

重要な変化であり、今後ともコミュニティベースの沿岸資源管理や漁業技術、品質管理に

は日本からの援助が必要であると考えています。また、現在 SEAFDECが行っている「責任

ある漁業のための行動規範の地域化」が完了すれば、加盟国各国が自国の状況に合わせて若

干の修正をする必要はあるものの、大枠はSEAFDECが作成した案に従って実行に移す意志

があるとのことです。

しかしながら、タイは水産大国であり、タイDOFも漁獲や養殖に関する数々の活動を
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行っています。また JICAも、プロジェクト方式技術協力、開発調査、水産無償と、あらゆ

る形で支援をしてきました。JICAがタイDOFに対して実施した協力のなかで、SEAFDEC

各部局の活動と重複すると思われるものを以下に挙げます（水産セクターでの東南アジア各

国に対する JICAの個別の協力は、「6.各国水産セクターへの JICAの協力」で後述します）。

a） 第三国集団研修

タイDOFでは、外国からの研修生を独自に受け入れています（表：補 1－ 10）。

表：補 1－ 10　タイDOFが実施する第三国研修コース

No. 研修科目

1. Fish Propagation

2. Softshelled Turtle Breeding and Culture

3. Freshwater Prawn （Macrobrachium rosenbergii）Propagation

4. Moina culture and frog breeding

5. Genetics and Molecular genetic

6. Sex determination and Sex control in fish

7. Water Quality and Environment

8. General fish diseases and diagnosis

9. Health management and diseases control

10. Economic of Aquaculture

11. Evaluating in Fish Marketing Potential

12. Investment planning and economic feasibility

13. Fish pond construction, Fish farm design, Fish farm management

14. Fish nutrition

15. Proximate analysis in protein, fat, fiber, ash, carbohydrate

16. Pond Dynamic

17. Fisheries Extension in Thailand

また、JICAも 2000 年度に、アユタヤ淡水漁業センター（Ayuthaya Freshwater Fishery

Centre）において近隣諸国を対象にした第三国集団研修「淡水養殖」を開始しました。この

研修コースの対象国は以下の表：補 1－ 11のとおりです。

表：補 1－ 11　タイにおける第三国集団研修「淡水養殖」の対象国

インドネシア 中　国 モンゴル

マレイシア カンボディア ヴィエトナム

ラオス フィリピン ミャンマー

バングラデシュ インド パキスタン

ブータン ネパール

1999年に行われたこの研修コースの事前調査では、この研修コースをラオスで実施さ

れているプロジェクト方式技術協力「淡水複合養殖計画」において第三国個別研修等で活
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用する可能性を示唆しています。また、この事前調査では、SEAFDECもアユタヤ淡水漁

業センターでほぼ同じ内容の研修コースを計画していることが判明し、両者の間で調整

が行われました。その結果、現在SEAFDECでは、同センターにおいて研修以外の活動を

行う方向で計画を検討しています。

b） インド洋マグロまき網調査

タイDOFは 1995年より、自己所有の調査船を用いてインド洋におけるマグロまき網の

デモンストレーションを実施しています。遠洋漁業に興味をもつ漁民はこのデモンスト

レーションに参加し、インド洋におけるマグロまき網漁業を実際に経験できる内容と

なっています。このデモンストレーションに参加した漁民が、1996年 5月にタイ・マグ

ロ漁業協会（Thai Tuna Oceanic Fishery Cooperatives：TTOFC）を設立しています。

一方で、TTOFCは TDのマグロまき網訓練も受けており、また、調査船の漁労長とし

て SEAFDECに派遣されていた JICA専門家が SEAFDECでの任期終了後、TTOFCの漁労

長として雇用されています。

c） 沿岸養殖計画

タイ南部のソンクラ県カオセンに無償資金協力により建設されたNICAにおいて、1981年

4月から1987年 3月までプロジェクト方式技術協力「沿岸養殖計画」が実施されました。こ

の技術協力は、①種苗生産手法研究、②養殖手法研究、③養殖適地開発手法研究の 3分

野からなり、第1段階の3年間は基礎研究、第2段階の2年間は応用研究が行われました。

JICAが行ったこれらの研究対象となった魚種は、ハタ類、フエダイ類、アカメ、ボラ、エ

ビ類です。ハタ類、アカメ、エビ類はSEAFDECのAQDでも養殖技術開発の対象種となっ

ています。

以上のように、タイDOFは SEAFDECと非常に近い活動を行っているといえます。た

だし、タイDOFによれば、タイにはTDを除いて漁業・船舶機関の訓練施設がないため、

タイDOF職員も TDの実施する研修やセミナーに参加しているとのことです。

4） その他のタイ国内の水産関連機関と SEAFDECの関係

本評価調査では、Fish Marketing Organization（FMO）、カセサート大学水産学部、全国漁

業協会（National Fisheries Association）、タイ海外漁業協会（Thai Overseas Fisheries Association）

に対してインタビュー調査を実施しました。以下にその結果を記します。

a） FMO

FMOは、タイ国内の主要水揚施設の維持管理を行う準政府機関です。TDの研修コー

スには 1991～ 2001年の間に 4名の職員を参加させたほか、各種セミナーにも FMOの職

員は参加しています。また、FMOの組織紹介ビデオは SEAFDECが製作したものです。

FMOは SEAFDECの活動の直接的な便益者というわけではありませんが、SEAFDECの
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活動成果によりタイ国内の漁獲量が増産すれば、それに伴い水揚施設の利用料金等の

FMOの収入も増加することになります。

FMOは漁業振興の一環として、伝統的漁法、衛生施設及び給水施設の改善等の小規模

漁村に対する支援活動も行っています。過去にFMO職員 4名が受けた研修コースも、漁

業普及に関するものでした。現在これらの職員は、漁業協同組合のミーティング等に参

加して研修の成果を生かしています。

また、FMOでは、今後の SEAFDECの活動について、以下のようなものを期待してい

ます。

① タイ国内の水産資源に適した漁業技術の改善

② 限られた水産資源を用いた多種類の加工品の開発

③ 政府職員及び漁民を対象とした新漁具・漁法の研修

④ 水産セクターの人材育成のための奨学金の設立

b） カセサート大学水産学部

カセサート大学は、設立当初は農学部、水産学部、林学部及び農業経済学部の 4学部

から構成されていた農業大学です。現在はその他の学部も設立され、総合大学となって

います。

カセサート大学水産学部は、学期の間（夏及び10月）にTDでの海洋科学や漁業技術の

研修に学生を派遣しています。海洋科学科の学生だけでも1997年に18名、1998年に15名、

1999年に 15名、2000年は 10名を研修に派遣しています。このほかに、カセサート大学

の教員も TD の音響探査に関する研修等に参加しています。また研究面でも、教員は

SEAFDECとの共同研究やセミナーに参加しています。今回のインタビュー調査では、TD

以外の SEAFDECの各部局とカセサート大学の教員との交流はあまり行われていないと

の説明を受けました。食品加工を専門とする教員がシンガポールの海洋水産調査部局の

セミナーに参加したことはありますが、基本的にはタイ国内の関係分野の研究機関と連

絡を取り合って対応しているとのことです。

カセサート大学は、TDは水産海洋学や航海術等の面で同校水産学部より進んでいると

認識しており、SEAFDECに対しては、遠洋漁業学科の設立にかかわる協力（タイ国内の

漁業協同組合から大学に「遠洋漁業関連学科を設立してほしい」との依頼があるため）、

食品加工分野ではスリミ以外の高付加価値加工品やHACCAPへの協力を期待している。

c） 全国漁業協会

全国漁業協会は 1964年 5月に設立された協会で、全国・地域レベルから県レベル、郡

レベルの 50の漁業協同組合で構成されています。同協会は、タイ国内の漁民の直面する

問題点の抽出、問題解決のためのタイ政府への要請をはじめ、各種状況における漁民の
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代表組織として活動しています。また、同協会はタイ政府の漁民援助の受け皿及び漁民

の教育機関としても活動しています。

同協会は過去 5年間、TDと非常に密接な活動を続けてきました。その代表的な活動と

しては、①ウミガメ排除装置（TED）の導入、②マグロまき網漁業の訓練、③責任ある漁

業の行動規範のタイ語訳が挙げられます。

マグロまき網漁業に関しては、タイ国内ではDOFもデモンストレーションを行ってい

ますが、経験不足であり、また予算面での問題もみられました。これに対してTDは、訓

練船を所有し、漁業技術も日本の技術を導入していることから、同協会では、TDの方が

DOFよりもマグロまき網漁業に関する技術は高いと評価しています。実際、現在まで、TD

に関する不満や問題は同協会に寄せられたことがないとのことです。同協会ではTDに対

し、マグロ延縄やまき網の経済便益調査の実施を期待しています。

d） タイ海外漁業協会

タイの民間漁業セクターは遠洋漁業も行っており、現在3,000隻以上のタイの中・大型

漁船が海外で操業しています。タイ海外漁業協会は、海外で共同漁業操業を行う漁民の

協会です。会員は、マレイシア、インドネシア、ミャンマー、イエメン、マダガスカル

等で主にトロール漁業を行っています。

同協会はSEAFDECからの便益は特に受けていません。タイの漁民が海外へ進出する際

にタイ DOFからの支援もありましたが、基本的には漁民が自分たちの経験を基に民間

ベースで開発を進めてきたとのことです。外国との操業協定を結ぶ際にSEAFDECの存在

が特に有利に働くということもないとのことでした。同協会の会員は、タイDOFが実施

するまき網漁業のデモンストレーションによる研修を受けています。一方、SEAFDECの

研修については、研修を受けるためには大卒以上の学歴が必要ですが、同協会の会員で

ある漁民はそのような高学歴を有していないため、研修対象外となっているとのことで

す。

同協会では、SEAFDECは加盟国全体を対象とした国際機関であり、タイ漁民の便益だ

けを図っているわけではないと認識しており、今後SEAFDECとの関係をもとうという積

極的な意志はみられませんでした。なお、現在タイの遠洋漁業者が直面している問題と

して、同協会では、タイDOFは理論面では優れているものの実務面の経験が不足してい

るため、タイDOFによるマグロまき網デモンストレーションがうまくいっていないこと

を挙げています。
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（2）シンガポール

1） 水産行政機関

シンガポールの水産行政は、農蓄産食品局（Agri-food & Veterinary Authority：AVA）が行っ

ています。ただし、近年シンガポール政府の組織改革に伴いAVAは準政府機関となり、職

員の身分も公務員ではなくなりました。シンガポールは極めて限られた海域及び内水面水

域しか有さないため、AVAでは主に水産物加工、養殖及び水産物流通に焦点を当てた活動

を行っています。

また、シンガポール国内には AV A の下部機関として海水養殖センター（M a r i n e

Aquaculture Center）と淡水水産センター（Freshwater Fisheries Center）の 2つの水産研究機関が

あります。水産教育に係る機関はシンガポール国内にはありませんが、ポリテクニック（短

大レベルの専門学校）に食品科学科があります。

2） SEAFDEC職員の位置づけ

SEAFDEC海洋水産調査部局（MFRD）の職員はすべてAVAから派遣されていますが、シ

ンガポール国内に他の食品関係の研究機関がないため、MFRDに派遣された職員がAVAの

他の部署に配置転換されることはまれとのことです。

ただし、本評価調査におけるAVAへのインタビューでは、AVAがMFRDを運営・管理

しているとのAVA側の認識が随所にみられました。また、MFRD部局長も同様の認識を有

していました。

3） AVAと SEAFDECの関係

AVAは毎年、MFRDをはじめ SEAFDEC各部局の開催する研修コースやセミナー、ワー

クショップ等に職員を参加させています。また、AVAは必要に応じて SEAFDEC各部局と

直接コンタクトをとっているとのことです。

SEAFDECの活動は、加盟国及びSEAFDEC各部局の提案に基づいてSEAFDECの Program

Committeeで確定されるため、AVAの期待にも応えた内容となっています。シンガポール

政府は、アジア経済危機で厳しい財政状況のなかで約1,000万シンガポールドルをMFRDの

新施設建設のために費やしています。AVAでは、これこそがMFRDの活動に対するシンガ

ポール政府の評価結果であると説明しています。

1998年まではSEAFDECの活動は技術面に特化したものでした。しかし近年は、SEAFDEC

と ASEANの Fishery Consultative Groupの設立や、責任ある漁業のための行動規範の地域化

など、東南アジア域内の漁業政策にかかわる活動が行われるようになってきています。

AVAは、SEAFDECのこれらの業務拡大を評価しています。

4） その他の水産関連機関と SEAFDECの関係

上述のとおり、シンガポールにある水産関連機関は海水養殖センターと淡水水産セン
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ターの 2つのみです。今回の評価調査では、特に SEAFDECの AQDと業務内容が重複する

と思われた海水養殖センターに対してインタビュー調査を行いました。同センターは 1974

年に設立され、養殖技術の開発・普及を目的としています。現在シンガポールは、年間水

産物消費量10万 tの 10％しか国内生産していない状況にあります。シンガポール政府は、養

殖の普及により国内生産量を年間消費量の 40％まで引き上げる方針を有しています。ただ

し、同センターの対象は、国内及びシンガポールに水産物を輸出しているマレイシアやイ

ンドネシア等の隣接国に限られています。東南アジア全域を対象とするAQDと異なり、同

センターはより限られた地域への技術移転を目的とした機関であるとのことです。

一方、MFRDの成果品（特にマニュアル等の出版物）は、域内に配布されています。カナ

ダとの共同プロジェクトで作成されたHACCPのマニュアルは、SEAFDEC加盟各国で使用

されています。SEAFDECに加盟して日の浅い国においても研究・普及活動を行っており、

ヴィエトナムの全国魚介品質検査プログラム（National Fish Quality Inspection Program）では、

MFRDの出版物をヴィエトナム語に翻訳してヴィエトナム国内向けに配布しているとのこ

とです。

（3）フィリピン

1） 水産行政機関

フィリピンの水産行政は、水産・漁業資源局（Bureau of Fisheries and Aquatic Resources：

BFAR）が担っています。水産セクターの国立研究機関は、BFARの構造改革に伴い国立水

産調査研究所（National Fisheries Research Institute）の設立が計画されているものの、2001年

3月の段階では具体的な内容までは確定されていません。このため、SEAFDEC養殖部局

（AQD）は、フィリピンの国立養殖研究センターとしての色合いも強く、フィリピン国内に

おける養殖研究機関の最高峰に位置づけられています。

フィリピン国内の水産教育機関としては、過去に日本の水産無償で淡水養殖施設の整備

が行われた中部ルソン国立大学水産学科をはじめ、AQDと同じイロイロに位置するフィリ

ピン大学ビサヤ分校、ビコール大学水産学科、ミンダナオ大学水産学部、サンカルロス大

学海洋研究室等があります。また、高等学校レベル以上の水産の専門教育を行う大学及び

専門学校は、全国で 66校に達するといわれています。

2） SEAFDEC職員の位置づけ

タイのTDと同様、AQDの職員も国際機関であるSEAFDECの職員として雇用されており、

BFARとの人事面での関係は特にありません。

3） BFARと SEAFDECの関係

AQDが実施するプロジェクトは、農業局、BFAR及びその他の関連機関から構成される
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フィリピン技術支援委員会（Philippines Technical Advisory Committee：PTAC）で検討されま

す。このようなプロセスを経るため、フィリピンの国家水産開発計画には、SEAFDECの開

発方針も含まれています。

BFARは AQDと密接な協力体制を築いており、研究や漁業振興に関する共同地域プロ

ジェクトを実施しています。また、技術普及に関してはAQDがBFARの施設を用いてデモ

ンストレーションを行うようになっています。普及技術は、まずBFARが有する複数の技

術センターで検証されたあとに普及に供されることになっており、一部の技術は、普及対

象地域の特性に合わせて改善されたあとに普及されます。BFARは、AQD以外のSEAFDEC

の部局が実施する漁獲漁業技術、品質管理、内水面養殖等に関する研修にも職員を派遣し

ています。フィリピンから SEAFDECに派遣される研修生は、BFAR職員と民間人の両方か

ら構成されています。

BFARは SEAFDECに対し、下記項目を期待しています。

・SEAFDECの研修に対する、BFARと SEAFDECの合同でのモニタリング・評価の実施（研

修生に対する研修の直接効果と当該分野の産業に対する影響の両面を評価）

・SEAFDECの研究・開発に関する各種活動の各加盟国間での共有

4） その他の水産関連機関と SEAFDECの関係

本評価調査では、水産関連機関として漁業・水産資源会議所（Chamber of Fisheries and

Aquatic Resources）及びフィリピン大学ビサヤ分校に対してインタビュー調査を行いました。

以下にその結果を記します。

a） 漁業・水産資源会議所

漁業・水産資源会議所は 1992年に設立された組織で、活動目的は以下のとおりです。

① 水産業界の各セクター間の相互理解と協力関係の促進

② セクターの統合による経済成長と開発の強化

③ 漁業関係者のコンセンサスを育成するための組織指導とフォーラムの実施

④ 全漁業セクターを統合に導く労働メカニズムの形成

⑤ 漁民福祉のためのプロジェクトの実施

具体的には、漁民が直面する問題をBFARに提示したり、漁民の投融資に関する依頼

をフィリピン政府や銀行に行っているほか、漁民のニーズをAQDに伝えたりもしていま

す。なお、同会議所の理事長は元BFAR局長であり、SEAFDECの理事を務めた経験も有

しています。

同会議所によれば、BFARは予算面・技術面での制約によって十分な活動ができない状

態にあるため、AQDはフィリピンの水産業界において重要な役割を果たしているとのこ

とです。フィリピンのエビ養殖技術はAQDに派遣された JICA専門家によって確立され、
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また 5年前にエビ養殖業界が大打撃を受けたLuminous bacteriaへの対応策も、AQDが確

立しています。

フィリピン国内の水産セクターの研修機関はSEAFDEC以外にもありますが、いずれも

予算不足または施設・設備の不備等の問題で十分稼働しておらず、実際にはAQDしか利

用できない状況にあります。また、AQDは民間セクターに対し、研修コース以外にもデ

モンストレーションや実証実験を通じた技術移転を行っており、このような形での技術

移転は透明性が高く実用的であると評価されています（民間企業による技術指導では、一

部の特殊技術は秘密にするなど、有しているすべての技術を移転しない場合が少なくな

い）。

同会議所がAQDに対し、①バイオテクノロジー及び産卵・種苗生産、育成、餌料、水

質汚染、魚病等の応用研究、②研究者及び訓練された技術職員の増員、③漁民との連携

の強化、④国際関係の強化を期待している。

b） フィリピン大学ビサヤ分校

フィリピン大学ビサヤ分校は、総学生数約 4,000名、うち水産学部280名の学生を有す

る大学です。AQDと同じイロイロに位置しています。ビサヤ分校では鹿児島大学と 5年

間の協力プロジェクトを実施しているほか、2001年から東京水産大学とも協力プロジェ

クトを開始する予定です。また、日本学術振興会からの支援も受けています。主な所有

施設・設備としては、魚類飼育実験棟、餌料製造施設、化学分析機器類（HPLC、ガスク

ロマトグラフィー等）、漁船モデル実験水槽など、AQDと比べれば質的に劣る部分もあ

りますが、ほぼ同じ分野の施設・設備をカバーしています。

ビサヤ分校はAQDと学術面での協力同意書を締結し、海洋学や海洋生物学をはじめ、

多くの分野で協力関係を築いてきました。協力同意書の期限は 2000 年で終了しました

が、協力活動は現在も継続しています。具体的には、卒業論文や修士論文にかかる実験

をAQDで行ったり、AQDの職員が大学院生にアドバイスを行ったりしています。また、

ビサヤ分校の学生はAQDの図書館も利用しています。ビサヤ分校以外にも、イロイロ州

立水産大学や水産系以外の大学もAQDの図書館を利用しています。また、2000年にAQD

が開催した「責任ある養殖のための行動規範」に係る円卓会議には、ビサヤ分校の教授陣

も参加しています。

ビサヤ分校は、AQDの活動はフィリピンの養殖振興に多いに貢献していると高く評価

しています。AQDは、近年では離島における沿岸資源管理プログラムにおいて漁民に対

する短期研修を実施したり、コミュニティレベルの活動としてマングローブ保全型養殖

技術の開発も行っています。これらの活動成果は、AQDが作成した研修プログラムやマ

ニュアルにも用いられています。また、漁獲過剰のために水産資源の減少した海域に種
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苗放流を行うなど、漁業生産の向上に貢献しています。

ビサヤ分校が現在の所在地に移転した時の理由の一つに「AQDに隣接している」ことが

ありました。AQDの施設の共同利用やAQDからの生物餌料や稚魚の供給は、大学にとっ

て大きなメリットになっています。また、AQDの周辺には多数の民間種苗生産場が設立

されていますが、これもAQDがフィリピンの養殖産業に貢献してきた成果と考えられま

す。

一方、ビサヤ分校からは、AQDの問題点として、①AQDはバイオテクノロジーに関し

ては基礎研究しか行っておらず、応用研究を行わないと民間セクターへの技術移転には

つながらないこと、②ビサヤ分校はAQDが使用していない期間しかAQDの施設・機材

を使用できないこと、③学生に対する図書館の利用が制限されていることを挙げていま

す。

これらの問題点の一部は、「AQDにはフィリピン政府から拠出金が支出されているの

で、フィリピン国民ももっとAQDの施設を活用できるようにするべきだ」との考えに基

づいているようです。また、「AQDの役割が漁民への技術移転にあるならば、バイテク

等の研究は大学が行うべき」との意見も一部の教員から出されました。

ビサヤ分校は AQD 以外の SEAFDEC 部局との交流はほとんどありません。また、

SEAFDECの研修に関する情報は、BFAR等の政府機関に送られるのみであるため、ビサ

ヤ分校をはじめとする大学等は、それらの情報をSEAFDECから直接的には入手できませ

ん。BFARからの情報提供もほとんどないため、ビサヤ分校にとっては、フィリピン国内

にあるAQD以外の SEAFDEC部局の研修や共同研究に参加する術がないのが現状です。

（4）マレイシア

① 水産行政機関

マレイシアの水産行政は、農業省水産局（Department of Fisheries：DOF）が担っています。

マレイシアDOF配下の研究機関としては、ペナンの海洋漁業研究所、日本の水産無償でケ

ダ州サヤッ島に建設されたエビ種苗生産・研究センター、ゲランパターの汽水養殖研究セ

ンター、デモン岬の海産魚生産・研究センター、マラッカの内水面漁業研究センター等が

あります。また、東マレイシアのサラワク及びサバにも水産研究センターが整備されてい

ます。

水産教育機関としては、水産学部設立のため 5年間のプロジェクト方式技術協力が実施

されたプトラ大学とペナン理科大学があります。プトラ大学では現在、マラッカ海峡の環

境調査を目的としたプロジェクト方式技術協力「水産資源・環境計画」が実施されていま

す。また、トレンガヌ州には海洋水産資源開発管理部局（MFRDMD）に隣接して水産無償で
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整備された漁業訓練学校、エンゴルには養殖普及訓練センターがあるほか、上記のエビ種

苗生産・研究センターや海産魚生産・研究センターでも訓練が行われています。

このほか、国際機関として、ICLAM本部がマニラからペナンに移転してきています。

② SEAFDEC職員の位置づけ

MFRDMDの職員は、すべてマレイシアDOFの職員が出向しています。もともと、現在

のMFRDMDはペナンにある海洋漁業研究所の支部でした。マレイシアにMFRDMDを設立

することが決まったため、海洋漁業研究所トレンガヌ支部がそのままMFRDMDに移行した

わけです。マレイシアDOFの命令によってMFRDMDの人事異動が行われますが、海面漁

業の研究機関はペナンとトレンガヌにしかないため、それほど大きな異動にはならないと

のことです。

③ マレイシアDOFと SEAFDECの関係

上述のとおり、MFRDMDはもともとはペナンの海洋漁業研究所の支部であり、MFRDMD

の職員もすべてマレイシアDOFの職員です。このため、MFRDMDは SEAFDECの 1部局と

しての機能とマレイシア国内の調査機関としての機能を併せもっています。

MFRDMDの説明によれば、マレイシアDOFから国内プロジェクトへの参加の要請があ

れば、MFRDMDはそのプロジェクトを実施しなければならないとのことです。マレイシア

DOFが EEZ内の資源調査を実施した時には、MFRDMDの職員がフルで配置されたことも

あったそうです。ただし、SEAFDECの 3か年計画とマレイシア政府の 5か年開発計画に基

づいた研究スケジュールを策定し、これに合わせた要員配置を行っているため、マレイシ

ア国内と SEAFDECの両方のプロジェクトを実施することで要員不足になることはないと

のことです。また、マレイシア国内のプロジェクトに関しては、ペナンの海洋漁業研究所

が計画立案を行ってMFRDMDは実施時の支援を行う程度であるため、現状ではそれほど大

きな負担にはなっていないとのことです。

マレイシアDOFでは、近代漁業の導入や養殖業における稚魚稚エビの大量生産技術の確

立等のSEAFDECの活動により、マレイシアの水産業は大いに発展したとの認識をもってい

ます。特にMFRDMDと TDが共同で実施した南シナ海の資源調査に対しては、域内の貴重

な水産資源情報を得ることができたと高く評価しています。また、「責任ある漁業のための

行動規範の地域化」等の国際的な課題にも取り組むようになった SEAFDECの活動にも満足

しています。

マレイシアDOFは、MFRDMD以外の SEAFDEC各部局とも密接な連絡をとっています。

TDが実施しているインド洋のマグロ漁業のデモンストレーションは、マレイシアにおける

マグロ漁業に大きな助けとなり、また親魚育成や魚病管理等の養殖技術やHACCAP等の品

質管理技術も、マレイシア国内で活用されているとのことです。
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マレイシアDOFでは SEADECに対し、①研修・研究活動の継続と責任ある漁業のための

行動規範の地域化、②域内漁業の持続的発展のための社会経済面での活動、③グローバリ

ゼーション及びWTOを視野に入れた貿易問題に関する活動を期待しています。

4） その他の水産関連機関と SEAFDECの関係

本評価調査では、JICAがプトラ大学で実施しているプロジェクト方式技術協力「水産資

源・環境研究計画」、マレイシア漁業開発公社（Lembaga Kemajuan Ikan Malaysia：LKIM）、全

国漁業協同組合（Persatuan Nelayan Kebangsaan：NEKMAT）対してインタビュー調査を実施

しました。以下のその結果を記します。

a） プトラ大学「水産資源・環境研究計画」

同プロジェクトは、1998年 5月にプトラ大学の水産資源及び海洋環境研究分野の調査・

研究能力を強化することを目的として開始され、主に以下の活動を行っています。

① 水産資源及び海洋環境分野において共同調査・研究を実施する

② 上記調査・研究の実施に必要な技術を移転する

③ セミナー、シンポジウムを開催する

④ 調査結果や研究成果品を関係機関に提供する

MFRDMDの活動は漁業資源に特化していますが、同プロジェクトはより広い学術的な

活動を行っています。プトラ大学の教授が個人的にTDに派遣中の JICA専門家と意見交

換等を行うことがあるようですが、大学またはプロジェクトとしてSEAFDECとの関係は

なく、SEAFDECの活動内容も詳しくは承知していないとのことです。

同プロジェクトはSEAFDECとの関係強化を希望していますが、SEAFDECの活動につ

いては、①SEAFDECは各部局間の協力に乏しく、各部局とも部局所在国の国内にしか興

味をもっていないように感じられる、②普及面については評価できるが、MFRDMDには

もっとセミナーや出版物を増やしてほしい、③マレイシア海軍がタイ湾の調査を実施す

ることになっているが、これはSEAFDECの協力があったからである、と評価しています。

b） LKIM

LKIMは漁村の社会経済の改善と漁業振興を目的とした準政府機関で、1971年に設立

されました。LKIMの活動目的は、漁民の社会経済状況の改善、所得向上及び国内水産業

の開発・拡張です。過去 10年間、マレイシア政府の予算を用い、漁村開発を目的とした

クレジットの設立・運営、魚介料理のデモンストレーション、幼稚園の運営、漁村にお

けるジェンダー活動等を行ってきました。また、1995年には漁村の社会経済調査を実施

し、漁民の収入レベルや生活水準を調査しています。

LKIMは SEAFDECとの直接的な関係はなく、SEAFDECの研修へも参加したことがあ

りません。LKIMや漁民に対する研修は、マレイシアDOFが行っています。LKIMでは、
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MFRDMDはマレイシアDOFの下部機関だと考えています。

LKIMは今後、①漁業投資を増加し養殖や近代漁業の導入による海域のリノベーショ

ンの実施、②日本の全漁連をモデルとした漁業の改善、を進めていく方針です。LKIMで

は SEAFDECに対し、マグロ延縄やその他の漁法の研修を期待しています。

c） NEKMAT

NEKMATは、1985年に設立された、漁民社会の社会経済及び生活状況、生産力、技術

力及びイニシアティブの向上による漁民社会の所得向上、並びに資源開発を目的とする

組織です。NEKMATの組合員である漁民組織は、全国・州・エリアレベルの 3段階に分

かれています。

NEKMAT は過去に SEAFDEC の MFRD のセミナーに参加したことはありますが、

SEAFDECの研修にNEKMATの職員を派遣したことはないとのことです。また、SEAFDEC

の部局がどこに何箇所あるのかも承知しませんでした。

NEKMATは遠洋漁船（トローラー）を3隻所有しており、主にマグロ漁業やトロール漁

業を行っています。ただし、トロール漁業は技術的には確立されている漁業ですが、漁

民に対する普及率は低いとのことです。以前、MFRDMDが実施するマグロ漁業の研修に

NEKMATからも漁船を出し共同操業を行いたいと申し込んだものの、SEAFDECからは

回答がなかったとのことです。漁民に対する漁業研修はマレイシアDOFが行っています

が、マグロ漁業の研修には、NEKMATからも漁民を研修に参加させたいと考えています。

NEKMATには SEAFDECの情報はマレイシアDOF経由で極めて限られた情報しか入っ

てこないことから、NEKMATでは、SEAFDECに対して、NEKMATや民間セクターに対

するより一層の情報提供を期待しています。

6. 各国水産セクターへのJICAの協力

JICAは、東南アジア地域の漁業振興を目的として SEAFDECへの協力を続ける一方で、それぞ

れの国に対しても二国間で漁業振興を目的とした協力を実施しています。これまでSEAFDECの加

盟諸国に JICAが実施してきたプロジェクト（プロジェクト方式技術協力及び無償資金協力）は以下

のとおりです。

（1）タ　イ

① プロジェクト方式技術協力

プロジェクト名 協力期間
エビ養殖開発 1973.4～ 78.3

沿岸養殖開発 1980.8～ 87.7

水産資源開発研究 1988.7～ 95.6

水産物品質管理研究計画 1994.4～ 99.3
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② 無償資金協力

プロジェクト名 協力年度
ソンクラ沿岸養殖センター設立計画 1979

内水面漁業センター建設計画 1982

ラヨン海洋漁業センター拡充計画 1984

（2）フィリピン

① 無償資金協力

プロジェクト名 協力年度
漁業調査技術訓練拡充計画 1979

淡水養殖教育研究所設立計画 1981

（3）マレイシア

① プロジェクト方式技術協力

プロジェクト名 協力期間
マレイシア農科大学海洋水産学部 1984.10～ 89.9

水産資源・環境研究計画 1998 .5～ 03.5

② 無償資金協力

プロジェクト名 協力年度
漁業調査訓練船 1981

国立エビ種苗生産研究センター 1985

漁業訓練所近代化計画 1990～ 91

（4）インドネシア

① プロジェクト方式技術協力

プロジェクト名 協力期間
漁業技術協力計画 1969 .7～ 72 .7

浅海養殖開発 1978. 8～ 86 .3

エビ養殖 1988.10～ 93.10

多種類種苗生産技術開発計画 1994 .4～ 01 .3

② 無償資金協力

プロジェクト名 協力年度

バリ島マグロ漁業基地整備 1972

漁業訓練船、漁業訓練機材 1975

漁業調査船 1978

（5）ミャンマー

① 無償資金協力

プロジェクト名 協力年度
淡水エビ種苗生産センター建設計画 1983

漁船修理センター建設計画 1984～ 85
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（6）ヴィエトナム

① 無償資金協力

プロジェクト名 協力年度

ヴンタオ漁港施設建設計画 1994～ 96
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補論 2　東南アジア諸国の水産事情

1. 東南アジア諸国の水産事情の変遷

（1）海面漁業

現在の東南アジア地域の海面漁業は、沿岸漁業に従事する多数の小規模漁業者と、沖合・

遠洋漁業に従事する少数の大規模漁業者により構成されています。このうち、大規模漁業は

1960年以降に急速に発展しました。

1960年代、戦後復興期を過ぎた日本をはじめ、欧米先進諸国の経済発展は、国民の動物性

タンパク質の需要の増加と高級化を生み、高級魚介類、特にエビに対する需要を高めました。

豊富な沿岸資源を有する東南アジア諸国は、自国のエビ資源を外貨獲得のための最も有望な

手段として、積極的に開発を進めました。当時は資源管理という発想はなく、漁業の効率化

をめざし、漁船・漁網の大型化が図られ、底曳や中層トロール漁業を中核とする漁業の近代

化が東南アジア諸国で図られました。

1960年代初期までは、東南アジア各国の漁船の大半は無動力船または帆船でした。1960年

以降、漁船隻数の増加とともに動力化が進み、船内機漁船数は 1960～ 1970年までの 10年間

で 5.7倍に増加し、動力化率も 1960年の 5％から 1970年には 17％に上昇しました。国別にみ

ると、1970年に動力化の最も進んでいたのはマレイシアで、次いでタイ、シンガポールの順

でした。その後も漁船の動力化は進み、インドネシア、マレイシア、フィリピン、シンガポー

ル、タイの 5か国の漁船の動力化率は、1980年には 32％に、1995年には 37％にまで増加して

います（1995年の動力化率はタイを含まない）（表：補 2－ 1）。ただし、漁船のタイプ別にみ

ると、1995年においても小規模漁業が依然として多数を占めており、無動力船及び船外機船

の隻数は 76％（国別で 48～ 84％）となっています （表：補 2－ 2）。

表：補 2－ 1　国別漁船動力化率の推移

（単位：％）

1970 1980 1995

インドネシア 2 12* 39

マレイシア 55 81 91

フィリピン - 38 30

シンガポール 29 80 98

タ　イ 32 87 -

注：インドネシアの 1980年の数値は 1978年のもの

出典：Fishery Statistical Bulletin for the South China Sea



- 71 -

表：補 2－ 2　タイプ別漁船隻数

1980 1995

合計 無動力船
動力船

合計 無動力船
動力船

小計 船外機 船内機 小計 船外機 船内機

インドネシア 257,905 225,804 32,101 17,343 14,758 404,653 245,162 159,491 94,024 65,467

マレイシア 43,492 8,073 35,419 11,426 23,993 34,906 3,097 31,809 13,829 17,980

フィリピン 219,352 135,365 83,987 3,154 80,833 375,673 262,750 112,923 - 112,923

シンガポール 641 130 511 290 221 242 5 237 145 92

タ　イ 29,479 3,711 25,768 6,257 19,511 17,281 - 17,281 - 17,281

注：インドネシアのみ 1978年の数値

出典：Fishery Statistical Bulletin for the South China Sea

漁法別にみると、広大な大陸棚に恵まれたタイ、マレイシア、ヴィエトナム等の大陸側諸

国ではトロール漁業を中心に漁業開発が進められました。タイでは 1960年にトロール漁業が

導入され、以後急速な発展を遂げています。また 1970年代後半には、浮魚を対象としたまき

網漁業の開発も進み、1980年の海面漁業総生産量のうちトロール漁業が68％（106万 t）、まき

網漁業が 16％（24万 t）を占めるに至っています。また、マレイシアやシンガポールでも大規

模漁業の発展は著しく、1980年の海面漁業総生産量のうち、マレイシアでは73％、シンガポー

ルでは 64％を大規模漁業が生産しています。一方、フィリピンでは浮魚を対象としたまき網

漁業が漁獲物の加工・利用に成功し、この型の漁業が増加しています。

東南アジア地域の海面漁業の生産量は、1961年には 166万 tと全世界の生産量（3,000万 t）の

約 5％を占めていました。1961年を基準とした東南アジア地域の海面漁業生産量は、1997年

には 5.4倍と世界の伸び率 2.4倍の 2倍以上の成長を示しています（表：補 2－ 3、図：補 2－

1）。

表：補 2－ 3　海面漁業生産量の推移

（単位：1,000t）

1961 1962 1963 1964 1965 1966 1967 1968 1969 1970
ブルネイ 0.6 0.6 0.7 0.7 0.8 0.8 0.8 0.9 0.9 1.0

カンボディア 15.7 13.2 6.5 6.4 7.1 7.1 8.0 7.8 8.1 20.0

インドネシア 473.0 490.8 506.9 535.2 603.1 653.1 614.9 655.1 712.1 731.8

マレイシア 138.9 153.5 172.3 163.7 177.2 209.8 268.2 305.3 257.6 242.9

ミャンマー 206.0 206.0 206.0 206.0 206.0 206.0 221.1 227.0 238.8 311.4

フィリピン 342.4 375.2 455.4 506.0 568.3 600.9 641.7 731.3 708.0 783.8

シンガポール 9.7 11.5 12.5 10.4 11.0 18.5 18.2 17.3 17.0 15.3

タ　イ 129.8 167.4 218.6 385.5 420.6 460.4 581.3 762.7 924.1 946.1

ヴィエトナム 339.6 387.0 464.3 479.0 504.0 502.4 534.5 536.6 570.5 406.8

合　計 1,655.7 1,805.2 2,043.2 2,292.9 2,498.1 2,659.0 2,888.7 3,244.0 3,437.1 3,459.1

世　界 30,365.2 33,214.8 34,144.5 38,790.3 39,217.7 42,827.8 45,830.1 48,508.1 47,204.4 52,741.2

1961年を基準とした伸び率

東南アジア 1.00 1.09 1.23 1.38 1.51 1.61 1.74 1.96 2.08 2.09

世　界 1.00 1.09 1.12 1.28 1.29 1.41 1.51 1.60 1.55 1.74
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1971 1972 1973 1974 1975 1976 1977 1978 1979 1980
ブルネイ 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.5 2.1 2.3 1.6

カンボディア 20.0 20.0 10.2 10.2 10.2 10.2 10.2 10.2 7.6 1.1

インドネシア 743.9 747.0 797.4 863.7 888.4 907.8 970.3 1,021.3 1,115.6 1,209.0

マレイシア 261.5 249.2 316.8 374.8 366.4 395.0 474.1 507.1 505.9 497.0

ミャンマー 319.8 329.1 338.1 307.6 355.1 362.2 373.8 388.9 406.0 422.8

フィリピン 860.1 951.4 1,032.1 1,072.4 1,137.1 1,039.9 1,159.9 1,120.0 1,048.7 1,042.4

シンガポール 12.7 12.4 15.8 17.0 15.6 14.7 13.4 13.4 14.3 13.5

タ　イ 1,052.5 1,264.5 1,214.4 1,111.3 1,078.5 1,119.4 1,574.0 1,511.7 1,393.7 1,307.1

ヴィエトナム 450.5 516.3 523.6 327.0 307.3 353.3 339.3 331.2 341.0 323.3

合　計 3,722.0 4,090.9 4,249.4 4,085.0 4,159.6 4,203.5 4,916.6 4,905.9 4,835.0 4,817.7

世　界 52,962.8 48,641.3 48,820.2 52,152.0 51,469.7 54,729.7 52,832.2 54,776.7 55,017.2 55,442.4

1961年を基準とした伸び率

東南アジア 2.25 2.47 2.57 2.47 2.51 2.54 2.97 2.96 2.92 2.91

世　界 1.74 1.60 1.61 1.72 1.70 1.80 1.74 1.80 1.81 1.83

1981 1982 1983 1984 1985 1986 1987 1988 1989 1990
ブルネイ 1.8 1.6 2.4 2.3 3.0 3.1 3.2 1.5 1.7 1.7

カンボディア 0.8 2.9 8.9 7.2 10.4 6.2 14.5 18.0 19.9 28.9

インドネシア 1,199.2 1,318.8 1,454.9 1,519.3 1,579.0 1,649.5 1,715.7 1,838.4 1,944.4 2,015.7

マレイシア 591.9 542.5 599.8 581.4 590.8 592.4 687.4 645.8 671.2 753.3

ミャンマー 438.5 444.6 440.3 460.6 490.0 528.2 533.9 552.7 583.5 592.2

フィリピン 1,097.4 1,146.3 1,188.0 1,197.1 1,202.5 1,246.9 1,308.3 1,336.3 1,417.8 1,500.2

シンガポール 13.4 16.1 16.1 21.0 19.0 17.1 12.7 11.5 9.2 9.7

タ　イ 1,377.2 1,392.0 1,486.4 1,514.2 1,570.5 1,799.1 2,017.8 1,868.0 1,885.5 1,953.5

ヴィエトナム 340.7 394.2 462.6 458.1 471.1 448.2 445.8 438.0 421.1 427.3

合　計 5,060.7 5,259.0 5,659.5 5,761.4 5,936.2 6,290.7 6,739.2 6,710.3 6,954.3 7,282.4

世　界 57,173.6 58,468.8 58,201.1 63,553.7 64,667.8 69,573.7 68,936.7 72,522.7 72,669.2 69,102.3

1961年を基準とした伸び率

東南アジア 3.06 3.18 3.42 3.48 3.59 3.80 4.07 4.05 4.20 4.40

世　界 1.88 1.93 1.92 2.09 2.13 2.29 2.27 2.39 2.39 2.28

1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997

ブルネイ 1.1 1.2 1.3 3.1 4.4 6.8 4.4

カンボディア 26.9 23.8 24.8 22.4 22.5 23.0 22.0

インドネシア 2,297.4 2,303.2 2,459.8 2,642.8 2,706.6 2,862.6 2,906.2

マレイシア 728.2 798.7 833.4 869.2 921.2 903.5 911.8

ミャンマー 587.1 607.6 613.2 585.1 579.2 599.4 643.2

フィリピン 1,577.1 1,508.6 1,480.9 1,504.5 1,522.7 1,465.5 1,515.0

シンガポール 9.9 7.9 7.9 9.1 8.5 8.3 7.8

タ　イ 2,020.6 2,231.7 2,349.0 2,341.1 2,402.7 2,318.9 2,255.8

ヴィエトナム 465.9 462.3 534.5 594.1 622.7 644.3 668.0

合　計 7,714.3 7,945.2 8,304.9 8,571.4 8,790.5 8,832.3 8,934.1

世　界 67,679.9 68,017.7 68,701.6 72,853.4 71,901.4 73,537.7 72,493.7

1961年を基準とした伸び率

東南アジア 4.66 4.80 5.02 5.18 5.31 5.33 5.40

世　界 2.23 2.24 2.26 2.40 2.37 2.42 2.39
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図：補 2－ 1　1961年を基準とした漁業生産量の伸び率
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漁船の動力化及び近代漁法の導入による漁獲量の増大は、水産資源を圧迫し漁獲物の小型

化につながりました。タイ湾ではトロール漁業の操業が開始されて 4年後の 1964年に早くも

MSY点に到達し、他のトロール漁業国のエビ漁もこれに数年遅れて1960年代後半に南シナ海

域ですべてMSYを超えるレベルに達しました。トロール漁船は極端に小さい網目の漁具を使

用するようになり、漁獲物の小型化がますます進み、それに伴い魚種構成そのものが、利用

価値の低い小型の魚種に偏るようになりました。資源の枯渇に伴い、一部のタイの中・大型

漁船のように近隣諸国の水域にまで操業域を広げていくものもありましたが、その一方で沿

岸域を含む自国内での操業を続ける漁船も多く、水産資源の枯渇化は進んでいきました。

このようななか、1980年代には、タイ、マレイシア及びフィリピン政府がそれぞれの水産

開発政策において水産資源管理を導入する方針を打ち出し、インドネシアでは 1982年に一部

の海域を除いてエビトロール漁業の操業を禁止しました。

一方、トロール漁業の振興に伴って雑魚の漁獲量も増加してきましたが、それらの雑魚は

フィッシュ・ミール以外に適切な加工方法をもたないために海上で投棄されていました。一

説では、1970年代後半にはタイ及びマレイシアの雑魚の漁獲率は全漁獲量の 70％に達したと

推計されており、その他の国の雑魚の漁獲率もこれに近いとの報告もあります。

また、1990年代後半より欧米諸国の主導によって水産加工分野へのHACCPの導入が図ら

れ、欧米諸国への水産加工品の輸出を行っている東南アジア諸国もHACCAPを導入すること

となりました。

1992年にブラジルで開催された国連環境開発会議（UNCED）では、21世紀に向けての行動

計画としてアジェンダ 21が採択され、野生動物資源の利用については持続的利用を前提と

し、混獲及び漁獲生物の無駄・投機を最小限にすること、流通・加工技術の改善により人類

への食糧供給を促進することなどが決議されました。また、同年のメキシコのカンクン宣言

に基づき、FAOは「責任ある漁業」に関する国際行動の規範を策定しました。

米国は 1987年に、エビトロール漁船は、認定された「ウミガメ排除装置」（TED）を使用する

か、またはエビの漁獲に際してのウミガメの死亡率がかなり高い特定の海域では漁獲制限時

期を 2回設けるという法的規則を国内で施行しました。さらに、1996年 5月にはこの適用を

諸外国にまで広げ、これに反する漁業を行う国からの漁獲物の輸入を禁止する措置をとりま

した。これによって、米国にエビを輸出していた東南アジア諸国は大きな打撃を受けること

となりました。

1994年には国連海洋法条約が締結され、沿岸国は、EEZを設定した場合、当該水域内の資

源の保存管理が義務づけられることとなりました。1996年時点で同条約を批准している東南

アジア諸国は、インドネシア、シンガポール、フィリピン、ミャンマー及びヴィエトナムで

す。同条約の批准により、各国は水産資源量の把握と維持管理能力の向上を求められること
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となりました。

（2）養　殖

東南アジアの魚類養殖は、15世紀以前にインドネシアで始まったとされています。これは

雨期における塩田の活用、あるいはマングローブ地帯の水路を堰止めることから発達したと

考えられています。一方、フィリピンでは珊瑚礁海岸での石積み池に端を発したと思われる

ものも見られます。この養殖は極めて粗放的なもので、開放された水門から海水に混じって

池中に取り込まれる種々の仔稚魚が池の生産性に応じて自然に成長するのを待つといった方

法でした。この伝統的養殖手法は、東南アジア全域で見られるものです。

その後、ミルクフィッシュの天然種苗を採補し、これを藍藻類を培養した池に収容して養

殖する方法が発達しました。一方、取水時に紛れ込んできた稚エビが成長して副産物として

収穫されていましたが、種苗の大量供給ができないためエビ養殖には移行できずにいました。

1968年、台湾でウシエビの種苗生産技術が開発され、次いでフィリピンでも1970年に実験規

模のウシエビの種苗生産に成功しました。1976年には SEAFDEC養殖部局（AQD）の種苗量産

体制が確立し、フィリピン以外にも東南アジア各国、特にタイとインドネシアでエビ養殖が

発展しました。

しかしながら、エビ養殖の発展はマングローブ域の乱開発につながるケースも多く、1990

年代に入ると各国は環境保全に力を入れるようになりました。また、1990年後半には病害も

発生し、特にBaculovirusに代表されるウィルス病は域内のエビ養殖に深刻な被害を与えまし

た。

東南アジアでは古くから養殖が行われてきましたが、伝統的なミルクフィッシュ養殖を除

いては、すべて淡水魚養殖でした。アカメも当初はミルクフィッシュ養殖の副産物でしたが、

1960年代後半よりタイで天然種苗を用いたイケス養殖が行われるようになりました。しかし、

種苗供給面の問題から大きく発展することはありませんでした。その後、1973年にタイのソ

ンクラ水産試験場が人工採卵による種苗生産に成功し、1976年の自然産卵の成功によって大

量種苗供給が可能となり、タイ湾沿岸でイケス養殖が急速に発達することとなりました。ま

た、1981年には日本の無償資金協力によって国立沿岸養殖研究所（NICA）が設立されるとと

もにプロジェクト方式技術協力が実施され、アカメ種苗生産技術の改善が図られました。

1985年にはタイの民間養殖場でもアカメの種苗生産が行われるようになり、またフィリピンや

インドネシア、マレイシアでも種苗生産が行われるようになりました。一方、AQDでは1984年

よりアカメの池中養殖に係る研究を、翌1985年からは種苗生産研究を開始しています。

このアカメ養殖の発達を契機に、各国で海産魚のイケス養殖が行われるようになり、ハタ

等のいわゆる高級魚の養殖が行われるようになりました。ハタ類は以前からシンガポールな
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どで蓄養的な飼育が行われていましたが、1980年代から天然種苗を用いたイケスあるいは池

中養殖が、タイ、フィリピン、マレイシア、インドネシア等で主として華僑資本により行わ

れるようになりました。ハタ養殖は、種苗生産の生残率が低く商業規模での種苗生産が行わ

れていない等の問題点もありますが、活魚が非常に高値で取り引きされ、香港やシンガポー

ルへ出荷、または華僑により地元で消費されているため、東南アジア各国で養殖技術の開発

が進められています。

2. ASEAN諸国のSEAFDECへの期待と国内水産機関との関係

（1）SEAFDEC設立時の東南アジアの政治状況

SEAFDEC が 1967 年 12 月に設立されたということは、同年 8 月に東南アジア諸国連合

（ASEAN）が設立されたという時期的な問題と、密接に考えなければなりません。20世紀後半

の世界史のなかで1960年代は、欧州においてはチェコスロバキアの「プラハの春」に代表され

る旧ソ連・ワルシャワ条約機構軍による軍事介入が顕在化、一方、アジアでは北ヴィエトナ

ムへのアメリカ軍の本格的参戦が開始されるなど、米ソによる軍事的脅威が世界的に最も高

まった時期でした。この時期、西側が腐心したのは、開発途上国の特に貧しい農漁村部に浸

透の速度を早めていた社会主義勢力の拡大をどう食い止めるかという問題であり、世界各地

で社会主義勢力と対峙する最前線における「封じ込め作戦」が西側の最優先政策でもありまし

た。ASEANの結成も東南アジアにおける社会主義勢力の封じ込めが最大の目的であったこと

は、周知の事実です。

ASEANに遅れること 4か月で設立された SEAFDECの設立協定（1967年 12月 28日締結）は

「食糧供給の増大、栄養水準の改善のためにこの地域における漁業開発の促進が極めて重要で

ある」とし、漁業開発を促進するための漁業技術者の訓練、漁業技術の研究及び漁業資源の諸

分野の研究の必要性をうたっています。これはいい換えれば、当時不足していた東南アジア

地域の動物性タンパク質の供給の拡大、漁民の生活と収入の向上をめざしたものであり、今

日行われている貧困撲滅を通じ開発途上国の政治、社会の安定を図る試みと同一のコンセプ

トにあります。

東南アジア地域への社会主義勢力の浸透を防ぐ手段として漁業開発が論じられ、敗戦後間

もないとはいえ、既にアジアにおける西側陣営の主要メンバーであり、かつ漁業大国でもあ

る日本にSEAFDECへの協力が強く求められたことは間違いないでしょう。こうした国策的事

業推進の流れのなかで、OTCA（海外技術協力事業団、1972年に JICAに統合）が特例としてで

も SEAFDECへの協力業務を拒否できる状況でなかったことも簡単に推測できます。

日本がSEAFDECへの協力に積極的だったもう1つの理由には、マッカーサー・ラインによっ

て制限されていた苦しい経験をもつ日本漁船の操業海域の確保という日本独自の食糧安全保
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障政策があったことも認められます。

（2）現在の国際政治状況からみた SEAFDECの存在意義

冷戦構造が終焉して 10 年以上が経ち、世界は新しい政治秩序が構築されつつあります。

1960年代にはアフリカと比較されたアジア経済も、1980年代から1990年代前半の経済成長を

経て、すっかり様相を変えています。つまり「共産主義の封じ込め」という SEAFDEC設立当

時の目的の対象はもはや存在せず、政治的な意味ではSEAFDECを存続させる意義はなくなっ

たと思われます。また、カンボディア、ミャンマー、ヴィエトナムなど、経済開発に一歩遅

れをとった新加盟国があるとはいえ、現在の東南アジア地域全体の経済状況からみると、動

物性タンパク質食材の確保という役割も、設立当時よりも減少していると考えられます。

では、現在の SEAFDECにはいかなる政治的存在意義があるのかというと、2つの意義が考

えられます。その 1つは、域内の漁業問題の協力推進機関としての存在価値です。東南アジ

ア海域は、各国の経済水域が複雑に入り組んでおり、タイ漁船がマレイシア海域で違法操業

を行っている疑いなど、漁業権を巡る紛争などが多発する海域でもあります。現在、ラオス

を除くASEAN9か国と日本が加盟している SEAFDECには、域内漁業調整機関としての存在

理由が考えられます。2つ目は、地球レベルからみた同海域の海洋資源の開発・管理という点

での役割です。フィリピン沿岸などで頻発するダイナマイトを使った資源破壊的漁業など、

同地域の漁民の海洋資源保護意識はまだ高いとはいえません。海洋資源の開発、枯渇する危

険性がある同地域の海洋資源の保護には、地域周辺国の合議と協力による海洋の共同管理が

求められますので、地域の水産国際機関であるSEAFDECがその任にあたるのがふさわしいと

思います。

（3）地域国際機関としての SEAFDECの現状

では、現在のSEAFDECの体制にこの2つの政治的目的を機能させる能力があるかというと、

大きな疑問が残ります。

まず、今回の評価調査で明確になったことの 1つは、SEAFDECに国際機関としての機能が

極めて乏しいということです。SEAFDECでは、1998年に地域の政策立案機関としての活動を

強化するための新戦略計画が決議されていますが、マレイシアにあるSEAFDEC海洋水産資源

開発管理部局（MFRDMD）の職員は全員がマレイシア農業省水産局（DOF）からの出向職員で

あるように、4つの部局はそれぞれの所在国の水産担当省庁と密接な関係を保っており、いず

れの所在国も SEAFDECをむしろ自国の政府機関ととらえ、SEAFDEC各部局の職員の意識も

国内を向いています。「SEAFDECにはそれぞれの部局が置かれている国から予算が出ており、

ある程度、所在国政府から要求される国内向けプロジェクトを実施しなければならない。完
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全な独立は難しい」（シンガポールAVA幹部）という内情が、国際化のネックになっているこ

ともあります。

「SEAFDECには国際機関と国内機関の顔がある」ということは調査したいずれの国の関係者

からも聞きましたが、実際にヒアリングをした印象では、国内機関としての顔の方が強いと

感じました。

フィリピンのミルクフィッシュ養殖、シンガポールのスリミ加工技術など、SEAFDECの各

部局で開発された技術には、自国内の需要には応えても、現時点では域内全域への普遍性に

欠けるものも多く、SEAFDECで開発された技術が域内に移転・共有されているという点にも

疑問が残ります。また、マレイシアでは過去数年間、他の部局の研修を受けたものは 1人も

いないというように、技術交流だけでなく人の交流も活発とはいえません。

域内国際機関としての機能強化には、タイのバンコクにある事務局の機能強化が必須です。

SEAFDECでは、1999年には域内問題の解決組織として Fishery Consultative Group（FCG）を結

成しました。また 1999年以降は、SEAFDECから JICAに提出される各種要請書は、バンコク

の事務局経由に一本化され、各部局からの研修員の選定も事務局経由で行われるようになる

など、事務局の機能強化の努力の跡はうかがえます。

しかし、今回のヒアリングでは、各部局が本気で事務局の機能強化に協力するとは思えま

せんでした。事実、以前にそのような動きが出た際、各部局から反対の声が上がりうやむや

になったという話も聞きました。シンガポールのAVAにおいて SEAFDEC事務局の機能強化

について尋ねたところ「各部局は異なる構造をもっているため管理面で難しい。中央集権化は

困難である」という回答でした。シンガポールなど部局所在国の水産関係者には、事務局が置

かれているタイに権力が集中することに不満があるようにも感じられました。また、カンボ

ディアなど、歴史的民族感情からタイに権力が集中することに難色を示す国もあるようです。

こうした現状を踏まえ、域内操業の協力機関という役割をみてみます。

1998年 3月にブルネイで採択されたSEAFDEC新鮮略には、域内国際機関としての協力枠組

みの強化、地域問題の解決、水産資源の効率的、持続的利用の推進などが明記されています。

しかし、今回のヒアリングでは「海外との操業協定を結ぶ時や地域問題の解決に SEAFDECが

役に立ったことはない」（タイ海外漁業協会）「SEAFDECに域内国際機関としての機能を求め

ることは難しい。この海域の調整機能はASEAN水産大臣会議にある」（マレイシア派遣 JICA

専門家）といった声が多く聞かれました。少なくとも現状において、SEAFDECは域内操業に

関する協力促進機能は果たしていません。

共同研究が必要な海域の資源保護という点では、近年「責任ある漁業の行動規範」の地域化

に努めるなど、SEAFDECは東南アジア海域の資源管理にも力を入れています。マレイシア

で行われているウミガメの研究・保護活動、フィリピンでのマングローブにやさしい養殖な
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どの資源・環境保護に重点を置いたプログラムも稼働し始めています。しかし、ウミガメ保

護はAsian Minister Meetingによって承認されたことで動き出したものでSEAFDECの自発的活

動というわけではありません。フィリピンのプロジェクトも養殖部局（AQD）独自のもので、

共同研究という域には達していません。

東南アジア海域の資源保護・管理はマレイシアの MFRDMD が主導するものですが、

MFRDMDの業務は 1992年に始まったばかりのため、現時点では資源量の推定作業の段階に

は至っておらず、開発レベルは高くありません。また「MFRDMDの成果は各国によって実行

されるが、国によって資源管理政策は異なるため、個別の実施に関してMFRDMDは share stock

に関するアドバイスを行うだけである。また、ミャンマーなど予算、人材面からすぐに

SEAFDECのプランを実施できない国もある」（MFRDMD次長）という指摘もありました。資

源管理や資源調査等の業務は今後 SEAFDECの中核業務となるものであることは確かですが、

この点についても現時点では十分には機能していません。

（4）国内水産機関との関係

前述したように、SEAFDECは国内向けの顔が強い地域国際機関だけに、それぞれの部局が

置かれている国の水産担当省庁など政府系関係機関と、政策決定や人事などの点でいずれも

強いつながりをもっています。なかでも政府と深い関係を有しているのは、フィリピンの

AQDでした。AQDは、1998年以降、SEAFDECの資金を得て国際活動にも目を向けてはいる

ようですが、フィリピンは国内の他の研究・研修機関が弱体であるため、AQDが国の水産研

究センターという側面が強くなっています。マレイシアのMFRDMDでも「MFRDMDは国内

と域内の 2つの業務を行っている」と明言しています。

SEAFDECと各国の国内水産関連機関のつながりをみると、フィリピンの天然資源省水産局

（BFAR）は、共同研究や漁業振興に関する共同地域プログラムを実施するなどAQDと密接な協

力関係をもっています。BFARは、タイのSEAFDEC訓練部局（TD）にも研修生を送るなど、フィ

リピンにあるAQD以外の部局との関係ももっていました。タイのFish Marketing Organization

（FMO）は「SEAFDECとは直接関係ないが、タイ国内の漁獲量が増えて水揚量が増えれば、水揚

施設の利用料が増えてFMOも受益する」といっています。

マレイシアで漁村の開発、漁業振興を行っている準政府機関である漁業開発公社（LKIM）

は「直接の情報はマレイシア水産局（DOF）から得ることが多いが、河口域の報告書や沿岸調

査などで SEAFDECから便宜を受けている」ということでした。また、LKIMのクアラ・トレ

ンガヌ事務所では「SEAFDECと直接の関係はなく、SEAFDECの情報はマレイシアDOFを通

じてもらっている」と話し、SEAFDECに対しては「マグロ延縄やその他の漁法を研修してほ

しい」という希望を有していました。
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大学との関係においては、フィリピン大学ビザヤ校は、AQDと学術協力同意書を取り交わ

し、AQD の施設の利用を通じ多岐にわたる共同研究が実施されています。しかし、他の

SEAFDEC部局との交流はほとんどないということでした。タイのカセサート大学では、教員

がTDとの共同研究やセミナーに参加し、SEAFDECからの研究報告書も随時受け取っている

といいます。TD以外の SEAFDEC部局ともたまに接触することはあるが、食品加工にしても

養殖にしても、ほとんどはタイ国内の研究機関と連絡を取り合って処理することが多いとの

ことです。一方、マレイシアのプトラ大学では「漁業資源に特化しているMFRDMDに比べ、

大学ではより広い学術研究をしているので、大学もプロジェクト（JICAの水産資源・環境研

究計画）も一部を除き、SEAFDECとは公式な協力関係はない」といいます。

SEAFDECと民間の漁業関係者との交流は「SEAFDECで開発した技術の民間への普及につい

ては各国に委ねており、十分にはフォローされていない」（AQD部局長）、「SEAFDECは基本

的に政府職員を研修対象にしているので、各国の漁民にどの程度技術が広がったか評価は難

しい」（TD調整官）というように、全般的にあまり活発でないようでした。マレイシアの漁村

の社会経済開発と漁民の生活向上など目的として設立された全国漁船員協会（NEKMAT）の副

代表は「SEAFDECから我々には、限られた情報しか入ってこない。SEAFDECともっと直接的

な結びつきが必要だ。NEKMATから漁民を SEAFDEC（MFRDMD）の研修に派遣したいと思っ

ているが、実現していない。また、SEAFDECは漁業振興の面でも十分に機能しておらず、もっ

と民間セクターに情報を流すべきだ」と注文しています。また、タイの海外漁業協会も

「SEAFDECで訓練を受けるには大卒以上の資格が必要だが、本協会の組合員にそんな学歴を

もっている人はいないから、一般の漁民はSEAFDECとはあまり関係がなく、便益もほとんど

受けていない。タイDOFの訓練は受けることがある」といいます。

これに対し、AQDと民間セクターの掛け橋役を果たしているというフィリピン漁業・水産

資源会議所の事務局長は「フィリピンでは、SEAFDEC は民間セクターに研修やデモンスト

レーションを通じた技術移転を行っている。SEAFDECが行う技術移転は透明性が高い」と評

価しています。タイの全国漁業協会でも「SEAFDECはタイだけでなく加盟国全般の活動を

行っているので、タイの漁民だけに対する活動は制限されるが、漁業組合や漁民、タイDOF

とのつながりをもち、研修やセミナーの開催などで漁業コミュニティーに貢献している。漁

業が盛んな南部タイの漁民からも、SEA FDEC に対する不満は聞いたことがない」と、

SEAFDECの民間セクターへの貢献を認めています。しかしその内容は、SEAFDECという国

際機関に対するものというよりも、国内機関化している自国に置かれている部局（AQD、TD

など）への評価という印象です。
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（5）ASEAN諸国の SEAFDECへの期待

ASEAN諸国の SEAFDECへの期待は様々です。自国の技術研究機関としての性格を維持す

る一方で、政策立案機関としての政治的意味合いももつ国際機関としての体裁も保っていこ

うというのが共通した基本姿勢のように思われます。

国際機関としての期待としては、1998年に決議された新戦略計画に沿ったものが挙げられ

ます。すなわち、東南アジア地域の漁業協力の拠点という性格です。拠点機能を望む理由の

一つとして、近年国際社会の中に高度回遊魚種の広域な行動範囲等を理由に、他国の水域で

の漁業管理にまで注文を出す傾向が強まっていることがあります。熱帯漁業の特殊性などを

配慮しない欧米先進国からの圧力に対して地域としての対応が迫られる際、SEAFDECを核に

地域として国際世論に対抗したり、WTOの新ラウンドの場においても団結して地域の権益を

守ろうという思惑が第一にあります。

次いで、ラオスを除くASEAN9か国と日本が加盟国となった今、将来的には SEAFDECを

域内操業の紛争協議の調停に活用する期待があります。「SEAFDECがアジア独自の責任ある

漁業に係る行動規範を作成し、それが発効すれば、域内の規則として紛争等の調整機能を果

たすだろう」という声もありました。

第三は、ウミガメの保護に見られるように、国際世論に応えられる域内海域の水産資源理・

保護対策という大命題が突きつけられている現在、それに対応するためには、域内漁業の持

続的発展のための共同研究作業が課題となり、その受け皿として、SEAFDECの存在が認めら

れます。しかし、域内海域の資源管理を主業務とするMFRDMDには今後このような国際的活

動が求められるとしても、SEAFDEC各部局の所在国は、国際機関としてよりもこれまでどお

り国内にある部局を自国の中核的漁業研究機関として残しておきたいという希望が強いよう

です。

今回の評価調査でヒアリングしたSEAFDECへの具体的な期待としては、タイのFMOから

「タイ国内の事情に適した水産技術の改善、限られた水産資源を活用した多種類の水産加工品

の開発、政府職員及び漁民を対象とした新漁具と漁法の研修、水産セクターの人材育成のた

めの奨学金の設立」が要望されました。また、フィリピンのAQDには「一層の研究活動、研究

応用、研究者と訓練された技術職員の増員、漁民との連携強化、国際化の推進、フィリピン

政府と日本などからの財政支援」が期待されていました。

ここで問題になるのは、今回の評価調査では直接話を聞くことができなかった新たな加盟

国（インドネシア、ミャンマー、ヴィエトナム、カンボディア、ブルネイ）が SEAFDECにど

のような期待をもっているのか、ということです。ブルネイを除くこれらの後発国は当然、日

本からSEAFDECに移転された初期的な漁業技術の移転を望んでくるものと思われますが、部

局を置く 4か国がこうした国々からの要望に独自の予算を組んでまで積極的に応える用意が
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あるか、疑問があります。

また、4つの部局で開発された技術が必ずしも後発国の実情に適したものでないことも考

えられ、部局を置く4か国と後から加盟した国々の SEAFDECに対する期待には大きな差があ

ることを考慮しなければならないでしょう。



別　添　資　料

1. Excerpt from the Report on Third Party Evaluation on JICA's cooperation

on SEAFDEC

2. SEAFDEC comments on the Excerpt from the Report on Third

Party Evaluation on JICA's cooperation on SEAFDEC

3. SEAFDEC 派遣専門家コメント

本報告書本文の内容は有識者からなる調査団の見解であるが、評価

結果につき、評価されたSEAFDEC側他との見解の異なる部分がある

ことから SEAFDECにコメントを依頼した際に作成した英訳版（1）、

同英訳版に対するSEAFDEC事務局からのコメント（2）、及び評価に

協力いただいた JICA派遣専門家のコメント（3）、を掲載する。
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